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Ⅰ．中国の原子力発電開発の現状概要 

１． 中国の原子力発電開発の進展状況 

①運転中の原子力発電規模 

・2018 年 5 月 23 日、広東省の陽江-5 号機（ACPR1000）が運転を開始した。 

6 月 29 日、広東省の台山-1 号機（フランスのフラマトム社製の欧州加圧水型

炉：EPR）が運転を開始した。 

米国ウェスチングハウス社（WEC）製の AP1000＊型炉は、6月 30 日に浙江省の

三門-1 号機、8 月 17 日に山東省の海陽-1 号機、さらに 8月 24 日に三門-2 号

機が相次いで運転を開始した。 * AP は「Advanced Passive（先進的受動型）PWR」に由来。 

 

・この結果、中国は日本を抜いて世界第 3位の原子力発電大国になった。 

－ 中国：44 基（グロス出力*4,383.9 万 kW、ネット出力*4,061.4 万 kW） 

－ 日本：42 基（同上各 4,148.2 万 kW、3,975.2 万 kW） 
 

＊グロス出力：発電端出力あるいは総出力。発電プラントが生産した「総発電量」。 

ネット出力：送電端出力あるいは実質出力。発電プラントが生産した総発電量から、プラント内部で各種

装置を動かすために消費した電力量を差し引いた「実質発電量」。 

(出典) 国際原子力機関（IAEA）の PRIS データベース（2018 年 10 月 1 日現在）。 
https://pris.iaea.org/PRIS/WorldStatistics/OperationalReactorsByCountry.aspx  

注）大飯-1･2（各 117.5 万 kW）と伊方-2（56.6 万 kW）は PRIS では運転中の扱いだが、日本では廃止の扱い

である。このため日本では「運転中」は 39 基（グロス出力 3,856.6 万 kW）としている。 

 

・8 月 25 日に田湾ｰ 4 号機（VVER=ロシア製 PWR。112.6 万 kW）が燃料装荷を開

始した。（出典）2018 年 8月 28 日原子力産業新聞 http://www.jaif.or.jp/180828-a   

 

②国家能源局（NEA）が本年 3月 8日に公表した「2018 年エネルギー事業工作指

導指針」では 2018 年に営業運転開始予定の原子力発電プラントは 5基（三門

-1、海陽-1、台山-1、田湾-3、陽江-5）。また 2018 年内着工の原子力発電プ

ラントは 6～8基としている。http://www.gov.cn/xinwen/2018-03/09/content_5272569.htm  

 

原子力発電開発目標は、公式には「原子力安全・放射線汚染防止第 13 次 5 カ

年計画（2016～2020 年）および 2025 年長期目標」＊（以下「核安全十三五」

と略称）の「2020 年に運転中 5,800 万 kW（建設中 3,000 万 kW 以上）」として

いる。 
＊「核安全与放射性汚染防治“十三五”規画及 2025 年遠景目標」。2017 年 2 月 28 日の国務院承認を経て、3月 23

日に「国家文書［2017］29 号」として公表。http://www.gov.cn/zhengce/content/2017-03/23/content_5179622.htm  

その全文は http://energy.people.com.cn/n1/2017/0323/c71661-29165181.html  

 

しかし最近は電力需要の低迷で建設目標を後ろ倒しにする傾向がある*。 
＊ 2017 年以降、定礎式（移動式ではない）軽水炉の新規着工はない。 
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http://www.gov.cn/xinwen/2018-03/09/content_5272569.htm  
また中国の原子力産業界の総合団体である中国原産協会（CNEA）では 2018 年中の着工予定として、AP1000 で

三門Ⅱ期(2 基)、海陽Ⅱ期(2 基)、遼寧徐大堡（Liaoning Xudapu。2 基）の 6基を挙げている。 

（出典）2018 年 6月 4日の日中原子力産業セミナーでの CNEA 趙成昆専門委員会常務副主任発表 

 

・石島湾で 2基が建設準備中の CAP1400 の着工予定も注目される。 

 

２．中国の原子力発電所の所在地と運転中・建設中の基数・容量 

①原子力発電所分布図 

図表 1：中国の原子力発電所の所在地 

 
注）・国際原子力機関（IAEA）の 2018 年 10 月 1 日現在の PRIS データベースに拠る。 

・CNEA では、海上浮揚式実証炉（ACPR50S)6.0 万 kW。2016 年 11 月 4 日着工）、高速実証

炉 CFR600（60.0 万 kW。福建省霞浦で 2017 年 12月 29日着工)も建設中に別途計上するが、

建設準備中の扱いとする情報もあるため、ここでは IAEA 区分に従う。 

・PRIS では送電網併入時点をもって「運転開始」と定義する。このため、送電網併入後に

（規定時間の全出力連続運転等の安全条件達成後に改めて規制当局の許可を受けて行う）

「営業運転開始」を「運転開始」とするこれまでの原子力発電所の「運転中」、「建設中」

との表記慣行との違いがある。 
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②運転中・建設中の原子力発電プラントの基数・容量 

図表２：中国の運転中の原子力発電所（2018 年 10 月１日現在） 

注１）PRIS では「台山核電合営」に TNPC の略号を用いている。 

 

 

発電所名 省 炉型 

ｸﾞﾛｽ出力

(万 kW)×

基数 

所有者 運転者 着工日 
運転開始日 

（送電網併入日） 

広東大亜湾-1･2 

（ｶﾝﾄﾝﾀﾞｲｱﾜﾝ) 

広

東 

PWR（M310） 

98.4×2 
広東核電合営

(GNPJVC) 大亜湾核電

運営管理

(DNMC) 

1987.8.7 /1988.4.7 1993.8.31 /1994.2.7 

嶺澳-1･2 (ﾘﾝｶﾞｵ) 99.0×2 嶺澳核電(LANPC)  1997.5.15 /1997.11.28 
2002.2.26 

/2002.9.14 

嶺澳-3･4 (嶺澳Ⅱ-1･2) 

PWR（CPR1000） 

108.6×2 嶺東核電(LDNPC)  2005.12.15/2006.6.15. 2010.7.15 /2011.5.3 

陽江-1･2･3･4 

 (ﾔﾝｼﾞｬﾝ） 
108.6×4 

GNPJVC 
陽江核電

(YNPC） 

2008.12.16 /2009.6.4 / 

2010.11.15 /2012.11.17  

2013.12.31/ 

2015.3.10/2015.10.18

/2017.1.8 

陽江-5 PWR (ACPR1000) 108.6 2019.9.18 2018.5.23 

秦山Ⅰ-1 (ﾁﾝｼｬﾝ) 

浙

江 

 PWR(CP300) 31.0 秦山核電 

中核核電運

行管理 

（CNNO） 

1985.3.20 1991.12.15 

秦山Ⅱ-1･2･3･4 PWR（CP600） 
65.0×2 

 核電秦山聯営 NPQJVC) 
1996.6.2 /1997.4.1 2002.2.6/2004.3.11 

66.0×2  2006.4.28 /2007.1.28 2010.8.1/2011.11.25 

秦山Ⅲ-1･2 PHWR(CANDU 6） 72.8×2 
秦山第三核電

(TQNPC） 
 1998.6.8 / 1998.9.25 2002.11.19/2003.6.21 

田湾Ⅰ-1･2 (ﾃｨｴﾝﾜﾝ) 

（田湾-1･2 とも） 
江

蘇 

PWR 

(VVER1000-428) 
106.0×2 

江蘇核電（JNPC） 

 1999.10.20 /2000.9.20 2006.5.12 /2007.5.14 

田湾Ⅱ-1 

（田湾ｰ 3 とも） 

PWR 

(VVER1000-428M

) 

112.6 2012.12.27 2017.12.30 

寧徳-1･2･3･4 (ﾆﾝﾃﾞ) 
福

建 

PWR(CPR1000） 

108.9×4 CGN 
福建寧徳

核電 

 2008.2.18/2008.11.12/      

2010.1.8 /2010.9.29 

2012.28/2014.1.4 

/2015.3.21/2016.7.21 

紅沿河-1･2･3･4 

（ﾎﾝﾔﾝﾍ) 

遼

寧 
111.9×4 遼寧紅沿河核電（LHNPC） 

 2007.8.18 /2008.3.28 

/2009.3.7 /2009.8.15 

2013.2.17/2013.11.23 

/2015.3.23/2016.3.29 

福清-1･2･3･4 

（ﾌｰｼﾞﾝ） 

福

建 
108.9×4 CNNC 

福建福清

核電 

2008.11.21/2009.6.17/   

2010.12.31/2012.11.17 

2014.8.20.22/2015.8.6

/2016.9.7/2017.7.29 

方家山-1･2 

 (ﾌｧﾝｼﾞｱｼｬﾝ) 

(秦山Ⅰ期拡張とも) 

浙

江 
108.9×2 CNNP 秦山核電  2008.12.26 /2009.7.17 2014.11.4/2015.1.12 

防城港-1･2 

（ﾌｧﾝｼｪﾝｶﾞﾝ） 

広

西 
PWR(CPR1000） 108.6×2 広西防城港核電  2010.7.30 /2010.12.23 

2015.10.25 

/2016.7.15 

昌江-1･2（ﾁｬﾝｼﾞｬﾝ） 
海

南 
PWR(CP600) 65.0×2 CNNC 海南核電  2010.4.25 /2010.11.21 

2015.11.7 

/2016.6.20 

台山（腰古とも）-1 

（ﾀｲｼｬﾝ / ｲｬｵｸﾞｰ） 

広

東 
PWR(EPR1750) 175.0 台山核電合営（TNPJVC）注１） 2009.11.18 2018.6.29 

三門-1･2（ｻﾝﾒﾝ） 
浙

江 
PWR(AP1000) 

125.1×2 CNNC 三門核電 2009.4.19 /2009.12.15 2018.6.30 /2018.8.24 

海陽-1（ﾊｲﾔﾝ） 
山

東 
125.0 国家電力投資（SPIC） 山東核電 2009.9.24 2018.8.17 

中国高速実験炉 CEFR 
北

京 

高速実験炉

(BN20) 
2.5 CNNC 

中国原子能科

学研究院

(CIAE) 

2000.5.10 2011.7.21 

運転中合計 4,383.9 万 kW (44 基) 
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図表３：中国の建設中の原子力発電所 (2018 年 10 月 1 日現在) 

・2018 年着工予定の原子力発電プラントは、能源局(NEA)によると 6～8基。 

http://www.gov.cn/xinwen/2018-03/09/content_5272569.htm  

・中国原産協会（CNEA）では 2018 年着工予定として三門Ⅱ期(2 基)、海陽Ⅱ期(2 基)、遼寧徐

大堡（Liaoning Xudapu。2 基）の 6 基（いずれも AP1000）を挙げている。 

（出典）2018 年 6月 4日の日中原子力産業セミナーでの CNEA 趙成昆専門委員会常務副主任発表 

 

 

発電所名 省 炉型 

グロス出力

(万 kW) 

×基数 

所有者 運転者 着工日 

陽江-6 

 (ﾔﾝｼﾞｬﾝ) 

広

東 PWR 

(ACPR1000) 

108.6 
広東核電合営

(GNPJVC)  
陽江核電（YNPC) 2013.12.23 

紅沿河-5･6  

(ﾎﾝﾔﾝﾍ) 

遼

寧 
111.9×2 

中国広核電力股份 

（CGN ﾊﾟﾜｰ） 

遼寧紅沿河核電

（LHNPC） 

2015.3.29/ 

2015.7.24 

福清-5･6  

(ﾌｰｼﾞﾝ) 

福

建 
PWR (華龍) 115.0×2 CNNC 福建福清核電 

2015.5.7/ 

2015.12.22 

海陽-2 

 (ﾊｲﾔﾝ) 

山

東 

PWR  

(AP1000) 
125 

国家電力投資集団 

（SPIC） 
山東核電 

2010.6.20 

 

台山(腰古とも)-2 

(ﾀｲｼｬﾝ / ｲｬｵｸﾞｰ） 

広

東 

PWR 

(EPR1750) 
175 台山核電合営（TNPJVC） 2010.4.15 

防城港-3･4  

(ﾌｧﾝｼｪﾝｶﾞﾝ) 

広

西 
PWR (華龍) 118.0×2 広西防城港核電 

2015.12.24/ 

2016.12.23 

田湾Ⅱ-2 

（ﾃｨｴﾝﾜﾝ） 

（単に田湾-4 とも） 
江

蘇 

PWR 

(VVER1000/ 

V428M) 

112.6 

CNNC 江蘇核電 

2013.9.27 

田湾Ⅲ-1･2 

（田湾-5.6 とも） 

PWR 

(CPR1000) 
111.8×2 

2015.12.27/ 

2016.9.7  

石島湾-1 (ｼﾀﾞｫﾜﾝ) 
山

東 

ｶﾞｽ冷却

実証炉

[HTGR] 

(HTR-PM) 

21.1 
中国華能集団

(CHNG） 

華能山東石島湾

核電（HSSNPC） 
2012.12.09 

建設中合計 1,455.7 万 kW（13 基） 
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Ⅱ．「絶対的」原子力発電安全運転への国務院の徹底指導 

① 2011 年の福島第一原子力発電所事故後の原子力安全改革 

国務院は「核安全十二五」*で中国の原子力・放射線安全管理・監督体制の大

改革を掲げた。以降「核安全十三五」等でも繰り返し原子力発電安全改革の

徹底を要求した。 

＊「原子力安全・放射線汚染防止第 12 次 5カ年計画（2011～2015 年）および 2020 年長期目標」 

そこでは、発電事業者のみならず国務院内、地方政府にも計画策定や職責の

明示等具体的事例に踏み込んで実行を強く要求していることが注目される。 

2014 年 4 月 18 日には国家能源委員会（NEC）で李克強総理は原子力発電では

「高い安全水準ではなく、絶対的な安全が必要」と強調した。 

 

②2017 年 9 月 1 日、中国の核安全法が制定された。 

2016年10月の第12期全国人民代表大会常務委員会第24回会議に提出されて

以来、審議を重ねてきたもの。施行は 2018 年 1 月 1 日。 

情報公開や公衆参加、関連組織・個人の責任明確化も定めている。 

（参考）2017 年 10 月、国立国会図書館調査及び立法考査局の岡村志嘉子調査主任「中国核安全法の制定」

http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_10978293_po_02730102.pdf?contentNo=1&alternativeNo  

 

③2108 年 3 月 8 日に NEA が「2018 年エネルギー事業指針」を公表。その中でエ

ネルギー産業全体に対して、次の事項の重要性を指摘した。 

－ エネルギー・ミックスの目標 

－ 原子力発電安全管理の改善（とくに法治の促進、規則違反行為の調査・処分） 

－ 小型炉の開発と活用（含暖房） 

－ 発電安全強化の重要性 

http://www.gov.cn/xinwen/2018-03/10/content_5272569.htm  

 

④本年 5月 22 日、「発改能源［2018］765 号」（原子力発電運転の安全管理強化

に関する指導意見）通達が電力事業者に出された。この通達では、原子力発

電事業者に「原子力安全文化」をさらに高めることを、具体的事例を挙げ要

求している。      http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201805/t20180530_887714.html  

注）発信者は「国家発展改革委員会（NDRC）」、「国家能源局（NEA）」、「生態環境部（MEE）」、

「国防科学技術工業局（SASTIND）」の連名で、通達先は「中国核工業集団（CNNC）」、「中

国広核集団（CGN）」、「国家電力投資集団（SPIC）」、「中国華能集団（CHNG）」。CNNC、CGN、

SPIC は 3 大原発投資集団で当然対象になるが、CAP1400/1700 の実証会社国核示範電站

(SNPDP)に出資している CHNG が通達先に入っているのが注目される。 
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巻末の＜参考資料その１「中国の原子力発電安全規制改革への取り組み」＞参照。 

Ⅲ．中国の炉型選択と世界市場を狙った今後の戦略  

１．中国の原子力発電プラントの炉型選択 

(1)中国のこれまでの炉型選択の流れ 

①運転中の多くの炉は、大亜湾原子力発電所に始まるフランス製 PWR 技術をベ

ースに中国が国産化を進めた第二世代か第二世代改良型の PWR である。 

 

② 1990 年代末から 2000 年代にかけて、沿岸部工業発展地域の電力需要逼迫か

ら、中央政府の計画とは別に地方政府や電力が（資金調達を含む）外国との

交渉を進めて変則的に導入されたのがロシア製 VVER やカナダ型加圧重水炉

CANDU であり、中央政府の PWR 国産化方針に沿ってはいなかった。 

 

③ 西側第三世代炉技術の吸収と国産化をめざす国策で導入したのが米 WEC社製

AP1000 とその補完炉としての仏 AREVA（現 FRAMATOME）社製 EPR であった。

その時点では AP1000 とその発展国産化炉 CAP1400 が中国の主流炉型になる

と見られていた。 

AP1000 技術の導入の経緯は巻末の＜参考資料その 10「AP1000 による西側第三世代炉技術吸収の経緯］＞参照。 

 

④ところが 2013 年から 2014 年にかけて、国産第三世代 PWR「華龍」が華々しく

デビューした。 

大亜湾以来のフランス系列の技術を競い合って高度化した中国核工業集団

（CNNC）の設計炉「ACP1000」と中国広核集団（CGN）の設計炉「ACPR 1000+」

を国家能源局（NEA）の指導で融合させた炉型だが、「華龍」の登場はあまり

にも唐突であった。 

2011 年 3 月の福島第一原子力発電所事故が中国の原子力開発に与えた衝撃、

2013 年 10 月の NEA の「原子力輸出の国家戦略化」方針、AP1000 や EPR の建

設工期の遅れ、等が複雑に絡み合った結果と推察される。 

 

(2)中国で最近運転開始した原子力発電プラント 
注）中国の炉型の仕様、開発事業体等に関する詳細は、当協会の HP 一般公開レポート「中

国の原子力発電開発：原子力発電再加速と原子力輸出国家戦略化」（2015 年 5 月 26 日。

総 144 頁）を参照されたい。 
https://www.jaif.or.jp/cms_admin/wp-content/uploads/2015/05/china_data150526.pdf  

 

① 陽江原子力発電所（5号機が本年 5月 23 日運転開始） 
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② ・陽江は 108.6 万 kW×6 基が計画されており、中国では最大規模の原子力

発電サイトになる予定。 

・5･6 号機では「第三世代炉の全要求条件を満たす炉」といわれる ACPR1000＊

が中国で最初のものとして採用されている。同じ炉型は陽江-6、紅沿河-5･6

でも建設中である。 
* CGN が開発した新型炉で、二重格納容器、コアキャッチャーを備える３ループ炉。その

後継モデル第三世代炉「ACPR1000+」の設計が CNNC の第三世代炉「ACP1000」と統一さ

れて「華龍」となった。 

注）この炉型は福島第一原子力発電所事故までは中国の当面の中心炉型になると思われて

いた第二世代改良炉 CPR1000 に 31 項目の安全変更を加えたもので、CGN 傘下企業の北京

広利核系統工程有限公司（CTEC）が開発した国産デジタル式計測制御系を初めて採用し

ている（CGN の説明）。https://www.jaif.or.jp/180528-b  

CTECは三菱電機(株)がCPR1000の計装制御系を中国から大量受注したときの中国側パ

ートナー企業で、石島湾の高温ガス炉実証プロジェクトでは分散制御システム（DCS）

を 2017 年 2 月に出荷している。 
https://www.excite.co.jp/News/chn_soc/20170218/Recordchina_20170218023.html  

 

・また四川省南充-1～4 号機、河南省信陽-1～4 号機等でも計画されていたが、

現在それらは取りやめとなった模様で、田湾ｰ 5･6 号機が ACPR1000 の最後の

ものとなる。（出典）2018 年 8 月世界原子力協会(WNA)の”Nuclear Power in China”  

http://www.world-nuclear.org/information-library/country-profiles/countries-a-f/china

-nuclear-power.aspx  

  

②台山原子力発電所と EPR（1 号機が本年 6月 29 日運転開始） 

・台山では 2基の EPR の建設・運転を「CGN と広東省の電力会社が 70%、仏電

力 EDF が 30%を出資した」台山核電合営有限公司（TNPJVC あるいは TNPC）が

担当している。 
注）台山の EPR では中国側によるいくつかの設計変更がなされた。 

台山-1 号機では、仏の原子力安全規制当局（ASN）が 2017 年 6 月にフラマンビル-3 号

機関連で指摘した（クルゾ・フォルジュ社製）圧力容器上蓋鋼材の高含有炭素量問題が

ある。国家核安全局（NNSA）では、安全性を担保できる検査方法が確認できなければ、

2025 年 4 月までに台山でも上蓋の取替えが必要としている。 

 

③AP1000 炉 

（三門-1･2 号機は本年 6月 30 日と 8月 24 日、海陽-1 号機は同 8月 17 日に

運転開始） 

・AP1000 炉は中国側が導入第三世代炉の中核に位置づけ、大きな期待を掛けて

来た。 

・しかし 2017 年 3 月、WEC が米国連邦倒産法に基づく破産申請を行った。 

・このため AP1000 技術の受け皿機関の国家核電技術公司（SNPTC）とその親会

社の国家電力投資集団（SPIC）は、WEC の中国への協力継続意思を確認の上、
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三門-1･2 号機（2009 年 4 月と 12 月に着工）および海陽-1･2 号機（2009 年 9

月および 2010 年 6 月に着工）の両プロジェクトの継続遂行を決定した。 

・SNPTC によると、中国ではすでに AP1000 技術の導入・習得・国産化を完了し

ており、AP1000 の中国版 CAP1000 および中国が知的財産権をもつことになる

出力増強版 CAP1400 を建設する際にも、WEC の倒産申請の影響が及ぶことはな

い。 
（出典）原子力産業新聞 2018 年 8 月 27 日号 http://www.jaif.or.jp/180827-a また同 2018 年 8月 10 日号 http://www.jaif.or.jp/180810-a 等。 

なお、海陽-2 号機は 8月 8 日に燃料装荷を開始、2019 年の運転開始をめざす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．PWR 標準化を促進：世界市場でのブランド化をめざして 

①「華龍」の標準化推進： 

－ 中国政府は 2017 年 2 月 23 日に「華龍一号国家重大プロジェクト標準化

実証実施方案」を公表した。http://zfxxgk.nea.gov.cn/auto83/201703/t20170308_2608.htm  

－ これは、CNNC と CGN からの「華龍の国家重大プロジェクト標準化の推進

に関する請訓」に答える形式で、NEA、国家標準化管理委員会、国家核安

全局(NNSA)が連名で出した通達の添付書類が上記方案である。 

福清-5 号機、防城港-3 号機での標準化実証に原則的同意を与えている。 

－ ここでの「標準化」の対象プロセスは、着工までの「前期作業」、設計、

製造、建設、起動試験、運転、廃止措置を含み 2020 年までに対応をとり

まとめる。輸出支援にも用いる。 

2017 年 4 月 3 日この方案により「華龍」標準化プロジェクトを開始した。 

 

＜EPR と AP000 の運転開始では中国が世界最初＞ 

 

・EPR と AP1000 はともに最新鋭の第三世代炉であるが、先行炉の許認可や

建設の遅れから、中国がそれぞれ世界初の運転開始国となった。 

・EPR 先行炉にはフィンランドのオルキルオト 3号機（OL3。2005 年 8 月着

工。2019 年 9 月の運転開始を予定）およびフランスのフラマンビル 3号機

（FL3。2007 年 12 月着工。2018 年中の燃料装荷を予定）がある。 

・AP1000 の先行炉では、米国内の A.W.ボーグル-3･4 号機や V.C.サマー-2･

3 号機の計画の遅れが WEC の財務を圧迫、WEC は 2017 年 3 月に米国連邦倒

産法に基づく破産申請を余儀なくされた。その後 A.W.ボーグル-3･4 号機

は続行、V.C.サマー-2･3 号機は中断となった。 
 

（出典）2018 年 8月 20 日の原子力産業新聞 https://www.jaif.or.jp/180820-a 等 
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②2018 年 8 月 10 日、NEA は「原子力発電の標準化強化事業に関する指導意見」

を公表。その中で、「華龍」の標準化を PWR 全体に拡大する方針を次のよう

に示した。 

－ 原子力発電の安全性向上、効率的な開発、また国際協力の促進のために

包括的な基準体系整備が必要である。 

－ 中国の原子力発電標準化作業は段階的に進展している。原子力発電ライ

フサイクルの全段階をカバーする標準体系では 900 以上の原子力基準が

発効しており、原子力安全基準関連の標準認定と標準英語翻訳が「華龍」

実証プロジェクトで進展し、中国の原子力発電プラントのブランド化に

貢献している。 

－ しかし、中国の既存の原子力発電関係基準は自己一貫性の点で不十分で

あり、中国製一次系装置類への包括的適用はプロジェクトでは十分行わ

れていない。国際的には国際標準化機構（ISO）、国際電気標準会議（IEC）、

米国、フランスの規格を使用しており、中国の原子力基準の認知度や影

響力はまだまだ低い。 

－ 党の第 19 期代表大会と 19 届第 2 回中央委員会と第 3回総会の決定に則

り、5年前後をかけて関連企業や研究機構でこれに取り組み、10 年後に

は国際原子力標準化の分野で主導的役割を果たす。 

－ 原子力基準の動的管理メカニズム、フィードバックメカニズム、原子力

貿易国との二国間および多国間の協力メカニズムを確立する。財政的支

援も保証する。 
http://www.nea.gov.cn/2018-08/10/c_137381380.htm：  

http://nfj.nea.gov.cn/adminContent/initViewContent.do?pk=402881e564f399bb016522a283de0029  

 

３．国家成長戦略に基づく積極的な原子力輸出 

①2015 年 1 月の国務院常務会議で、習近平国家主席の（基本的成長戦略とも言

える）経済圏構想「一帯一路」の重点施策として原子力発電プラントや高速

鉄道の輸出加速を決定した。 

原子力では、PWR（「華龍」と CAP1400、多目的小型炉）、第 4 世代炉（高温ガ

ス炉、高速炉）等により顧客国のニーズに幅広く応じられる「原子力輸出強

国」をめざしている。 

 

③ これに基づき次の展開がなされている。 

・「華龍」は、パキスタン（カラチ-2･3）*で建設中。またアルゼンチン（5号機）、

英国（ブラッドウェル B）への輸出が予定され、ケニア**、エジプト***等にも
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提案されている。 

* 2015 年 8月 20 日と 2016 年 5月 31 日に着工。しかし、2018 年 10 月 1 日現在、IAEA の PRIS データベースでは

炉型は「ACP1000」と記載。 また https://www.jaif.or.jp/180907-a にも関連記事。 
** 2015 年 9 月に CGN はケニア原子力発電委員会（KNEB）と原子力開発と建設に関する覚書を締結。ケニア政府の

2030 年までに 100 万 kW 級×4基を建設する計画に協力するもの。CGN は「華龍」の可能性を指摘。 
http://www.jaif.or.jp/170327-a  

*** 2015 年 5 月に CNNC はエジプト原子力発電庁（NPPA）と原子力発電協力覚書を締結。 
https://eneken.ieej.or.jp/news/trend/pdf/2017/5_Africa/5-4_Egypt.pdf#search=%27%E3%82%A8%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%83%88%E3%80%81%E5%8

E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E8%A8%88%E7%94%BB%27  

  エジプトは露とも原子力協力を進めている。https://www.jaif.or.jp/171212-a  

サウジアラビア、アルジェリア、スーダン、マレーシア等との協力も報じられる。 
http://japanese.china.org.cn/business/txt/2017-05/26/content_40900409.htm   

 

・またトルコへは、SNPTC が WEC と組んで AP1000×4 基（または AP1000×2 基＋

CAP1400×2 基）の建設で 2014 年 11 月にトルコ発電会社（EUAS）と覚書を締

結している。国産化率 60～80 %、トルコ人の原子力発電所運営をセールスポ

イントにしている。 

 

・この中で、「フランスと組んでの英国の原子力発電プロジェクトへの参入」と

いう動きが注目される。 

－ 習近平国家主席の訪英時の 2015 年 10 月、CGN が仏電力（旧 EDF。現

Iberenergia）の英国法人「EDF エナジー」と協力覚書に署名した。英国

内の下記 3 つの原子力発電計画に共同投資提案を行うためのもの。 

ａ．ヒンクリーポイント C（仏製 EPR×2 基）： 

EDF エナジーが 66.5%、CGN が 33.5%を出資。 

ｂ．サイズウェル C（EPR×2 基）： 

EDF エナジーが 80%、CGN が 20%を出資。 

ｃ．ブラッドウェル B（英国仕様「華龍」×2基）： 

EDF エナジー33.5%、CGN66.5%の出資で業務管理合弁会社*を設立。

この合弁会社は英国原子力規制局（ONR）に「華龍」の包括的設計

審査（GDA）**を申請する。 
* 後に「General Nuclear Services (GNS)」として設立。 

EDF エナジーと CGN はブラッドウェル B発電所建設でも同比率で出資する。 

** 英国内で新規に採用･建設される原子炉設計の事前認証審査。 

最終的には、ONR が安全性に関する設計容認確認書（DAC）を、また環境庁（EA）が環境影響

に関する設計容認声明書（SoDA）をそれぞれ発給する（概ね 5年間が必要）。 

 

－ ブラッドウェルBでは防城港ｰ 4を参考炉にして現在GDAが進展中だが、

このプロジェクトが成功すると中国製国産炉「華龍」が西側先進国に受

け入れられたことでその後の原子力輸出に大きな弾みがつく。 

ここには、原子力輸出大国フランスの EPR 販売を支援しながら、「華龍」

売り込みにそのフランスの技術信用力と経験を活用するしたたかな構
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想力がある。 

 

③中国の原子力輸出競争力 

・中国が原子力輸出で相手先国にアピールしているのは次の諸項目である。 

ａ．中国側事業者を単一の窓口にした全サービスの提供 

ｂ．国産化協力 

ｃ．資金調達 

ｄ．世界市場進出での協力 
注）SNPTC はトルコには AP1000/CAP1400 関連で積極的な「技術移転と国産化」を提案している。 

「華龍」関連では相手国の原子力産業基盤強化（含人材育成、設備製造技術協力あるいはサプライ・チェーン協

力という表現も見られる）を提示しているが、「技術移転」という言葉は使っていない。 
http://www.jaif.or.jp/170327-a また http://japanese.china.org.cn/business/txt/2017-05/26/content_40900409.htm  

これまでパキスタン等では建設作業は中国企業を使うのが通例となっている。資金調達支援は非常に強力である。
https://www.sankeibiz.jp/macro/news/151126/mcb1511262025016-n1.htm https://www.recordchina.co.jp/b123383-s0-c20-d0051.html  

CAP にしても「華龍」にしても西側 PWR に近く、価格も安い。 

・現在世界の原子力輸出で最強の力を誇るのはロシアで、BOO（Build Own Operate

＝建設・運営・所有）方式の資金調達支援、総合的な人員受入・研修・教育シ

ステム、そして核燃料サイクルの手当てで強みを発揮している。 

フランスも人員受入・研修・教育システムと核燃料サイクルの手当てで強みを

もつ。 

中国は「人員受入・研修・教育システム」と「核燃料サイクルの手当て」が弱

点であるが、「資金調達支援」、「国産化協力」、また「世界市場進出での協力」

は原子力発電新興国には非常に魅力的なささやきとなっている。 

・EPR と AP1000 を世界で最初に運転開始に持ち込んだ実績に加えさらに建設中

の「華龍」の技術的・経済的実証ができれば大量の顧客獲得が期待できる。 

・それゆえ、中国の原子力技術力の試金石となる英国のブラッドウェル Bプロ

ジェクトには全力を挙げて取り組んでいる。 

 

４．中国の将来炉の開発路線 

・第四世代炉の開発では、中国は世界の最先端国グループに入ったと言える。 

 

①とくに第四世代炉「高温ガス炉」は、実証モジュール炉 HTGR（グロス電気出

力 21.1 万 kW）の建設が石島湾で進展している。また 60 万 kW 級商業炉プロ

ジェクトが江西省、福建省、浙江省、広東省等で準備されている。 
（出典）テピア総合研究所 2018 年 1 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」P304～337。 

（出版案内の URL は http://www.tepia.co.jp/publication/index2018.html） 
 

②高速炉では実証炉 CFR600（60.0 万 kW）が福建省霞浦で 2017 年 12 月 29 日に

着工。注）IAEA の PRIS データベースでは CFR600 を建設中に挙げていない。建設準備中の扱いか？ 
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③モジュラー式小型炉（SMR）でも海上浮揚式実証炉 ACPR50S（6.0 万 kW）が

2016 年 11 月 4 日に着工した。 
 

（出典）2018 年 6月 4日の日中原子力産業セミナーでの中国核能行業協会（CNEA)の趙成昆専門委員会常務副主任の発

表「中国の原子力発電野発展の現状と展望」 

また前項テピア総合研究所刊行物の P338～352（高速炉）と P270～303（小型炉）。 

注）浮揚炉は土木・建設工事がないため正式契約時を着工日とする。PRIS ではこの炉も着工扱いとしていない。 

 

・高速実証炉と SMR の炉の両分野では実際の建設に着手したことでロシアとと

もに世界の最先端技術国となったといえる。 

 

５．ロシアとの原子力協力：中国の PWR と高速炉の国産化に多様性を賦与 

 

①CNNC とロシア国営原子力総合企業ロスアトム（ROSATOM）社は 2018 年 6 月 8

日、次の内容の両国間の原子力平和利用協力枠組み契約締結を発表した。 

 

ａ．「第三世代＋（プラス）」の 120 万 kW 級 VVER を田湾ｰ 7･8 号機として 2基、

また遼寧省徐大堡-1･2 号機として建設。 

注）田湾では VVER が 3 基稼動中、1基が建設中。1･2 号機は各 106.0 万 kW、3･4 号機は各 112.6 万 kW。 

ｂ．中国独自開発による高速実証炉として 2017 年 12 月に福建省霞浦で着工

した「CFR600」プロジェクトに露が機器・燃料・関連サービス等を供給。  

注）福建省三明市が推進して来た露の BN800×2 基建設プロジェクトに代わって、中国国産設計の CFR600

が福建省遼寧市の霞浦県で準備中。 

ｃ．中国の月面探査機器用電源として放射性同位体熱電気転換器（RITEG）を

露が提供。 

  

②これらの枠組み契約の総額は過去最大級となる 200 億元（約 3,400 億円）。

プロジェクト全体の費用は総計 1,000 億元（約１兆 7,000 億円）を超える。

北京での契約書署名式には、Ｖ．プーチン大統領と習近平国家主席が同席し

た。 

ROSATOM 社の A.リハチョフ総裁によると、田湾原子力発電所では中露両国の

専門家が共同で原子炉を設計・建設する枠組みができている。7･8 号機での露

との協力は、2016 年 11 月に両国政府が確認している。 

（出典）原子力産業新聞 2018 年 6 月 11 日 https://www.jaif￥.or.jp/180611-a 

 

中露の原子力平和利用協力枠組み契約の詳細は巻末の＜参考資料その５＞参照 
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Ⅳ.中国の原子力産業の基盤強化に向けた取り組み 

 

１．中国の原子力産業発展の課題 

(1)中国の原子力産業のこれまでの課題 

 

A．サプライ･チェーンの整備 

・特定設備のメンテナンス・サービス専業化等に遅れ。 

B．設計・製造の標準化 

・「華龍」標準化プロジェクト（2017 年 4 月～）は 2018 年 8 月から PWR 全体に拡大中。 

C．品質管理・品質保証システム 

・NEA や国家核安全局（NNSA）から繰り返される原子力安全向上と一体である品質・信頼

性向上の要求に沿って、5大製造集団では、IAEA の安全基準、米国原子力規制委員会

（NRC）・米国機械学会（ASME）・米国電気電子学会（IEEE）・国際電気標準会議（IEC）

等の品質保証システムの採用を競っている。 

D．試験・検査・検証 

・同じくこの数年間は、（「国能綜科技［2015］52 号」*等）NEA や NNSA の通達で試験・検

査・検証能力の強化が要求されていることから製造集団で関連設備・機器の購入が進ん

でいる。  * http://zfxxgk.nea.gov.cn/auto83/201504/t20150408_1901.htm  

E．プロジェクト工程管理（含製造・建設のモジュール化） 

・中国側は西側第三世代炉の購入契約の条件として「技術移転」を重視した。これによっ

て 2007 年の入札では、技術移転に消極的だった仏 AREVA（現 FRAMATOME）社の EPR 炉は

（傘下にサプライ・チェーンを抱えていないことから積極的な技術移転が提案できた）

米 WEC 社の AP1000 炉に敗れたといわれる。 

中国側は、（シンプルな設計といわれる）AP1000 の特徴である「モジュール化」の吸収

やその成果としての「工程短縮」に大きな期待をかけたが、「情報」や双方の責任の範

囲を巡る考え方の違いもあり、これまでは十分な進展がなかった 

注）WEC 自体、実機建設の機会から遠ざかっていたのでプロジェクト工程管理が十分

でなかったとの見方がある。(参考)http://bunshun.jp/articles/-/1457  

なお、AP1000 の技術移転では、WEC から SNPTC へ 7 つのカテゴリーの 34 のタスク･

パッケージの移転が合意された。2011 年 8 月時点では、文書量にして 78%が中国

側に渡されている。 

他の文献＊では、2017 年 3 月末時点での WEC から中国側への情報・サービスの量

を次のように挙げている。 

－ 4 万 5,000 時間を超える技術コンサルティング・サービスを渡した。 

－ 24 万件の文書と設計図また多数のコンピュータ・ソフトウェアも渡した。 

－ 燃料の製造・設計や運転・保守サービス等の分野でのコンサルティング・

サービスを引き続き提供する。 
＊テピア総合研究所 2018 年 1 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」P171。 
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(2)また中国の原子力産業は、国防との密接な関わりから国家の手厚い保護があ

る。このため重電機器製造集団の多くの受注案件では、価格や技術の優劣よ

りも、受注量バランスや技術の均等な底上げ等の「政府部局による配慮」が

働いていたといわれる。 

 

(3)原子力発電プロジェクトの主要内容は NEA あるいは「NEA と原子力発電事業

者」が決定し、製造集団側から技術提案を行うことがない慣行も、製造集団

に技術革新のインセンティブが湧きにくい環境となっている。 

結果として製造集団は世界水準の技術への飛躍のための研究開発投資や技術

革新に積極的にはなれなかった。 

今後中国の原子力産業が世界に進出する上での大きな課題である。 

 

(4)また中国では、業種相互の横断的な統廃合・連携・調整は概ね政府の主導で

行われており、産業界のニーズに即した（投資者、原子力発電事業者、研究

設計院、メーカー、建設事業者、燃料供給者、金融機関等による）業種間の

統廃合・連携・調整メカニズムがタイムリーには働いていなかった嫌いがあ

る。 

これも自律的な技術開発を産業界主体でやっていく上での大きな課題であろ

う。 

 

２．製造部門の重要技術課題への取り組み 

(1)2010 年ころからの製造技術課題 

上記１．の「中国の原子力産業の運営上の課題」と、内容上の重複や区分の

境界が不明確な部分もあるが、以下に中国の原子力産業製造部門の技術的課

題への取り組みを紹介する。 

 

①2010 年ころには中国の原子力産業は下記 4領域の製造技術向上を課題とし

て認識していた。 

ａ．主冷却材ポンプ（RCP) 

ｂ．圧力容器（含鍛造部材製造） 

ｃ．安全バルブ 

ｄ．計装制御システム（I&C 系）（含デジタル化技術、シミュレータ技術） 

②これに、2013 年 6 月の韓国での新古里 3･4 号機での制御ケーブル偽装事件が

原因と思われるが、ｄ．の一部が重点化され次の項目になった。 

ｅ．電線電纜（とくに不燃性） 
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(2)これら製造技術課題への中国側取り組みの成果 

注）巻末の＜参考資料その 11＞から＜参考資料その 14＞で、上海電気集団（SEC）、「中

国東方電気集団（DEC）」、「ハルビン電気集団（HEC）」、「中国第一重型機械集団

（GFHI）」のコンポーネント受注実績や国産化達成状況が示されているので参照

されたい。 

 

①領域別では次のような評価が見られる。 

ａ．RCP 

－ 爆破弁（バルブ）とともに AP1000 プロジェクトの大幅な遅れの

原因とされている。米国 Curtiss-Wright Power Control Co. EMD

社の RCP に問題があったが、中国の重要プロジェクトが米国技術

に抜本的に依存していたことを象徴している。 

― 現在の中国の RCP の製造能力は、世界レベルにかなり近い。 

例えば、巻末の＜参考資料その 11＞では SEC の AP1000 の RCP の納入実績が示

されている。また＜参考資料その 13＞では HEC の CAP1000 や CAP1400 の RCP

の国産化達成例が示されている。 

ｂ．圧力容器 

－ 日本に一日の長があるが、数年のうちに部材もほぼ中国国産で

調達できるようになる。 

－ しかし技術のばらつきが残っていると見られる。中国メーカー

が、フランスの原子力発電所に鍛造圧力容器を納入して品質の違

いでもめた例があると言われる（日本側関係者）。 

ｃ．安全バルブ 

－ 中国メーカーの世界レベルの安全バルブ製造にはまだ時間がか

かる。 

－ 日本もそのレベルの技術移転には関わっていない（日本側関係

者）。 

ｄ．I&C 系 

－ 中国は I&C 系の開発では、当初ドイツの Siemens 社、次いで三

菱電機(株)（MELCO）と提携。その後英国のロールス・ロイス社

（RR）と契約。体系的な技術移転促進が目的。 

－ MELCO は、CPR1000 用の I&C 系 10 基＊を CGN 系の北京広利核系統

工程有限公司（CTEC 社）と共同受注。MELCO が安全保護系（安全

系）を、CTEC 社が通常運転での制御系（非安全系）システムを
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担当。 
（出典）2016 年 9月 16 日また 2013 年 5 月 8 日の MELCOO のホームページ 

http://www.mitsubishielectric.co.jp/news/2010/0916.html 

http://www.mitsubishielectric.co.jp/news/2013/0508-a.html  
* 最終受注基数は 14 基。CTEC との提携は中国側規則で現地企業との共同受注が義務付けられ

ているため。１基が 70 億円との数字も報じられた。 

なお CTEC の（中国国内企業初の）原子力安全系 I&C 設計・製造の NNSA の許可取得は 2010 年。

（出典）共同通信社グループの NNA アジアニュース 2010 年 3 月 30日号。 
http://news.nna.jp/cgi-bin/asia/asia_kijidsp.cgi?id=20100330cny018A  

注）2010 年 9 月に上海で MELCO の初号 I&C 基納入式典が予定されていたが、直前の 9月 7日に

尖閣諸島で中国漁船の海上保安庁船への体当たり事件が発生、同式典は中止された。 

 

－ その後、CPR1000 の I&C 系の契約を RR が受注した。 
http://www.jaif.or.jp/news_db/data/2012/1025-3-5.html  

－ CTEC の I&C が IAEA 安全規格審査に合格した（2016 年 7 月の報

道）。 

－ AP1000 の I&C 系の国産化は予定より遅れている（2016 年 9 月時

点での情報）。 

－ SNPTC は CAP1400 の I&C 系のデジタル・システム「NuPAC」につ

いて NNSA と米国原子力規制委員会（NRC）の安全認証を取得した

（2017 年 1 月と 3月の報道）。 

（出典）http://j.people.com.cn/n3/2017/0106/c95952-9163769.html 他 

－ 2018 年 5 月に運転開始した陽江-5 号機で、デジタル化した I&C

系を米・仏・日に次いで国産化。 
（出典）原子力産業新聞 2018 年 5 月 28 日号 https://www.jaif.or.jp/180528-b  

－ 華龍の運転員訓練用フルスコープ・シミュレータが福清発電所

に設置された。 

CNNC の子会社である中核武漢核電運行技術公司(CNPO)が自主開

発した。（出典）原子力産業新聞 2018 年 9月 18 日号 https://www.jaif.or.jp/180918-a  

また http://www.world-nuclear-news.org/Articles/Hualong-One-simulator-ready-for-operator-training?feed=feed  

 

ｅ．電線電纜：とくに追加の情報はない。 

 

②2016 年 4 月また 7月に、原発機器サプライ･チェーン協力をめざす日本

の技術団体の日中産業間交流行事では中国側から次の指摘があった。 

－ 中国では原子力級バルブ、圧力容器、電線電纜の産業が弱い。 

－ CNNC の関心製品･技術には、圧力容器、計装制御、鍛造部品関連技

術、原子力発電等の特殊ケーブル製造技術が入っている。 

－ CGNの2016年7月のデジタル化I&C開発成功は仏の協力があった。

中国ではデジタル化技術は弱い。 
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③ 2018 年 1 月時点では、中国核能行業協会（CNEA）の幹部

の次の認識が伝わっている。 

－ 原子炉圧力容器、主冷却材ポンプ、蒸気発生器、1次冷却材配管の

製造技術はほぼ世界一流水準に達した。 

この中では主冷却ポンプはわずかに遅れている感もある。 

－ I＆C 系（とくにデジタル化技術部分）、非常用ディーゼル電源、溶

接材料はまだ輸入に依存している。 

 

(3)最近追加されて来た重点取り組み技術テーマ 

・使用済燃料の貯蔵・輸送容器製造技術。 

－ 国産技術で重要な進展を見せたとの報道がある。 
（出典）2018 年 2月 2 日の人民網「中国は核燃料貯蔵・輸送の材料国産化を達成」 

http://energy.people.com.cn/n1/2018/0202/c71661-29802398.html  

巻末の＜参考資料その 18＞参照。 

－ 一方、この分野では日本との協力を望ましいとする声もある。          

（出典）2018 年 6月 4 日の日中国原子力産業セミナーでの意見交換時の中国側の発言等。 

 
注）テピア総合研究所 2018 年 1 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」には幾分古い 2011～2012 年

時点のデータながら、三門-1･2、海陽-1･2 の主要設備調達先リストが掲載。P413～415。徐々に米国 EMD 社、同

SPX 社、韓国斗山重工業、米国 Newington 社、同 PaR 社、イタリア Mongiarotti 社等から中国の企業に調達先が移

行しているのがわかる。 

 

３．国務院からの製造技術向上に向けた指示・通達等 

 

(1)上記 2．(2)で紹介したとおり、原子力産業界の取り組み努力で成果も上が

っているが、国務院はこの間も以下のように継続して原子力発電関係装置・

部材の製造（含検査・測定・品質保証）技術の向上に向けた指示・通達を出

している。 

 

①「国家能源科技第 12 次 5 ヵ年規画」（2011 年 12 月能源局（NEA）通達）： 

原子炉圧力容器、炉内構造物、一体化原子炉ヘッド、主冷却材ポンプ、

一次系配管、蒸気発生器、鋼製格納容器、爆破弁、低圧タービン、原発

用大型鍛造品、原子力級配管・板材、原子力級ポンプ・バルブ、デジタ

ル制御システムでの取り組みを要求。 

②「国能綜科技［2015］52 号」＊（2015 年 1 月 NEA 通達）： 

＊NEA 総合司関連組織通達 2015 年「能源自主創新と能源装備専項プロジェクト通知」 

エネルギー設備製造技術の主体的改革指示通達で、大型鋳鍛造品、バル

ブ、I&C の製造能力向上や、ポンプ、バルブ関連の基礎材料開発や検査･

 

 

 

会員限定で 

公開しております。  

https://www.jaif.or.jp/memb

ers/china_data181012  

http://energy.people.com.cn/n1/2018/0202/c71661-29802398.html
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012


 20 

測定能力向上を要求。  

③ 2015 年 3 月の全人代で、李毅中 中国工業経済連合会会長は原発製造で

の主冷却ポンプ、デジタル制御設備の技術強化が必要と指摘。 

（参考）2015 年 3 月に精華大学が出版した「中国の原子力開発の再研究」という文献がある。

国務院の直属事業単位の最高研究機関「中国工程院」が自国の原子力発電産業の設計、

製造、エンジニアリング、建設の技術力を評価したもの。国産化の課題を次のように挙

げている。 

－ 原子力安全関連のデジタル保護系統、AP1000 の主冷却材ポンプは内外での取り組み

によって設計・製造技術を完全に掌握する必要がある。 

－ 主蒸気隔離弁や加圧器安全弁等の重要バルブの試験条件も未解決のままである。 

－ 製造能力の調整ができない（納期遅延後、一部で設備生産能力過剰問題も起きた）。 

－ 原子力発電設備サプライ・チェーンでは、基礎部分が弱い。また品質の安定性向上が

必要である。検収や材料にも問題がある。原子力安全文化を根付かせ、推進する人材

が不足している。 

これまで本稿で挙げたような内容を幾分詳しく分析している。 

中国工程院では、その時点での中国の 100 万 kW 級原子力発電プラントの主要設備の製造

能力を年間 10 基と見ている。 

（出典）テピア総合研究所 2018 年 1 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」P535～537。 

 

(2)2017 年 3 月 23 日公表された「核安全十三五」計画では、3箇所でデジタル

化計装制御システムでの信頼性向上または検証の必要性を指摘している。 

 

(3)2017 年 11 月 23 日国家発展改革委員会が公表した「輸入を奨励する技術・製

品リスト（2017 年版）ドラフト」は関連部門、産業協会、重要企業の意見や

提案を踏まえたものだが、次のように関連原子力品目も含まれる。 

 

①輸入を奨励する先進技術： 

－ A10 核融合設計製造技術 

－ A11 第三世代原子力材料および設備の設計・製造技術 

－ A12 原子力発電所の総合シミュレーション・モデル開発技術 

－ A120 原子力耐圧設備用溶接材料の大量製造技術 

－ A163 放射性液体・個体廃棄物の先進処理プロセス、高減容比放射

性廃棄物処理先進技術、放射性事故緊急対応処理技術、放射性汚染

の除染技術 

② 輸入を奨励する重要設備： 
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－ B91 原子力級ジルコニウム合金製品研究開発・製造設備 

③開発を奨励する重点事業： 

－ C3 先進的な原子炉の建造技術開発 

― C4 原子力発電所の緊急援助技術開発・設備製造 

－ C5 高性能核燃料要素の製造 

－ C38 危険廃棄物（放射性廃棄物、原子力施設廃止措置過程での廃棄

物、医療廃棄物等）安全処理技術設備開発製造と処分センター建

設 

－ C40 原子力施設の廃止措置と放射性廃棄物の改善 

－ C57：原子力級ジルコニウムスポンジやジルコニウム材関連情報 
http://www.ndrc.gov.cn/zwfwzx/tztg/201711/t20171123_867550.html （出典）テピア総合研究所前掲書 P223 
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Ⅳ．中国の原子力関係主要機関関 

  

図表４：中国の原子力開発体制 

 

 

政
府
組
織

中国技術
輸出入総公司

清 華 大 学 中国核能行業協会（CNEA）
＊中国原子力産業協会

(監督)

広東省

国家電力投資集団（SPIC)
＊3大原発投資集団公司中最も後発

中国核工業集団（CNNC）
＊国防・民生での原子力自主開発の中核機関

国家核電技術公司（SNPTC)
＊西側炉技術の受け皿。AP1000吸収。
CAP1400/CAP1700の開発・輸出。

地方政府・軍の緊急時対応組織

上海電気集団（SEC)
＊本社は上海。中国最大の総合設備製造集団。
・2014年に傘下の「上海電気重工集団」を原

発1次系装置製造に再編し「上海電気核電
集団」を設立した。

・中心基地閔行で高温ガス炉やAP1000の鍛造
品を製造しているが、原子力部門は臨港に
集中、「世界最大の原発用バルブと主要設
備の製造基地化」をめざす。

国務院（日本の内閣に相当）

国家発展改革
委員会(NDRC)

国家能源
(エネルギー)
委員会（NEC)

国家能源局 (NEA)

国有資産監督
管理委員会 (SASAC)

国家原子能機構(CAEA)国防科学
技術工業局
(SASTIND)

科学技術部
(MOST)

生態環境部
(MEE)

国家核安全
局(NNSA)

工業情報化部（MIIT） 国家核事故応急協調委員会 (非常設機関)

関係部・
機関

人民解放軍
（PLA)
総参謀作戦部
（GSHQ)

（事務局）
国家核事故応急
弁公室（NEO)
＊SASTIND内に
設置。CAEAが
運営

中国広核集団 (CGN)
＊中国初の商用炉（大亜湾-1。仏製）をﾍﾞｰｽに

経済的･合理的な原発国産化を牽引

能源
研究所

① 中国華能集団
(CHNG=Huaneng)

② 中 国 大 唐 集 団
Datang

③ 中 国 華 電 集 団
Huadian

④ 中 国 国 電 集 団
Guodian

⑤ 国家電力投資
集団(SPIC)

公的
機関 /
地方
政府

5大電
気集団

（重電
機器製
造企業
集団）

原発事故時対応体制

中国広核電力股份（中広核電力。別称CGNﾊﾟﾜｰ)
＊中国最大の原子力発電会社（投融資･運営･

管理）

(監督)

5大発電集団

華龍国際核電技術
（HINPT)
＊「華龍」の設計

開発と輸出

中国核能電力股份 (中国核能。
CNNP) 
＊中核核電(CNNP)を改組。原
発投融資･運転管理･技術開発

華能山東石島湾核電(HSSNPC)
＊HTRﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ社

国核示範電站(SNPDP)
＊CAP1400/1700の実証会社

上海核工程研究設計院（SNERDI）
＊CNNC傘下から移行。CAPｼﾘｰｽﾞ炉心設計

中核能源科技（CHINERGY)
＊高温ガス炉/低温熱併給炉
開発

国核電力規画設計研究院 (SNPDRI)
＊CAPのBOP設計

国核(北京)科学技術研究院 (SNPRI)
＊人材育成

国核工程 (SNPEC)
＊EPC一括請負をめざす

中国核動力研究設計院（NPIC)
＊原子力技術開発（含AP1000）

中国原子能科学
研究院（CIAE）
＊高速炉開発

中国核電工程（CNPE)
＊前北京核工程研究設計院（BINE＝核工業第
二研究設計院)。原子力施設設計専業。EPC
一括請負をめざす

中国核電運行管理（CNNO）
＊前武漢核動力運行研究院（RINPO=105研究所）

中国中原対外工程（CZEC)

中広核工程（CNPEC)
＊中国初の原発管理
専門会社。EPC一括
請負をめざす。

・中広核核電運営
・蘇州熱工研究院
・中広核研究院
・大亜湾核電運営

管理（DNMC）
・嶺澳核電
・嶺東核電
・陽江核電
・広東核電合営
・台山核電合営
・遼寧紅沿河核電
・福建寧徳核電

深圳中広核工程設計
（CNPDC)
＊中国初のCPR1000
等原発設計専門会
社

国核維科核電技術サービス（北京）
＊AP1000設備の製造技量認定米国ウェスチングハウス社（WEC)

(出資)

中国
科学院
（CAS)

広東核電投資
＊広東原発の建設・

運営

原発事業者の相互支援取極め
（2014年5月に大亜湾で開始）清華控股有限公司

中核新能源
＊ACP100等
小型炉開発

国家核セキュリティ
技術センター（SNSTC）

2018年10月10日現在

同
一
機
関

秦山、三門、桃花江、遼寧、
漳州（国電と共同出資）、江
蘇、福清、海南、三明、河北
（華電と共同出資）、霞浦等
の原発

3
大
原
発
投
資
集
団
の
子
会
社
・
関
連
機
関
等

中国東方電気集団（DEC)
＊本社は成都。中国最大の発電設

備製造・建設集団。中国の原発
の1次系の35%以上、2次系の50%
以上を製造。

・広州南沙の「東方電気（広州）
重型器機有限公司（DFMH）」で
中国最大の原発設備製造基地化
をめざす。

ハルビン（哈爾濱/哈尔滨）電気
集団（HEC）
＊本社は黒龍江省ハルビン。発電設

備の中国3大製造集団のひとつ。
・渤海湾の秦皇島の「ハルビン電気
（秦皇島）重型装備有限公司」に原

発設備製造を集中化している。
・2020年までに100万kW級原発の年

産4セットをめざす。

中国第一重型機械集
団：一重（CHFI)
＊黒龍江省チチハル市冨
拉爾に本社。

・原発用鋳鍛造品では中国
最大の製造設備をもつ。

・冨拉爾、大連、天津に拠
点。

中国機械工業集団：
国機集団（SINOMACH）
＜旧「中国第二重型機械集
団」：二重（RZHONG）＞

＊重量機械や主配管等製造。
・四川省徳陽市に本部。

原子力・放射線安全
センター（NSC)
＊ 技術支援機関

一重、国機を入れずに「上海
、東方、ハルビン」で3大電
気集団とする区分けもある。
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１．政府機関 

http://www.gov.cn/gjjg/2005-08/01/content_18608.htm また http://japanese.china.org.cn/japanese/78375.htm  

 

①国務院  

・日本の内閣に相当。最高国家権力を執行する行政機関である。 

・国務院は全国人民代表大会（全人代。閉会中は全人代常務委員会）に対して

責任を負う。国務院を構成する部・委員会は日本の省にあたる。 
注）「部」の中の「司」（日本の官庁の局に相当）が行政権限をもち、「総公司」（事業団）や「公司」（会社）を監督・

指導する。 

 

②国家発展改革委員会（NDRC） 

・2003 年 3 月の温家宝の国務院総理就任時、縦割り行政の弊害除去を目的に設

立。経済・社会開発の戦略、中・長期計画、年度計画、またマクロ政策や重

大プロジェクトの策定・実施に関する提言を行い、全国人民代表大会への報

告を通じて改革を断行する。「国務院の中の国務院」といわれる強大な権限を

もつ。 

・原子力発電事業者に関しては、国務院内で以下の分担がある。 

－ 国有資産監督管理委員会(SASAC)： 

SASAC 管轄下の機関のみが原子力発電事業の投資主体に適格。 

－ NDRC:原子力発電事業への投資を主管。 

－ 国家能源局（NEA）：エネルギー事業を主管。 

・傘下の NEA は NDRC と国家能源委員会（NEC）の事務局を兼務。 

 

③国家能源（エネルギー）委員会（NEC） 

・国家のエネルギー関係戦略・政策・計画の決定機関。 

・NEC の 2014 年 4 月 18 日の会議で、李克強総理は、原子力発電を初めとするク

リーン･エネルギー・プロジェクトの全面的推進を指示した。原子力発電につ

いては、「高い安全水準ではなく、絶対的な安全が必要」と強調した。 

 

④国家能源局（National Energy Agency:NEA）http://www.nea.gov.cn/  

・NEA は 2008 年 3 月全人代で設置を決定（NDRC 傘下。NEC の事務局も兼務）。 

・エネルギー関係の戦略・政策、法規・基準、計画の立案・策定・実施また改

定を所掌。具体的には次の事項を統括。 

－ エネルギー（含原子力発電）の開発・使用と関連業界の監督・管理（含
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エネルギー価格の調整と提案*、新規のエネルギー関係プロジェクトの審

査**、また技術導入や国産化）  

* 決定は NDRC（の価格司等）が行う。 **これも決定は NDRC が行う。 

－ 石油･天然ガスの国家備蓄や新エネルギー・省エネルギーの規画･開発 

－ エネルギー国際協力（含協定締結、エネルギー資源開発･輸出入の許認可） 

－ エネルギー関係の税金制定や環境保護政策（含気候変動問題）にも参画 

 

・原子力発電関係でも、原子力発電所の緊急事故対応の体制・計画の監督、発

電集団（電気事業者グループ）の各種工事の安全性や品質の監督・審査・許

可の権限をもつ。 
注）福島第一原子力発電所事故の事故以降、中国の原子力発電計画・国産化・安全向上等に関連する指導（含各種

通達）では NEA のイニシアティブが非常に大きいように思われる。 

巻末の＜参考資料１「中国の原子力発電安全規制改革への取り組み」＞＜参考資料その２「核安全十二五の作成

経緯と概要」＞＜参考資料その３「核安全十三五の概要」＞参照。 

 

・以下の 12 の司（司は日本の省庁の部に相当）をもつ。 

(1)綜合司、(2)法制・体制改革司、(3)発展計画司、(4)エネルギー節約・科

学技術装備司、(5)電力司、(6)原子力発電司、(7)石炭司、(8)石油・天然ガ

ス司、(9)新エネルギー・再生可能エネルギー司、(10)市場監督管理司、(11)

電力安全監督管理司、(12)国際協力司。http://www.nea.gov.cn/gjnyj/index.htm  

注）NDRC の機関のほとんどは「部委員会」が組織・人事を掌握するが、NEA は局内に独自の党組織をもち、大きな

自主権をもつ。 

・定員 240 名（局長１、副局長 4、党組織綱紀検証組長 1、幹部職 42、等）。 

従来、NDRC 副主任（閣僚級）が NEA 局長を兼務等、NEA は高い位置づけを与

えられている。 
注）それだけに、NDRC 本体での「エネルギー価格や新規エネルギー関係プロジェクト」をめぐる決定権限、また NDRC

「基礎産業司」とのエネルギー・交通関係の統括権限、国家電力監査管理委員会との電力・石油事業者の監督権

限等の権力をめぐる複雑な問題がある模様。 

・2012 年 7 月 NEA は、福島第一原子力発電所事故を踏まえて、従来の秘密主義

では原子力発電の対する国民の信頼を得られないとの反省に立ちドラスティ

ックに方針を転換。NAE の指導で中国電力投資集団公司(CPI。現「国家電力

投資集団公司 SPIC」)の海陽、中国核工業集団公司(CNNC)の秦山、中国広核

集団有限公司(CGN)の大亜湾、台山、陽江、紅沿河、寧徳、防城港等の原発サ

イトで見学会等により原子力発電に関する情報公開や理解促進活動を始めた。  

 

⑤工業情報化部（MIIT)  http://www.miit.gov.cn/  

・国務院「国防科学技術工業委員会」が、2008 年の第 11 期全人代の機構再編で

「工業情報化部（MIIT)」になった。 

 

 

 

会員限定で 

公開しております。  

https://www.jaif.or.jp/memb

ers/china_data181012  

http://www.nea.gov.cn/gjnyj/index.htm
http://www.miit.gov.cn/
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012


 25 

・傘下の「国防科学技術工業局（SASTIND」が中国の宇宙開発と原子力軍事利用

を所掌し、「国家原子能機構（CAEA)」が原子力平和利用とその産業（含「中国

核能行業協会（CNEA）」）を監督する。 

 

⑤-1：国防科学技術工業局（SASTIND）http://www.sastind.gov.cn/  

・原子力軍事利用を所掌する。 

・原発での核燃料使用に対し許可証を発給する。 

・「国家核事故応急協調委員会」（参加機関 24）の主要メンバー。 

同委員会の事務局は、福島原発事故以降 SASTIND 内に設置された「国家核事

故応急弁公室（原子力事故緊急事務局：National Nuclear Accident 

Emergency Organization＝NEO）」。 
注）ただし、NEO の運営は CAEA が担当。 

「国家核事故応急弁公室」と「国家核応急弁公室」の双方の名称を使用。本書では次の出典で後者を採る。 
http://www.miit.gov.cn/n1146285/n1146352/n3054355/n3057613/n3057626/c3583586/content.html 

・緊急時の実務展開部隊である「中国核応急救援隊」も主導する。 

－ 2014 年 5 月、SASTIND が国家核応急隊の結成計画を発表。 

（出典）科学技術振興機構ディリーウォッチャーhttp://crds.jst.go.jp/dw/20140627/201406271835/等 

－ 2015 年 12 月、国家発展改革委員会（NDRC）が核応急救援隊の創設を承

認。 

(出典)原子力産業新聞 http://www.jaif.or.jp/160527-b/ 

－ 2016 年 5 月 24 日、「中国核応急救援隊」の設立が正式に発表された。 

MIIT、SASTIND、公安部、民政部、MEP、軍事委員会聯合参謀部等が参加。 

隊の構成員は 320 名、技術支援、避難、救助、放射線モニタリング、除染、医療支援の

6 ユニットに分ける。 

全国的な 8核応急専門技術支援センター、25 の支援分隊、3訓練基地を設置。統合指揮、

技術支援、医療支援、地震測定等をカバーする。  

（出典）http://www.sastind.gov.cn/n112/n117/c6421722/content.html また http://www.jaif.or.jp/160527-b/ 

 

 

 

会員限定で 

公開しております。  

https://www.jaif.or.jp/memb

ers/china_data181012  

http://www.sastind.gov.cn/
http://www.miit.gov.cn/n1146285/n1146352/n3054355/n3057613/n3057626/c3583586/content.html
http://crds.jst.go.jp/dw/20140627/201406271835/
http://www.jaif.or.jp/160527-b/
http://www.sastind.gov.cn/n112/n117/c6421722/content.html
http://www.jaif.or.jp/160527-b/
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012


 26 

 

⑤-2：国家原子能機構（CAEA） 

・中国の原子力平和利用（原子力開発、核不拡散、国際対応）を所掌。 

注）原子力発電政策の検討・策定権限は「国家能源局（NEA）」設立時に NEA に移管された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・前記のとおり、SASTIND 内に設置された「国家核事故応急弁公室（NEO）」の

運営は CAEA が担当している。 

・2011 年 11 月、CAEA の傘下に「国家核セキュリティ技術センター」（SNSTC）

が設置された。http://www.fnca.mext.go.jp/nss/info/china.pdf 

 

＜国家原子能機構（CAEA）の沿革＞ 

 

・1988 年の国務院改組で、それまで原子力エネルギーの所轄は第二機械工業部、核工業部、

中国核工業総公司、と推移して来たものが、能源部（エネルギー）、国防科学技術工業委員

会（原子力軍事利用）、中国核工業総公司（CNNC。原子力平和利用）になった。 

・1993 年、CNNC は国務院の直属機関として部（日本の省に相当）と同格になり、原子力研究

開発の中核機能に加えて原子力産業行政と国際協力を担うことになった。 

しかし総公司という名称は、日本で言う「事業団」のニュアンスに近いとみなされ、対外

的に中国政府を代表する機関としての威令上の問題があった。 

・1994 年 1 月、CNNC は対外的に中国政府を代表する「中国国家原子能機構（CAEA）」と民間

持株会社「中国核工業総公司（CNNC）」に分離した。その結果： 

－ CAEA は原子力開発行政と国際協力を所掌。実態は「前 CNNC の総経理、副総経理、国際

協力部門の人間が主任、副主任等を兼務した」100 人前後の小組織になった。 

－ 「中国核工業総公司（CNNC）」は、さらにその後「中国核工業集団公司（同じ略号 CNNC）」

と「中国核工業建設集団公司（CNEC）」に分かれた。 

・こうして原子力行政は現在、工業情報化部（MIIT）の下に、軍事部門を司る国防科学技術

工業局（SASTIND）と民生部門を司る国家原子能機構（CAEA）のふたつが担当している。 
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⑥生態環境部（MEE）http://www.mep.gov.cn/  

・2018 年 3 月、第 13 期全国人民代表者大会の構造改革案で環境保護部（MEP）

が国土資源部等と統合、生態環境部（MEE）となった。 

 

⑥-１：国家核安全局（NNSA） http://nnsa.mep.gov.cn/  

・中国の原子力安全、放射線安全、環境放射線影響を一元的に監督管理。 

NNSA は次の「原子力安全許可証」を審査、承認、発給する。 

－ 原発の建設許可証（核電廠建造許可証） 

－ 原発の運転許可証（核電廠運行許可証） 

－ 原発の運転資格証明書（核電廠操縦人員執照） 

－ 原発の立地点選定審査意見書（核電廠廠址選択審査意見書） 

－ 原発の燃料初装荷承認書（核電廠首次装料批准書） 

－ 原発の廃止措置承認書（核電廠退役批准書） 

 

・原発設備設計・製造事業者認定に関する NNSA の役割・権限 

2007 年 7 月 11 日、国務院は「民生用核安全設備監督管理条例」を公布（施

行は 2008 年 1 月 1 日）。 

この条例で、原子力の安全に関わる機械設備と電気設備の設計・製造・据付・非破壊検査

の業務に携わる事業者は NNSA の認定を受けなければならないことを規定した。 

 

さらに国家環境保護総局（現 MEE）は前項条例に基づき、「輸入民生用核安

全設備監督管理規定」を定め 2008 年 1 月 1 日に施行、同年 3月 13 日に「輸

入民生用核安全設備外国事業者登録･登記審査管理手続」を公布、外国事業

者の認定と安全検証を規定した。 

 

NNSA はこれら事業者の認定・登録・管理を行っている（有効期限は 5年間）。 

＜参考資料その２「核安全十二五」の作成経緯と概要＞＜参考資料その３「核安全十三五の概要」＞＜参考資料

その４「原子力発電設備の設計・製造に関する許認可制度と NNSA の役割」＞を参照。

http://nro.mep.gov.cn/index.shtml 

 

⑥-2：原子力・放射線安全センター 

（Nuclear and Radiation Safety Center とも Technical Center for Nuclear Safety 

Equipment Regulation とも称する。略称は NSC) 

（NSC ホームページ英語）http://www.chinansc.cn/web/static/catalogs/catalog_264700/264700.html 
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（同中国語）http://www.chinansc.cn/web/static/catalogs/catalog_eng/eng.html 

（MEP の HP）http://www.mep.gov.cn/gkml/zzjg/qt/200910/t20091023_180876.htm?COLLCC=2628203633& 

 

・環境保護省（MEP）の直属事業部門。1989 年 3 月に設立。 

・原子力・放射線や放射線環境の安全の監督・管理を専門とする中国の唯一の

技術支援機関（TSO）。  

所掌事項としては、民生用原子力施設の安全（含放射線防護）規制の政策、計画、法律、

規格、仕様の策定支援と研究開発、監督・管理実務（審査と検査）。また原子力事故および

放射線環境事故の緊急事態への対応・評価や技術相談・情報サービス。 

＜参考資料その６「原子力・放射線安全センター（NSC）」＞を参照。 

 

 ２．民間機関 

 

(1)原子力総合団体 

〇中国核能行業協会(CNEA) http://www.china-nea.cn/html/xhjj.html 

・2007 年に国防科学技術委員会（現在は国防科学技術工業局 SASTIND）主導で

設立。直接的には国家原子能機構（CAEA）の監督下にあり、原子力平和利用

産業すべてを統括する総合団体。会員数 399（2017 年 4 月現在）。北京に所

在。 

 

(2)原子力発電プラントの開発設計＋輸出 

〇華龍国際核電技術（華龍公司。Hualong International Nuclear Power 

Technology Corporation：HINPT）： 

・「華龍一号＊」輸出促進のために中国核工業集団公司(CNNC)と中国広核集団

公司（CGN）が均等出資で 2015 年末設立。CNNC と CGN で異なる設計を採用

と言われる「華龍一号」の統一のための開発設計も行う。北京所在。 

*「華龍」あるいは HPR1000 とも呼称。中国の国産第三世代炉の中核となると思われる。 

 

(3)原子力発電事業者 

・原子力発電事業への過半の出資は、下記の「中国核工業集団公司（CNNC）」、「中

国広核集団公司（CGN）」、「国家電力投資集団公司（SPIC）」の 3 者のみに認可。 

これを巡って中国華能集団（CHNG または Huanong）、中国大唐集団（Datang）、

中国華電集団公司（Huadian）、中国国電集団（Guodinan）は原子力発電の利

潤が大きいことから、自分たちにも同様特権を認めてほしいとの要望を政府

に 2000 年代末から出している。 
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現時点では、政府は高温ガス炉や新型炉等の開発での部分出資のみ認めてい

る。 

①中国核工業集団公司(CNNC) http://www.cnnc.com.cn/Default.aspx 

・北京に所在。 

前身は、国防利用・平和利用のすべてを統括する巨大政府組織「中国核工業

総公司（CNNC）」である。 

 

・1994 年に初の国産炉「秦山 1号機」プロジェクト（1994 年 4 月 1 日運転開

始）で多くの企業（国内 679 と海外 81）をとりまとめ、アカデミックな分野

から（濃縮・再処理を含む）核燃料サイクル、原子力発電装置製造、原子力

発電プラントの建設までをカバーする中国の原子力開発の牽引車となった。 
注）詳細は 2015 年 5 月 26 日の当協会の HP の「中国の原子力発電開発：原子力発電再加速と原子力輸出国家戦

略化」に譲る（とくに秦山炉開発は P117-122 また CNNC 集団の活動は P12-19）。
http://www.jaif.or.jp/cms_admin/wp-content/uploads/2015/05/china_data150526.pdf 

 

・この「中国核工業総公司（CNNC）」が 1994 年の政府機構再編により次の 2つ

に分離した。 

ａ．行政部門：「国家原子能機構（CAEA）」 

ｂ．研究開発・製造部門：「中国核工業総公司（CNNC）」 

 

・1999 年に CNNC がさらに以下のように分割された。 

ｂ-1．原子力発電と核燃料サイクルの研究開発と商業化： 

「中国核工業集団公司（CNNC）」 

b-2. 原子力関係を中心とする工事・設計・据付： 

「中国核工業建設集団公司（CNEC）*」: 
* CNEC は中国華能集団公司、清華大学と連携し高温ガス炉開発も推進。国内の原発や核燃料サイクル施

設またパキスタンのチャシュマ-1～-4 号機の建設に参加し、国防科学技術工業局（SASTIND）の十大

軍事施設建設集団の地位を保ってきた。 

 

・2018 年 1 月 31 日に原子力施設建設最大手「中国核工業建設集団(CNEC)」と再

統合した。 

 

 

 

 

 

＜CNNC と中国核工業建設集団公司（CNEC）の再統合＞ 

・2017 年 3 月、「全国人民代表大会」で李克強首相が「国有企業再編方針」を強調した後、

CNNC と CNEC の 2017 年中の経営統合の方針が発表された。 

・「CNNC＋CNEC」再統合は、原発（とくに「華龍」）輸出に有効と思われる。 

・原子力分野では、2015 年 7 月の中国電力投資集団公司（CPI）と国家核電技術有限公司

（SNPTC）統合による国家電力投資集団公司（SPIC）設立以来の大型統合となった。 
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・CNNC の構成企業は 49。グループの中核は持株会社「中国核能電力股份有限公

司（CNNP）」で、CNNC の資産である原子力発電所を運営する。 

 

＜CNNC 傘下の主要組織＞  http://www.cnnc.com.cn/cnnc/300545/300553/index.html  

CNNC 構成企業の詳細は巻末の＜参考資料その７「CNNC 構成企業」＞参照。 

ａ．中国核能電力股份有限公司 (中国核能。CNNP) http://www.htnpc.com/  

2011 年 12 月 31 日、中核核電*(略号は CNNP で中国核能と同じ)を持株会社

に改組。CNNC の資産の大部分である CNNC 傘下の原子力発電プラントの投

融資・運転管理･技術開発を担当。2015 年 6 月 10 日に株式市場に上場。 

* 2008 年 1月 21 日に設立。  

CNNP 構成企業、その他の子会社（持株子会社 25 社。合資会社 4社。関連会社 2社）の詳細も巻末の＜参考資

料その７＞参照。http://www.htnpc.com/col/col18/index.html  また http://www.cnnp.com.cn/col/col8/index.html 

 

ｂ．中国核動力研究設計院（NPIC。核動力院)  

http://www.npic.ac.cn/ また http://www.npic.ac.cn/about/synopsis/ 

四川省成都に所在。1965 年の設立。原子炉・核燃料の設計、試験、運転、

材料研究の総合研究拠点。 

CP60、CP1000、CPR1000 等の炉心設計・検証で実績。知的財産権をもつ。 

AP1000、CAP シリーズ、「華龍」等の新しい技術・装置の実証にも大きな役

割を果たしている。 

ACP100、ACP600、ACP1000 や CF シリーズの燃料要素や超臨界水冷却炉プロジェクトも担

当。 

秦山Ⅱ期拡張、嶺澳Ⅱ期、紅沿河、福清、方家山、寧徳、陽江、昌江の炉心部のエンジニ

アリング設計と技術サービスを担当。 

2,400 人以上の専門技術者、1,900 人以上の中級・高級技師中国工程院院士 3 名を擁する。

2 つの国家級重点実験室 7、２つの国家級エネルギーセンター等。90 以上の実験室、50 以

上の工学専門部門をもつ。1990 年代に設立された成都核動力実験基地には世界先進レベ

ルの 18 の各種実験施設がある。 

 

ｃ．中国核電工程有限公司（CNPE)   

http://106.37.74.21:90/ また http://106.37.74.21:90/cnpe/jwm48/gsjj/index.html               

前北京核工程研究設計院（BINE＝核工業第二研究設計院）と核工業第五ま

た第四研究設計院を統合改組し、2007 年 12 月に設立。 

「設計・調達・建設（EPC）」一括請負をめざし、福清、方家山、昌江、田

湾、徐大堡、桃花江の核プロジェクトや 821 廠放射性廃棄物処理プロジェ
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クトに取り組んでいる。 

「華龍」、ACP100、ACP1000 の国産化、第四世代高速炉の研究、核分裂・核

融合ハイブリッドの課題研究にも取り組んでいる。 

2020 年までに EPC 分野で国際競争力をつけ、2030 年までに世界のトップクラス企業にな

る目標を掲げる。 

国防科学技術工業局（SASTIND）の重点組織で、原子力発電、核化学、核燃料の研究開発

設計能力をもつ原子力施設設計専業企業。従業員数 5千人以上（院士 3名。国家級設計大

師 2名。国務院特別人員 18 名）。 

 

ｄ．中国核電運行管理有限公司（CNNO）http://www.htnpc.com/art/2016/7/3/art_200_1834.html 

前武漢核動力運行研究院（RINPO=105 研究所）。 

CNNP の子会社「秦山核電/中核運行」として 9基（654.6 万 kW）の原子力

発電プラントをの資産経営管理と運転監督を行っている。 
注）CNNC の傘下に「核動力運行研究所/中核武漢核電運行技術股份有限公司」という会社もあり、名称を

含め混乱しやすい。http://www.rinpo.com/  

 

ｅ．中国中原対外工程有限公司（CZEC)  

 http://www.czec.com.cn/home/aboutus.html また http://www.czec.com.cn/en/singlebusiness/nuclear_project.html  

1983 年 4 月 25 日設立。中国最初で最大の海外原子力エンジニアリング・

建設企業。アルジェリアの Birine 原子力研究センターの重水研究炉、パキ

スタンのチャシュマ原子力発電所-1～4 号機、カラチ原子力発電所-2*･3 号

機の建設を担当。 

*福清-5 に次ぐ世界 2番目の「華龍」の実証プロジェクトで 2015 年 8 月 20 日に着工。 

 

ｆ．中国原子能科学研究院（CIAE） http://www.ciae.ac.cn/index.jsp   

北京に所在。1950 年に中国科学院(CAS)と CNNC の前身機関で共同設立。国

防関係を含め中国の重要原子力研究開発を担う。高速炉開発の中心でもあ

り、2011 年 7 月以来高速実験炉 CEFR（2 万 5 千 kW）で発電を実施。 

CIAE は中国の原子力科学技術の発症の地で、国防科学研究や原子力エネルギー研究開発・

イノベーションの基地でもある。CIAE の「中国先進研究炉（CARR）」では中国の重要原子

力プロジェクトに関わる照射や技術開発実験をしている。 

巻末の＜参考資料その８「中国原子能科学研究院(CIAE)」＞参照。 

注）テピア総合研究所 2018 年 2 月刊行「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」に CIAE の詳細紹介がある。 
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②中国広核集団有限公司（CGN） http://www.cgnpc.com.cn/cgn/c100910/jtjj.shtml  

・本社は広東省深圳市所在。1994 年 9 月に「中国広東核電集団有限公司（CGNPC）」

として発足。中国最大の原子力発電企業集団。 

 

中国最初の商用原子力発電所「広東大亜湾-1･2 号機」をフランス FRAMATOME

（後に AREVA、2018 年 1 月に再度 FRAMATOME に改称）の技術で建設・運転以

来、民生用原子力技術の経済的合理性を追求し、その国産化を牽引。2013 年

4 月に現名称に改変。集団としては 40 数社で構成。 

 

・CGN のホームページによると 2018 年 7 月末現在、CGN の原発は運転中 21 基（発

電容量は 2,255 万 kW）、建設中は７基（同 918 万 kW）である。 

CGN は近年「人類社会を幸せにするクリーン・エネルギー」とのスローガンで

クリーン・エネルギーの開発にも力を入れており、風力発電所 1,134 万 kW、

太陽光発電 238 万 kW、海外での新エネルギー発電設備 1,160 万 kW を保有して

いる。 

 

＜CGN 傘下の組織＞ 

a.中国広核電力股份（中広核電力。別称 CGN パワー)  http://www.cgnp.com.cn/ 

2014 年 3 月設立。中国最大の原子力発電会社。原発の投融資・運営･管理を

担当。 

CGN パワーの沿革と子会社 11 社は巻末＜参考資料その９「中国広核電力股份の沿革と子会社」＞参照。 

 

ｂ．中広核工程有限公司  

（China Nuclear Power Engineering Co., Ltd ：CNPEC)  

http://www.cnpec.com.cn/ また http://www.cnpec.com.cn/cnpec/c101305/list_tt.shtml   

注）中国では社名略号を英文でも中国語文でも思いつきのままに使うことが多い。CNPEC は CNNC 傘下のエン

ジニアリング会社「中国核電工程有限公司（英文は中広核工程と同じ China Nuclear Power Engineering Co., 

Ltd.：CNPE または CNPEC）」でも使っており混乱がある。 

2004 年 2 月設立。中国初の原発管理専門会社。また中国最大のアーキテク

ト・エンジニア社。EPC 一括請負をめざす。 

2010 年以降、17 基の原発を運転開始に持ち込み、さらに 7 基のエンジニア

リング作業を実施中。近年廃炉技術分野にも進出。 

登録資本金は設立時 5 億元、現在 12.86 億元。従業員 6 千人以上。 

米国のプロセス制御弁の製造・サービス企業のドレッサー・メーソンネーラン社等と 1990

年代から協力関係にある。（出典）https://www.businesswire.com/news/home/20100912005133/ja/  
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ｃ．深圳中広核工程設計有限公司 

 （China Nuclear Power Designing Co., Ltd.［ShenZhen］：CNPDC) 

2005 年 5 月設立。CNPEC と広東省電力設計研究院の共同出資。中国初の原発

設計専門会社。コンサルティング、安全解析、全体・1次系・2次系の設計

までカバーする。 

大亜湾、嶺澳Ⅰ･Ⅱ期、紅沿河、寧徳、陽江の CPR1000 プロジェクト、咸寧

Ⅰ期、韶関、揭陽の AP1000 プロジェクト、また「華龍」プロジェクトでも

実績がある。http://www.shhdb.gov.cn/qyjs/652266.htm また http://www.gxed.ceec.net.cn/art/2018/1/31/art_17148_1572279.html  

 

ｄ．広東核電投資有限公司  

1983 年 8 月 18 日深圳市の市場監督局に登録設立。広東省の原子力発電所の

建設および運営を担当。 

https://baike.baidu.com/item/%E5%B9%BF%E4%B8%9C%E6%A0%B8%E7%94%B5%E6%8A%95%E8%B5%84%E6%9C%89%E9%99%90%E5%85%AC%E5%8F%B8  

 

③国家電力投資集団公司(SPIC) http://www.spic.com.cn/jtgk_dhzy/cydw/ 

・北京所在。2015 年 7 月、中国電力投資集団公司（CPI）*が国家核電技術有限

公司（SNPTC）**を統合吸収して設立（ブランド名が高いため SNPTC は子会社の

扱いで残した）。傘下に 51 社を擁する。 

* 5 大発電集団中（最小ながら）唯一原子力発電事業への過半の出資が認められていた。 

CPI では CNNC や CGN のプロジェクトに出資はしたが自らが主導する原子力発電プロジェ

クトを手掛けなかったため技術力や実践経験で CNNC、CGN に大きく遅れをとっていた。 

** 米国ウェスチングハウス社（WEC）の AP1000（100～125 万 kW 級第 3 世代 PWR）と CAP

（AP1000 がベースの中国国産炉）開発の技術受け皿機関として 2007年に国家能源局（NEA）

主導で設立。 

注）WEC の HP では AP1000 の代表的出力は 111 万 kW。 
http://www.westinghousenuclear.com/New-Plants/AP1000-PWR/Overview 

 

〇国家核電技術公司（SNPTC） 
注）SNPTC は SPIC の子会社ながら、ウェスチングハウス社（WEC）の AP1000 技術の吸収・国産化の重要使命を

担うので、CNNC や CGN の子会社とは別扱いで紙面を割いて紹介する。 

・SNPTC は 2007 年 5 月に国務院の特別承認で設立。AP1000 技術の受け皿

で、CAP1400（140～150 万 kW）/ CAP1700（170 万 kW 以上）の原子力技

術開発、投資、運転を行う。30 の子会社と 13,000 人の人員を擁する。 

http://www.snptc.com/index.php?optionid=672 

 

・2007 年 7 月に WEC と技術導入のための覚書を締結した。 

AP1000、CAP1400、CAP1700 の装置･部品の調達では、SNPTC が（WEC のライ
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センシーとして）技術認定を行う。 

・WEC と中国側の分担を図にすると次のようになる。 

図表５：SNPTC を受け皿にした AP/CAP の国産化推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）2017 年 3月 8 日のトルコでの「第 4回国際原子力発電プラントサミット（INPPS）」での SNPTC 発表  

・SNPTC は、合同プロジェクト管理の先端的かつ専門的実施をめざし組織を整

備中。 

・CAP1400 は当初山東石島湾で 2020 年の運転開始をめざした（2018 年春の着

工見通しも遅れ、現在は 2023 年頃の運転開始が有力視される）。 

モジュラー方式の建設による最適化、単機出力･効率・安全性の向上が特徴。

SNPTC の役割は産・学・研の研究開発プラット・ホーム構築と実証炉の建設・

運転。 

・SNPTC は年間 6～8基の AP1000 または CAP1400 の主要コンポーネントを供給

できる。 

なお、三門-1･2 と海陽-1･2 の建設での設備・サービス契約企業は巻末＜参考資料その 13

「AP1000 による西側第三世代炉技術吸収の経緯」＞を参照。 

 

＜SNPTC 傘下の組織＞ 

ａ．上海核工程研究設計院有限公司（SNERDI）https://www.snerdi.com.cn/ 

上海に所在。秦山-1 号機をはじめ多くの国産炉心を設計。中国の原子力

輸出の初号案件のチャシュマ炉の設計も担当した。 

2007 年の SNPTC 設立時に CNNC から移管。 

AP1000 プロジェクトの設計・国産化、CAP シリーズの炉心設計、紅沿河

の ACPR1000 プロジェクトにも参加している。 

従業員数 1,100 人以上（含専門技術社 800 にん、院士 1 名、国家設計大師 3名）。 

 

ｂ．国核電力規画設計研究院有限公司(SNPDRI) http://www.snpdri.com/  

CAP の BOP＊の設計。 

WECが率いるライセンス供給側： 

・Ansaldo Nuclear ・WEC 

・SPX       ・Shaw 

・Curtiss-Wright＊（EMD）  

・DOOSAN(斗山重工業) 

ライセンス

所有者： 

SNPTC 

中国内での指定ユーザー（国産化=包括設

計、設備製造、燃料、プロジェクト管理

＝に責任）： 

・CNNC    ・CGN     ・ハルビン電気  

・東方電気 ・上海電気 ・中国一重 

・中国二重 ・SNPTC 
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* 原子力発電プラントの構成系統で、原子炉蒸気供給系（NSSS）以外の部分をさす。 

  ｃ．国核(北京)科学技術研究院(SNPRI)  

2011 年 6 月設立。人材育成。 

 

ｄ．国核工程有限公司 (SNPEC) http://www.snpec.com.cn/  

2007 年 7 月 6 日設立。EPC 一括請負をめざす。三門-1･2 と海陽ｰ 1･2 の

AP1000、また CAP1400 の実証プロジェクトに参加。従業員 2,060 人前後。 

注）2010 年 8 月頃には中国広東核電集団有限公司（CGNPC。現 CGN）が咸寧（Xianing）大畈（Dafan）に

AP1000×4 基を建設する計画があった。SNPEC は大畈の最初の 2基に関して The Shaw Group Inc.＊と技

術支援（エンジニアリング、設計管理、QA、建設管理、プロジェクト管理）契約を結んだ。 

＊WEC の全原発建設のエンジニアリングを手掛けたが、その見積に比べて実際の工事原価の超過が

WEC や東芝の財務破綻につながったとされる。(参考)http://bunshun.jp/articles/-/1457 

 

ｅ．国核維科核電技術服務（北京）有限公司 http://www.swnptsc.com/   

2013 年 5 月 SNPTC と WEC の共同出資で設立。各国の原子力発電産業が中

国の AP1000 や CAP シリーズの建設に参加し、また中国の原子力発電産

業が世界市場に進出するための製造技量認定、調達、サプライ・チェー

ン構築のための基盤を整備する。  
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(4)５大発電集団：原子力発電事業へ進出の動き 

 

・現在は 3原子力発電事業者（CNNC、CGN、SPIC）にしか「原発プロジェクトへ

の過半の出資」が認められていない。 

・しかし 5大発電集団中、（SPIC を除く）中国華能、中国大唐、中国華電、中国

国電の 4集団はこの制限の撤廃を要求し、新型炉開発等を突破口に下記のよ

うに原子力発電事業への進出を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜5 大発電集団の原子力発電事業への進出の動き＞ 

 

A.「中国華能集団公司（CHNG または Huaneng）」： 

・5大発電集団の最大集団 

・CAP1400 開発プロジェクト社「国核示範電站有限責任公司（SNPDP）*」に出資。 

* SNPTC75%、CHNG25%で 2009 年 12 月 7 日に設立（http://www.snpdp.com/）。次頁のｂ．項参照。 

B．「中国大唐集団公司（Datang）」： 

・2013 年 10 月に「中国大唐集団核電*」を設立。 

* 設立日に CNEC と覚書を締結、在来型発電所とともに原発の建設や技術開発で協力。 

・寧徳Ⅰ期(CPR1000×4 基)の建設・運転者「福建寧徳核電有限公司*」に出資。 

* 大唐 44%、CGN46%、福建省能源集団 10%。2006 年 3月 23 日設立。（http://www.ndnp.com.cn/n675/n676/index.html）。 

注）寧徳-1･2 への 46%出資者は厳密には（CGN の子会社の）中国広核電力股份（中広核電力、別称 CGN パワー）。

中広核核電資料では、寧徳Ⅰ期(-1～4)の出資者として中広核寧核投資（CGN 資料では広東核電投資）46%、

大唐国際発電股份 44%、福建省能源集団 10%。（http://www.cgnpc.com.cn/n1381/n1404/n1405/index.html）。 

C.「中国華電集団公司（Huadian）」： 

・福清原発（-1～-4 は CPR1000 で運転中 3 基、建設中 1基。-5 と-６は華龍を建設中）の運

転者である「福建福清核電有限公司＊」に出資。 

* CNNC 51 %、華電 49 %。2006 年 5 月 16 日設立。 

・三門原発（AP1000×2 基建設中。4基計画中）の運転者「三門核電有限公司」に出資。 

注）「三門核電有限公司」は2005年4月17日設立。出資者は（CNNCが97%出資する原発資産管理会社）中核核

能電力有限公司（CNNP）が51%。他の出資者は、浙江省電力開発有限公司、中電投核電有限公司、華電、

中核投資有限公司（出資比率は不明）。http://www.htnpc.com/art/2016/7/3/art_200_1836.html 

CNNP51%、浙江省能源集団有限公司20%、中電投核電有限公司14%、華電10%、中国核工業建設集団公司

(CNEC)5%との資料もある（海外電力調査会2014年2月27日「中国における原子力発電の現状と今後の計画

について」） 

D．「中国国電集団公司（Guodian）」： 

・海陽原発(AP1000×2 基。建設中)の運転者である「山東核電＊」を設立。 

* 国電 5%、中国電力投資集団（CPI。現 SPIC）65%、山東省国際信託投資 10%、煙台市電力開発 10%、CNNC5%、

華能能源交通産業 5%。 
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〇原子力開発に関わる（電気事業者出資の）合弁会社 

 

ａ．中核能源科技有限公司（CHINERGY）http://www.chinergy.com.cn/  

・2003 年 8 月 3 日、高温ガス炉/低温熱併給炉開発を目的に設立。設立時点で

は清華大学の子会社である「清華控股有限公司」と「中国核工業建設集団

公司(CNEC)＊」の合弁企業。その後 CGN も出資。 

* 2018 年 1 月に CNNC に統合 

・高温ガス炉の実証炉プロジェクトでは次の役割分担を担う。 

－ 華能山東石島湾核電有限公司（HSSNPC または HSNPC）：発電所の建設と

運転 

－ 清華大学：技術研究開発 

－ CHINERGY：エンジニアリング 

 

ｂ．国核示範電站有限責任公司（「中国原子力発電実証プラント社」の意） 

 http://www.snpdp.com/page/gongsijianjie.html  

・2009 年 12 月 17 日設立。CAP1400 およびその後の CAP1700 の建設･管理･運

転のための会社。SNPTC 75 %と中国華能集団（CHNG または Huaneng）25 %

の合弁企業。 

従業員 430（山東省栄成石島湾のプロジェクト・サイトの協力企業人員総数は 2,246）。 

・CAP1400 は電気出力 153 万 kW、設計寿命は 60 年。 

その開発状況と今後の予定は以下のとおり。 

－ 2013 年 3 月 4日：国家発展改革委員会（NDRC）が CAP1400 実証プロジェクトの予備

作業を承認。 

－ 2014 年 1 月 9日：国家能源局（NEA）が CAP1400 の予備設計を承認。CAP1400 の全

体的な技術計画、技術指標、主要パラメータが固まる。 

－ 2016 年 3 月 25 日：国務院常務会議にプロジェクト承認申請書を提出（国務院の承

認待ち）。 

－ 2018 年：初号機建設開始（FCD）。2 号機の着工は 12 ヵ月後。ともに建設工期は 50

ヶ月。 

－ 2023 年：初号機完成。 

 

ｃ．華能山東石島湾核電有限公司（HSSNPC または HSNPC） 

・2007 年 1 月 23 日に設立。石島湾高温ガス炉（HTR）プロジェクト社。  

山東省栄成市寧津鎮で HTR-PM（HTR ぺブルベッド・モジュール型）実証炉
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プロジェクト（10 万 kW の HTR-PM×2 基で構成）を手掛ける。 

設立時の情報では、CHNG が 47.5%、中国核工業建設集団公司(CNEC)＊が 32.5%、清華控股

有限公司が 20%出資の合弁企業。資本金 11 億 8千万元。 

 * 後、2018 年 1 月に CNNC に統合。 http://www.hsnpc.com.cn/companyabout.aspx 

・2018 年 3 月 24 日：HTR 発電プラントの試運転が許可された（国核安函［2018］20 号 NNSA

通達）。http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/haqj/201803/t20180328_433147.html  

2018 年 5 月 28 日：ハルビン電気集団の「佳木斯電機股份有限公司」が石島湾の HTR の He

送風設備の出荷前試験を終了した。 http://www.cinn.cn/jdt/201805/t20180528_192750.html  

 

注）古いデータながら 2008 年 2 月の CHNG 側 URL

（http://www.chng.com.cn/n31537/n31788/n1426469/c1427001/content.html）では次の

紹介がある。 

・HSSNPC（または HSNPC）は、20 万 kW の高温ガス実証炉(HTR)、125 万 kW の AP1000×4 基、

100 万 kW の HTR 発電所、さらに CAP1400 および CAP1700 による約 900 万 kW の実証プロジ

ェクトを実施する余地がある。 

・HTR の実証プロジェクトは、2009 年 9 月着工、2013 年運転開始を予定。これまでの軌跡

は次のとおり： 

－ 2006 年 2 月：「国家中長期科学技術発展規画綱要（2006-2020）」国家科学技術重大

プロジェクトに採択 

－ 2006 年 6 月：国務院は「大型 PWR および高温ガス炉重大プロジェクト」の指導グル

ープを設置 

－ 2007 年 9 月：国防科学技術工業局（SASTIND）が「高温ガス炉発電所重大プロジェ

クト総体実施方案」を編成、また専門家審査を通過 

－ 2008 年 2 月 15 日：国務院常務会議の「重大プロジェクトの実施方案」審査を通過 

－ 2008 年 4 月 1日：実証プロジェクト開始－  

・AP1000 はまず浙江省三門と山東省海陽で 125 万 kW×2 基の建設を予定（2011 年着工、2016

年運転開始）。それを踏まえての石島湾での拡張工事は 2期の分け 4 基×125 万 kW を建設

する。石島湾拡張計画では各 AP1000 の工期は 56カ月とし、1年ずつずらして建設に入り、

2020 年までにすべてを完成する。 

 

ｄ．核新能源投資有限公司（略称「中核新能源」）：http://www.cnecc.com/g336/s877/t19774.aspx  

2017 年 2 月 28 日、出資者が「混合所有制」に移行。http://www.cnecc.com/g336/s877/t19878.aspx  

2017 年初めに新株発行で 18,22 億元を市場から募集、増資。 

http://www.zocne.com/comcontent_detail/i=2&comContentId=2.html は設立当初の会社紹介。 

・2011 年 3 月 28 日に、ともに中国核工業建設集団公司(CNEC)傘下だった中

国核工業華興建設有限公司と中核投資有限公司が均等出資（資本金 2億元）

で設立。 

中国の環境保護および新エネルギー分野におけるプロジェクト*（含小型炉

開発）への投資・建設・運営が目的。 

＊都市水事業、原子力発電プラント水処理、新エネルギー・新素材の関連 

 

・2017 年 2 月の中核新能源の「混合所有制*改革第 1回株主総会」では、2019 年末までに、
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国家電力投資集団公司（SPIC）**と CNNC の国有資本が株式の非公開部分（33.4%）を保有

し、7 社***が公開部分（66.6%）を保有する「混合所有制」企業化が承認された。 

* 2013 年 11 月 9 日～12 日中国共産党第 18 届第 3回中央大会総会で国有企業改革のために提唱。 

** CNNC のホームページでは、SPIC ではなく 5大発電集団のひとつの「中国国電集団」と混同した

記載もある（2017 年 11 月の CNEC 求人広告）。 http://www.cnnc.com.cn/cnnc/300555/300556/493691/index.html  

*** 中国核建集団，中核投資、中核華興、安徽建工集団、北京科橋投資顧問有限公司、上海信熹投

資管理有限公司、重慶慧林股権投資基金公司、中新建招商股権利投資有限公司、江蘇康緣康葯業有

限公司。民間 6社からの募集資本は 12 億元を予定。 

中国核建集団は、公開部分と非公開部分を合わせて中核新能源の株の 40%以上を保有する。 

・現在 CNNC ではモジュラー式多目的小型軽水炉である「ACP100」の事業展開での中核新能

源の活用を前面に押し出している。

 

 

 

会員限定で 

公開しております。  

https://www.jaif.or.jp/memb

ers/china_data181012  

http://www.cnnc.com.cn/cnnc/300555/300556/493691/index.html
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012


 40 

 

(5)電気集団＝重電機器製造集団 

・上海電気、中国東方電気、ハルビン電気、中国第一重型機械、中国第二重型

機械（現「中国機械工業*」）は「5大電気集団」と通称される巨大な製造企業

集団である。 

* http://www.sinomach.com.cn/gygj/gjgk/zzjg/ また http://www.sinomach.com.cn/gygj/gjgk/fzlc/ 

注）「電気集団」との呼称から、5大発電集団（中国華能、中国大唐、中国華電、中国国電、国家電力投資）と

混同しやすいが、重電機器の製造集団である。 

2013 年 7 月 17 日、国務院は中国第二重型機械集団公司と中国機械工業集団有限公司の合併を決定、従来の

中国第二重型機械集団公司は新「中国機械工業集団有限公司」の 100%子会社となった。 

・中国の原子力発電の安全設備･技術の製造・利用事業者は、国家核安全局（NNSA）

に申請し、その製造・利用が中国の「国家規格」に適合するかの審査・確認

を受け、許可を得なければならない。 

・さらに米国ウェスチングハウス社（WEC）からの技術移転プロジェクトである

AP/CAP 開発ビジネスへの参入には、WEC 側からライセンスを供与されている

SNPTC の技術認定（有効期間 3 年間。再審査で更新可能）が必要である。 

・各製造集団ではそれに加え、他集団との技術力差別化や海外事業参加の目的

もあり、次のような設計や製造に関する認証の取得に取り組んでいる。 

－ 国際規格：国際電気標準会議（IEC）、国際標準化機構（ISO） 

－ 民間の学協会規格：米国機械学会（ASME） 

・また欧米の顧客に対する中国の原子力技術力への信頼性やイメージ・アップ

のためもあり、国際原子力機関（IAEA）、米国原子力規制委員会（NRC）等の

規格・基準を満たす努力も最近 NEA や NNSA から強く要請されている。 
注）直接的には製造集団の話ではないが、中国は IAEA 等の安全認定等取得を重視。 

例えば、2016 年 5月 5日上海核工程研究設計院（SNERDI）が「IAEA の CAP1400 の設計に関する一般原子炉

レビュー（GRSR）が完了した」と発表した。 

CAP1400 の設計では 2014 年 9 月に既に NNSA が「予備的安全解析報告書（PSAR）」を正式に承認している。（出

典）原子力産業新聞 2016 年 5 月 6 日 http://www.jaif.or.jp/160506-a/  
 

また CNNC による GRSR 要請では次の 2例がある。 

ａ．2014 年 12 月の ACP1000 関連 
（原子力産業新聞 2014 年 12 月 11 日 http://www.jaif.or.jp/news_db/data/2014/1211-03-06.html） 

ｂ.2015 年 4 月の第 3世代小型炉 ACP100 関連（原子力産業新聞 2015 年 4 月 22 日）
http://www.jaif.or.jp/%e4%b8%ad%e5%9b%bd%ef%bc%9a%e7%ac%ac%ef%bc%93%e4%b8%96%e4%bb%a3%e3%81%ae%e5%b0%8f%e5%9e%8b%e7%82%8

9%e8%a8%ad%e8%a8%88%e3%81%a7%ef%bd%89%ef%bd%81%ef%bd%85%ef%bd%81%e3%81%ae%e5%ae%89%e5%85%a8%e5%af%a9  

さらに「計装制御（I&C）系のデジタル・システムの NuPAC(1E)の NRC による認証」も挙げられる。 
（http://j.people.com.cn/n3/2017/0106/c95952-9163769.html ） 

・こういった背景もあり、各製造集団ではこの数年間、研究開発部門の拡充、

試験･検証能力（装置・施設）や品質保証システムの強化を図っている。 
（2017 年 3月 8-9 日イスタンブールでの「第 4回国際原子力発電プラントサミット（INPPS)」での中国側各製

造集団の発表等にいくつかの例が見られる） 

・2015 年 3 月に精華大学が出版した国務院の直属事業単位の「中国工程院」の

文献では、中国の 100 万 kW 級原発の主要設備の製造能力を年間 10 基と見て

いる。 
（出典）テピア総合研究所 2018 年 1 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」P535～537。 
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①「上海電気集団有限公司」（SEC）http://www.shanghai-electric.com/Pages/About/Index.aspx?Type=1  

その持株会社は「上海電気集団股份有限公司（SEC）」（同じ略号 SEC で混同しやすい）。 

中国内での原発納入実績や構成企業等詳細は巻末の＜参考資料その 11「上海電気集団有限公司(SEC)」＞を参照。 

  

・「上海電気集団股份有限公司」は（「上海電気電站集団」や「上海電気輪配電

集団」等いくつかの集団で構成される）大集団「上海電気集団」の持株会社

である。 

図表６：上海電気集団公司の構成概念図 

・1902 年創業の民間企業。中国最大の総合設備製造集団で、エネルギー設備か

ら各種工業設備まで製造。 

火力発電所、原発*、ガス･タービン、配電設備、風力発電設備、大型鋳鍛造

設備、環境保護設備、オートメーション化設備、モーター、エレベータ、軌

道交通設備等が主要製品である。 
* 秦山-1 での蒸気発生器、加圧器、圧力容器炉内構造物、制御棒駆動装置、タービン発電機、計装制御系等の重

要装置を製造以来、SEC は最も広範な種類の原発コンポーネントの供給者となっている。 

 

・SEC の製造の中心基地は閔行（Minhang）で、中国建国初期に操業を開始以来、

発電プラント、化学プラント、大型鋳鍛造製品＊を製造している。 

＊鋳造物で 470 トン、鍛造物で 164 トンの製造が可能。 

SEC は、2005 年以来「世界最大の原発用のバルブと主要設備の製造基地」を

目標に掲げて新設の臨港（Lingang）基地に原子力部門の集中化を図っている。

これまでの臨港基地への投資総額は 70 億元を超える。 

http://www.shanghai-electric.com/Pages/About/Intro.aspx  

・これら 2基地の原発関連の製造品目や製造能力は次のとおりである。 

（閔行基地）： 

－ 製造品目： 
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高温ガス炉（HTGR）の鍛造品（下部ヘッドやシリンダー）、AP1000 の鍛

造品（チューブ・シート、インテグレーテッド・ヘッド、フランジ・シ

ェル、シェル） 

－ 製造能力： 

最大重量製品としては、鋳鋼なら 450 トン、鋼塊なら 600 トン、鍛鋼な

ら 350 トン。年間では鋼量 25 万トン、大型鋳鋼品 4万トン、鋼塊 19万

トンを生産する。 

（臨港基地）： 

吊り下げ力 1,400 トンの起重機と 5,000 トン級船舶の専用埠頭をもつ。 

－ 製造品目： 

圧力容器、蒸気発生器、蒸気タービン、制御棒駆動装置等の重要装置。

炉主冷却材ポンプは「上海 KSB」（ドイツ KSB との合弁）で製造。 

－ 年産能力： 

100 万 kW 級原発の圧力容器 4基、蒸気発生器 6基、燃料交換機 6基、

「炉内構造物と制御棒駆動装置」* 8 基、主冷却材ポンプ**12 台、2 級・

3級の原子力ポンプ 50 台の製造が可能。第 2～3世代炉、高温ガス炉

（HTGR）、低熱供給炉、FBR 等の設備も製造可能。 
* 市場占有率は 95 %。 **軸封型や湿巻型、CAP1000/CAP1700 用も研究開発中。 

http://www.shanghai-electric.com/np/Pages/Intro.aspx?did=1 

注）同じ SEC の URL でも他の箇所では、臨港基地の年産力は異なる数値を掲載。 

－ 炉内構造物と制御棒駆動装置： 

10 基（30 万 kW、60 万 kW、100 万 kW 級国内市場の 95%強のシェア）      

－ 圧力容器と蒸気発生器：6基     － 主冷却材ポンプ：12 台            

－ 2・3 級原子力ポンプ：32 台     － 半速度タービン発電機：6セット 
http://www.shanghai-electric.com/np/Pages/default.aspx 

注）2017 年 3月 8日トルコでの「第 4回国際原子力発電プラントサミット」SEC 繆徳明総工程師の発表では、

SEC の年次別「炉圧力容器＋蒸気発生器＋加圧器＋圧力容器炉内構造物＋制御棒駆動装置＋主冷却材ポ

ンプ＋タービン・発電機」の合計納品件数は次のとおりである。   

2017 年まで 27 件、2008 年 7 件、2009 年 8 件、2010 年 6 件、2011 年 8 件、2012 年 18 件、2013 年 35 件、

2014 年 26 件、2015 年 7 件、2016 年 10 件 

これらの国内納入先別実績は巻末の＜参考資料その 11「上海電気集団有限公司（SEC）」＞を参照。 

・SEC の輸出実績： 

－ パキスタンからは 28 件の受注（うち 22 件では納品済み）。 

チャシュマ原発-1･2 へは、蒸気発生器(-1 へ 2 基)、加圧器(-1 へ 1 基、

-2 へも納入)、炉内構造物、制御棒駆動装置, タービン・発電機(-2 へタ

ービン)、燃料取扱施設（FHM）。カラチ原発へは、炉内構造物、タービン・

発電機 

－ 南アフリカのクバーグ原発からは蒸気発生器を 6基下請け受注。 

－ 韓国へポーラー･クレーンを輸出。 

（出典）2017 年 3 月 8-9 日イスタンブール「第 4 回国際原子力発電プラントサミット（INPPS)」での上海電気集団

(SEC)総公司 原子力発電部繆 徳明(Miao Deming) 総工程師発表をもとに当協会で作成。  

 

 

 

会員限定で 

公開しております。  

https://www.jaif.or.jp/memb

ers/china_data181012  

http://www.shanghai-electric.com/np/Pages/Intro.aspx?did=1
http://www.shanghai-electric.com/np/Pages/default.aspx
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012


 43 

 

②「中国東方電気集団有限公司」（DEC） 

集団の持株会社が「東方電気股份有限公司（DEC）」： 
http://www.dongfang.com/data/l/133.html また http://www.dongfang.com/ 。 

詳細は巻末＜参考資料その 12「中国東方電気集団有限公司（DEC）」＞を参照。 

図表７：中 国東方

電気集団 有限公

司の構成 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本部は四川省成都に所在。中国最大の発電設備製造・建設の一括請負集団。 

国務院国有資産監督管理委員会(SASAC)の監督下にある。 

1958 年に徳陽水力発電設備廠を着工、後関連工場を増設。1992 年に国家商工総局に「中国東

方電気集団公司（略称：東方電気集団）」として登記。2007 年 11 月に持株会社「東方電気股

份有限公司」を設立。さらに 2009 年 6 月に、董事会（日本の「株主総会」と「取締役会」の

機能を併せ持ち、「満場一致」の決議が必要）が集団全体を運営する国有独資公司「中国東方

電気集団有限公司（DEC）」に改組。DEC 全体の従業員は 2万人以上。 

・DEC の製品は、中国での原発の 1次系設備市場の 35%以上を、同 2次系設備市

場の 50%以上を占める。DEC は発電設備製造・建設の出力容量では 14 年間連

続して世界でのトップを占める。2017 年末までの累計製造発電設備容量は 5

億 kW 超である。http://www.dongfang.com/data/l/9.html  

・DEC は「華龍」でも主要装置を受注し、高速炉実証炉 CFR600 でも蒸気発生器

と中間熱交換器を受注。 

（出典）テピア総合研究所 2018 年 2 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」P348 

（同刊行案内の URL は http://www.tepia.co.jp/publication/index2018.html） 

・DEC の 100 万 kW～180 万 kW 級原発の年間生産能力は、１次系で 6セット、2

次系で 8セット。http://www.dec-ltd.cn/en/index.php/business?subCategory=PowerEquipmentNuclear   
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・中国東方電気集団（DEC）の原子力発電開発関連の歴史は＜参考資料その 12＞を参照。 
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③ハルビン電気集団有限公司（略称「ハル電集団」/ HEC）： 

注）ハルビンは漢字では「哈尔滨（哈爾濱）」。  

 

・発電設備の中国 3大製造集団のひとつ。 

1950 年代に、「ハルビン電機*廠」「ハルビン鍋炉**廠」、「ハルビン汽輪機***廠」が一緒になり

「ハルビン動力設備股份****有限公司」を創立。これは後に「ハルビン電気集団公司（略称「哈

電集団」）」と改称された。 

* 電機＝モーター  **鍋炉＝ボイラー  *** 汽輪機＝蒸気タービン  **** 股份＝株式 

2014 年末時点での発電設備の製造累計容量は 3億 5千万 kW に及ぶ。 

・HEC の本拠地は黒龍江省。 

ハルビン、平房開発区の 2製造拠点に加えて、渤海湾の秦皇島（Qin Huang Dao）

に 2002 年 12 月「ハルビン電気集団（秦皇島）重型装備有限公司」を設立。

AP1000 等の原発設備製造の集中化を進めている。 
2012 年 12 月、AP1000 の受動的残留熱除去熱交換器を出荷。2014 年 5 月、AP1000 の蒸発器の水圧試験に合格。2017

年 7 月、パキスタンのカラチ原子力発電所へ海外へは初の「華龍」の蒸気発生器を出荷。 
（出典）http://www.offcn.com/gqzp/2017/0926/17606.html  

・1994 年 10 月に、HEC の中核持株会社として「ハルビン電気股份有限公司＊（略

称「ハル電股份」）」を設立。* http://www.hpec.com/   
1994 年 12 月に香港証券取引所に上場（中国では第 15 番目、中国東北地区の国有企業では最初の上場）、12 億 5,700

万香港ドルを調達した。その時点では HEC が「ハル電股份」の株式の 50.93 %を所有したが、現在ではその比率は

60.41%で残りは香港証券取引所で売買されている。2014 年末時点の「ハル電股份」の総資産は 644 億元で傘下に 11

企業があった。「ハル電股份」での原子力発電事業部の設立は 2005 年 6 月。HEC のすぐ下に「ハル電股份」があり、

集団下のほとんどの企業が「ハル電股份」の傘下に入っている。 

 

図表８：ハルビン電気集団有限公司の構成図 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）http://www.harbin-electric.com/company4.asp  
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・HEC の 100 万 kW 級原発の年産能力は、ニュークリア・アイランドで 3～6 基、

コンベンショナル・アイランドで 6～8 基である。 

・HEC は、原発用主冷却材ポンプ（RCP)とモーターの設計・製造のための専用基地をもつ。2011

年に操業を開始。巻末の＜参考資料 13「HEC の炉主冷却ポンプ製造能力」＞参照。 

・三菱グループとの提携で実績がある。 

 

④中国第一重型機械集団公司（CFHI。略称「中国一重」または「一重」） 

http://www.cfhi.com/yzjt/contents/260/1213.html 巻末＜参考資料 14「中国第一重型機械集団公司（CFHI）」＞参

照。 

 

・CFHI は黒龍江省の齊齊哈爾（齐齐哈尔：チチハル）市の富拉爾（フラチ）区

に 1954 年設立。国有重要骨干企業のひとつ。1960 年代の初めから原発装置を

開発。現在中国の原発コンポーネント市場の約 80%（HP ママ）を占める。 

・持株会社「中国第一重型機械股份公司」は 2008 年 12 月設立。 

・原発用大型鋳鍛造品では中国最大の製造設備をもつ。 

・富拉爾に本社。主製造拠点は富拉爾、大連、天津の 3つ。 

ａ．富拉爾： 

重量鋳・鍛造品、冶金製品の製造基地がある。 

例）「中国一重鋳鍛鋼事業部」、「中国一重重型装備事業部」 

ここで最大 715 トンの鋳造部材塊（最大 600 トンの鍛造製品）を造る。 

ｂ．大連： 

原発や石油化学の圧力容器の製造基地、研究設計部門、営業部門がある。 

ｃ．天津： 

材料、製鉄、鋳鍛造、熱処理、数値シミュレーションの基地がある。 

 

・CFHI の原発装置の年産能力： 

炉圧力容器（RPV）、蒸気発生器（SG）、加圧器（PRZ）、炉心補給水タンク（CMT）

等のニュークリア・アイランドは 10 基。 

モノブロックの LP ロータ、ジェネラル・ロータ等の鋳鍛造のコンベンショナル・アイランド

のコンポーネントは 5 基。 

・CFHI の主要会社  

巻末＜参考資料その 14＞の 2.を参照。http://www.cfhi.com/yzjt/channels/263.html 

 

 

 

 

会員限定で 

公開しております。  

https://www.jaif.or.jp/memb

ers/china_data181012  

http://www.cfhi.com/yzjt/contents/260/1213.html
http://www.cfhi.com/yzjt/channels/263.html
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012


 47 

 

⑤中国第二重型機械集団有限公司（略称「中国二重」または「二重（ErZhong）」） 

注）「中国第二重型機械集団有限公司（中国二重）」は 2013 年 7 月 17 日に国務院の決定で、総合的な機器産業

グループ「中国機械工業集団有限公司」に併合され、新「中国機械工業集団有限公司（国機：SINOMACH）＊」

の 100%子会社となった。 

＊ 国機は 1997 年 1 月に設立した政府直接管理の国有重要骨干企業で、世界の大企業 500 社に入る。総従業員

16 万人。完全子会社あるいは出資で経営権をもつ関連会社は約 40 で、うち 12 社が株式上場。 
http://www.sinomach.com.cn/gygj/gjgk/zzjg/  また http://www.sinomach.com.cn/gygj/gjgk/fzlc/ 

 

・(中国二重の沿革) 

－ 1958 年：「西南重機廠」として設立。 

－ 1960 年：「第二重型機器廠」に改称。 

－ 1993 年 8 月 18 日： 

国務院の承認の下、国内 57 位の大型企業集団「中国二重」となった。 

－ 2007 年 9 月 25 日： 

「中国二重」を再編、集団の中核の持株会社「二重集団（徳陽 Deyang）

重型装備股份有限公司(略称：二重重装。英文略称 ErZhong Heavy)」を

設立。二重重装は中国最大級の重量機械製造と重大技術装備の国産化の

基地となった。 

－ 2013 年 7 月 17 日：「中国機械工業集団有限公司（国機）」に統合。 

・（中国二重の事業の概要） 

－ 冶金、鉱山、エネルギー、交通、自動車、石油化学、航空宇宙分野の工

業設備を製造。 

－ 四川省徳陽市に本部と徳陽製造基地（275.5 万㎡。従業員 1万人）があ

る。1,000 トンの溶鉱炉、600 トンの鋼塊製造設備、550 トンの鋳造設備、

400 トンの鍛造品製造設備をもつ。 

主要製品は、製鉄関連機器、発電プラント用鋳鍛品、軍需製品等。 

海陽ｰ 1･2（AP1000）の主配管受注等の実績がある。 

・（中国二重の経営危機） 

－ 2015 年 5 月 15 日：二重重装の株式の上場が廃止された。 

http://www.hfzq.com.cn/review_cms_55d06748-d66f-43c3-95e0-d28236f2c035.shtm  

－ 2016 年 6 月 15 日：二重集団と二重重装の破産更生案が報じられた。 

https://www.chinacourt.org/article/detail/2016/06/id/1909047.shtml  

注）詳細は巻末の＜参考資料その 15「中国法院網による二重集団と二重重装の破産更生案報道」＞を参照。
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＜参考資料その１＞中国の原子力発電安全規制改革への取り組み 

 

１．国務院による原子力発電安全規制改革の発端 

・2011 年 3 月 11 日の福島第一原子力発電所事故は中国に強い衝撃を与えた。 

－ それまで中国の原子力発電開発は、「適度に開発」→「積極的に開発」→

「加速開発」と拡大の一途を辿っていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 3.11 直後の 3月 16 日、国務院常務会議は次の緊急決定を下した。 

ａ．稼動中原発の即時停止と徹底した安全の検証。 

ｂ．建設中原発の最新安全基準での確認と不適合工事の即時停止。 

ｃ．着工承認済みでも未着工案件は暫定的に承認を停止。 

これを受け、2012 年 2 月まで（地震・津波等）外部事象耐性（ストレス

テスト）等で包括的安全性を検証した。 

 

・2012年 10月 16日に中国政府が公表した第 12次原子力5カ年規画（2011～2015

年）は名称も「第 12 次原子力安全・放射性汚染防止 5カ年規画（核安全十二

五）および 2020 年長期目標」と安全に重点を置き、中国の原子力と放射線の

安全管理・監督体制の大きな改革を要求したものとなった。 

また「2025 年時点での国際先進レベルの安全性達成」を目標に掲げた。 

 

２．繰り返される原子力発電安全改革通達 

・しかし原子力発電安全改革には時間がかかっている模様である。 

・「核安全十三五」でも、さらに本年 5月 22 日の「原子力発電運転の安全管理

強化に関する指導意見」通達（発改能源［2018］765 号）でも、繰り返し事業

＜原子力発電安全のための法規制の整備も始まってはいた＞ 

・原子力発電開発の本格化に伴い原子力発電設備・部材の安全品質保証に関す

る体系的な規制のために、下記の 2 法令が 2007 年に制定された。 

ａ．「民用核安全設備監督管理条例（国務院令第 500 号）」（2007 年 7 月 11 日

公布。2008 年 1 月 1日施行） 

ｂ．それに基づき制定された「輸入民用核安全設備監督管理規定（国家環境

保護総局令第 46 号）（HAF604）」（2008 年 1 月 1日施行） 

＜参考資料その４「原子力発電設備の設計・製造等に関する許認可制度と国家核安全局(NNSA)の役

割」＞を参照 

 

 

 

 

会員限定で 

公開しております。  

https://www.jaif.or.jp/memb

ers/china_data181012  

https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012
https://www.jaif.or.jp/members/china_data181012


 49 

者のみならず中央政府、地方政府に、原子力発電安全改革の実行計画の「職

責者を指定しての」策定を厳しく迫っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．国家にとっての原子力発電安全改革の重要性 

(1)原子力発電事故は国家の大混乱にもなりかねないとの危惧 

・国務院が、福島第一原子力発電所事故を境に、過敏なくらいに原子力・放射

線安全（とくに原子力発電安全）改革に真剣な取り組みをみせているのは、

以下のような危機感が背景にあると思われる。 

－ 日本のような穏やかな反応をする社会・国民でも福島第一原子力発電所事故時の緊急

避難ではさまざまな混乱があった。 

－ 原子力･放射線事故では目に見えないものへの怯えに起因するので、流言飛語に有効な

対応策がない。 

－ 万が一原子力発電事故が起きたときには、政府への信頼がパニック防止の一番のカギ

となる。失敗すれば国家的危機となる恐れすらある 

－ しかし中国では、原子力は国防にも深く関係するため、これまで国民に十分な情報を

出し理解を求めることをして来なかった。 

注）2012 年 1 月 29 日の嶺澳 3号機でのデータ更新ミスの公表までは閉鎖的だった。 

https://www.recordchina.co.jp/b58404-s0-c30-d0000.html  http://www.hkpost.com.hk/history/index2.php?id=3266#.W6rxquQnZZU 

「発改能源［2018］765 号」（原子力発電運転の安全管理強化に関する指導意

見）通達        http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201805/t20180530_887714.html   

 

・「国家発展改革委員会」、「国家能源局」、「生態環境部」、「国防科学技術工業局」の連名の通

達。宛先は「核工業集団）」、「広核集団」、「国家電力投資集団」、「華能集団」。 

・原子力発電での「原子力安全文化」具体化を各事業者に要求している。 

－ 各集団とその傘下の原子力発電所の間、また集団間相互でとり組むべき教訓や経験の

共有・ピアレビューの仕方、またそれらの成果の活用 

－ 組織と従業員個人の相互でのとり組み（情報共有、問題意識のもち方、職責と待遇、

作業管理、訓練、逸脱行為の予防・処罰） 

注）第三章「安全運転主体者の責任の実行」では、「安全運転関連部門の基本責任者（含請負・派遣者）全

員の責任範囲・評価基準・賞罰規定等の明示」、「発電安全上の違法行為（含改ざんや誤報告等の不正

行為）に対する関係部門と個人の責任を追及・明確化する体制の確立」までが指示されている。 

－ 情報技術、ビッグデータ、スマート化等の新技術活用のための開発投資 

－ 個別装置への技術的とり組み（安全診断、検知器機、寿命評価、データベース化） 

－ 緊急時対応での事業者間の連携とそれらの具体的作業・装備 
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－ いまから国民に原子力の啓蒙を図るには時間がかかる。 

－ このため、中国政府にとっては、「原子力発電事故は絶対に起こしてはならない」もの

である。 

－ しかし、「国家が全部の責任をもってくれる」ことに慣れ過ぎた「企業や監督官庁の末

端の当事者」にはそれを自らの責任として受け止める意識ができていない。 

企業にとっては、これまで原子力発電安全は経済活動の範囲での取り組みに委ねられ

た程度のものでしかなく、「絶対の原子力発電安全」の新たな要求は理解できていな

いように思える。 

こういった観点から見ると、原子力発電安全の実践体制造りは遅々として進んでおらず、

この焦りと苛立ちが、繰り返しての通達となっていると見られる。 

・原子力発電所や三峡ダム等での外部飛来物やテロへの警戒が深刻に考えられていることも、上

記のような発想からと思われる。 

注）2018 年 5 月 22 日国家発展改革委員会「原子力安全管理通告」では、1/４くらいの分量がサイバー攻撃を含む

原子力発電所のセキュリティ強化に充てられている。http://www.gov.cn/xinwen/2018-05/30/content_5294809.htm  

 

(2)国家成長戦略での原子力発電安全の必要性 

・原子力安全は、中国の国際的威信の確立にも、原子力発電国際市場での躍進

にも不可欠である。 

・「安かろう、悪かろう」の“Made in China”イメージの払拭。 

・「一帯一路」構想による原子力発電輸出のためのブランド力の強化。 

－ 2017 年 5 月、李克強国務総理は、初の「華龍」として建設中の福清-5 号機の世界最重量

の340トンの原子炉建屋ドームを世界最高の高さまで吊り上げて設置したことを賞賛し、

さらなる国際市場への参入と世界レベルの原子力ブランドの構築を命じた。 

－ 台山での EPR、三門と海陽での AP1000 の運転開始は、ともに世界初の EPR と AP1000 の

完成であった。 

それぞれ、建設の遅れの一部の理由が中国側の設計変更に帰せられることもあったが、原

子力先進国である仏・米の設計に提案できるまで技術力が向上したことを意味する。 

－ 2018 年 5 月 17 日、米国ボーグル原発での「中国の AP1000 試験結果」の採用を同原発の

所有者のサザン・ニュークリア社が米国原子力規制委員会（NRC）に提案した。ここでも、

中国の安全規制能力や原子力技術に関する欧米からの評価の向上が見られる。 

－ また CGN が EDF エナジー社と組んで、英国のブラッドウェル B原子力発電所に「華龍」

×2基を建設する計画では、英国の原子力安全規制当局による「包括的設計審査(GDA)」

が進展中である。 

これは中国製原子力発電プラントが原子力先進国に受け入れられるかの観点から、今後

の中国の原子力輸出上非常に重要な意義を担っている。 
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＜参考資料その２＞ 

「原子力安全と放射性汚染防止対策に関する第 12 次 5 ヵ年計画と 2020 年長期

目標」（「核安全十二五」）の作成経緯と概要 

 

１．2012 年 5 月 31 日に国務院常務会は「核安全与放射性汚染防治“十二五”規画及 2020 年遠

景目標（原子力安全と放射性汚染防止に関する“第 12 次 5 ヵ年”計画と 2020 年長期目標）」

（核安全十二五）を承認した。 

２．福島原発事故直後の 2011 年 3 月 16 日、国務院は中国内の民生用原子力施設に対する包括的

安全審査*の実施を指示した。その検証結果を踏まえ、国務院は 2012 年 2 月に「中国内の全

原発が中国と IAEA の安全基準を満たしている」との報告を受理した。  

＊地震・津波等の外部事象耐性（ストレステスト）を含む。 

３．第 12 次 5カ年計画期（2011～2015 年）では、それまで「原子力開発ありき」で更新してき

た原子力 5カ年計画を「原子力安全」の視点で見直すことになり、その計画書を最上位文書

と位置付けた上で、国民の意見を踏まえて修正することになった。 

注）第 11 次５カ年計画期（2006～2010 年）では、原子力関連の計画書としては、「原子力産業“十一五”発展規

画」、「PWR 原子力発電所基準体系建設“十一五”規画」、「原子力発電中長期発展規画」の 3種類があった。 

その作業が、環境保護部（MEP）国家核安全局（NNSA）、国家発展改革委員会（NDRC）、財政部、

国家能源局（MEA）、国防科学技術工業局（SASTIND）に指示された。 

４．この「核安全十二五」の趣旨は次のように書かれている。 

－ 当計画は全国の原子力施設の安全検査とその評価結果を総合的に結合して、その改善策

を分析する。 

－ 原子力安全、環境安全、公衆健康の確保が目標で、「安全第一、品質第一」を根本的な方

針とする。 

－ 「予防を主に深層防御」の対策を組み合わせ、科学技術に依拠し、持続的に改善するこ

とをめざす。 

－ 法に基づき、厳格に監督管理を行い、公開による透明性を高め、協調しての発展を基本

原則とする。 

－ 9 項目の重点任務、5項目の重点プロジェクト、8 項目の安全確保措置（保障措施）がそ

の内容である。 

－ 「核安全十二五」(2011 年～2015 年)末までに中国の原子力エネルギーと原子力技術利用

の安全レベルを全面的に高め、環境放射線リスクを大幅に低減する。 

2020 年までに、原子力発電安全を国際的先端水準にする。 

原子力・放射線環境安全の品質を高く維持し、中国の原子力エネルギーと原子力技術利

用の安全、健康、持続可能な発展の礎とする。 
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注）2020 年までに原子力発電と放射能利用の安全を国際的先端水準に高め、保持し、国民の

健康と環境を保つには体系的に何をすべきかが提起されている。従来の中国の政府機関

なら伏せられていた問題や原子力安全行政の反省も一部率直に書かれており、福島原発

事故で中国の当局が受けた衝撃やそれを建て直すための決意の強さが伝わって来る。 

 
＜「原子力安全十二五」に見られる反省あるいは改善提案事例＞ 

－ 開発初期の研究炉等の廃止措置や放射性廃棄物の長期対策の課題がある。 

－ 中国の多種多様な炉型技術・基準の共存は安全管理にむずかしさを残している。 

－ 原子力安全の研究開発は全体が不十分で、国際的先端との差は依然大きい。 

－ 原子力事故応急管理では、関係者の責任分担体制の詳細化が必要である。 

－ 地方政府の応急指揮、モニタリング、支援能力は改善が必要である。 

－ 全国の環境放射線モニタリングシステムも不十分な段階にある。 

－ 原子力安全では公衆への情報提供、教育努力が不足している。 

－ 原子力安全法規に照らし、違法・違反を厳しく罰することが必要である。 

－ 2020 年までに高レベル放射性廃棄物処理･処分施設の設計を完成させ、地下実験室

を建設する。 

－ 2015 年末までに、原発建設工事の独立した第三者管理と工事の専業化レベルを向上

させ、品質保証システムを改善し、監督管理を強化する。 

－ 2015 年末までに、安全制御系のデジタル化の信頼性を改善する。 

－ 2020 年までに「2010 年までに閉鎖・生産停止したすべてのウラン鉱製錬施設の廃止

管理と環境回復」を達成する。 

－ 中国全土の放射性廃棄物処理・処分能力の統合的な配置を推進し、国家の処分場と

地域の処分場の計画と建設を強化する。地方政府と原子力エネルギー関連企業にも

協力を働き掛ける。 

－ 原子力安全設備の設計、製造、据付と非破壊検査部門の資格管理を強化し、品質評

価システムを確立する。 

－ 「設計検証」と「検査試験の評価・監督」を強化する。 

－ 原子力分野の（安全向上・汚染管理・科学技術革新・緊急時対応の安全確保と監督

管理能力確立等の）重点プロジェクトに「“第 12 次 5 ヵ年規画」期間中に約 798 億

元を投じる。 

－ 原子力安全監督管理部門の独立性・権威・有効性を強化する。 

原子力産業と原子力発電産業を主管する部門の安全管理責任を明確にする。 

－ 原子力施設の廃止措置費用と放射性廃棄物の処理・処分費用の引き出し・管理方法

を立案する。 

－ 原子力事故賠償と原子力保険の関連制度等も調査検討する。 

注）原子力安全に関わる国務院各部門・地方政府・事業機関・企業の組織と担当者に、

「中国の原子力安全と放射性汚染の防止には、計画の進捗を追跡し、任務を具体的に

立案し、責任をもってとり組むことが大事」との叱責も最後に強調している。 
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＜参考資料その３＞ 

「原子力安全と放射性汚染防止第13次 5ヵ年計画および2025年長期目標」（「核

安全十三五」）*の概要 
* 2017 年 2 月 28 日国務院承認、同 3月 23 日に「国家文書［2017］29 号」として公表。 

http://www.gov.cn/zhengce/content/2017-03/23/content_5179622.htm 全文 

http://energy.people.com.cn/n1/2017/0323/c71661-29165181.html   

 

ａ．原子力安全と放射性汚染防止改善・向上の基本方針 

－ 理性・協調・併進的な原子力安全 

－ 安全第一・品質第一 

－ 中心はリスクの予防抑制 

－ 根本は法治 

－ ガイドは原子力安全文化 

－ 改革創新促進、支援能力整備、安全責任実行、安全レベル持続向上 

これにより中国の原子力エネルギーと原子力技術利用事業の安全で効率的な

発展を確保する。 

 

ｂ．「核安全十三五」期間（2016～20 年）末までの達成事項 

－ 中国の運転中と建設中の原子力施設の安全水準の明確な向上 

－ 原子力発電安全の国際的先端水準の保持 

－ 放射線被ばく事故の発生率のさらなる低減 

－ 原子力安全保障と緊急時対応能力の強化 

－ 原子力安全監督管理水準の大幅な向上 

－ 環境安全と公衆健康の効果的な保障 

 

ｃ．2025 年までの達成事項 

－ 中国の原子力施設の全体としての安全水準の国際的先端水準の達成 

－ 放射線環境の良好な品質の持続的保持 

－ 原子力・放射線安全監督管理システムと管理能力の近代化。 

 

ｄ．各省（区・市）の人民政府が実行すべき事項 

－ 組織指導の強化 

－ 責任分担の実行 

－ 政策措置の改善 

－ 地元の実際の組織編制実施方案を踏まえた、計画目標・任務の実行 
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－ 原子力安全と放射性汚染防止の事業の恒久的推進 

ｅ．国務院関連部門＊・組織が「職責分担を根拠に」実行すべき事項 

＊環境保護部(MEP)、国家発展改革委員会(NDRC)、財政部、国家能源局(NEA)、国家国防科学工業局(SASTIND)等 

－ 協調連携の強化 

－ 政策実施・プロジェクト準備/資金確保・体制/メカニズムの創造等での

積極的な支援 

 

注）ここで提起されている具体的分担は次のとおり。 

・MEP：総合的連携調整 

・国務院関連部局（共同）： 

－ 「核安全十三五」進展追跡分析と監督促進検査 

－ 新状況の調査 

－ 新問題の解決 

－ 新経験の総括 

－ 「核安全十三五」の中期評価と期末評価のタイムリーな組織的展

開、またタイムリーな国務院への報告 
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＜参考資料その４＞原子力発電設備の設計・製造等に関する許認可制度と国家

核安全局（NNSA）の役割     http://nnsa.mep.gov.cn/ 

 

１．NNSA の役割と沿革 

・中国の原子力安全、放射線安全、環境放射線影響を一元的に監督管理。 

 

＜NNSA の沿革＞ 

－ 1984 年 10 月： 

民生用原子力施設の安全監督機関として、国家科学技術委員会（現「工業情報化部：

MIIT」）の傘下機関として設立。 

当時の原子力・放射線に関連する機関の所掌分担は以下のとおり。 

ａ．NNSA：原子力施設の安全に関する監督管理 

ｂ．衛生部：放射線関係の安全監督管理 

ｃ．環境保護局：環境放射線の健康影響評価とモニタリング 

－ 1998 年 3 月： 

第 11 期全人大での機構改革により、国家環境保護総局を設立、NNSA はその傘下に移管。

その後、国家環境保護総局の環境保護部（MEP）への昇格。 

－ 2010 年 2 月： 

中国の原子力発電計画拡大の中で、国務院は NNSA の職員数の大幅増員を承認。 

－ 2011 年 3 月（福島原発事故発生）： 

中国での原子力安全規制や基準の整備、国産炉・導入炉の安全評価、また放射線の健

康影響等について国民の不安が高まり、政府は NNSA のさらなる強化を発表。 

－ 2012 年 1 月 29 日： 

嶺澳 3号機で、設定温度条件のデータ更新をし忘れた状態で運転したと発表。環境へ

の放射能漏洩はなく国際原子力事象評価尺度（INES）でもレベル 0であったが、NNSA

は中国としては初めて情報公開を運転者「大亜湾核電運営管理有限責任公司(DNMC)」

に指導。（http://www.recordchina.co.jp/b58404-s0-c30-p3.html 等） 

－ 2014 年 8 月 22 日： 

「華龍」の全体設計を NEA と NNSA の審査会が承認。 

（2014 年 11 月 13 日原子力産業新聞 http://www.jaif.or.jp/news_db/data/2014/1113-03-01.html 等） 

－ 2014 年 9 月 2日： 

AP1000 を 140 万 kW 級にスケールアップする「CAP1400」設計の予備的安全分析報告書

を正式に承認。 

NNSA の審査は 2013 年 3 月に開始、260 人以上の専門家を投入。30 回以上の会合で、国
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家核電技術公司（SNPTC）は 5千件以上の質問（1千件以上の作業命令書）に対応。報

告書承認会合には NNSA、環境保護部、北京核安全評価センター、蘇州核安全センター

等の約 180 人が出席。(2014 年 9 月 18 日原子力産業新聞 http://www.jaif.or.jp/news_db/data/2014/0918-03-02.html)。 

注）CAP1400 実証炉は山東省で「栄成石島湾」原発としてまもなく着工の見込み。 

－ 2018 年 3 月：MEP 等の統合により生態環境部（MEE）が設立。 

 

２．「民生用原子力設備（機械･電気）の設計・製造・据付また非破壊検査」に

関わる許認可制度：２つの法規で 2008 年に実施 

 

ａ．「民用核安全設備監督管理条例（国務院令第 500 号）＊」（2007 年 7 月 11 日公布。2008

年 1 月 1 日施行）*  http://www.gov.cn/zwgk/2007-07/19/content_690167.htm  

原子力安全に関わる機械設備と電気設備を規定。またそれらの設計・製造・据付・非破壊

検査の業務に携わる事業者は NNSA が認定することを規定。  

ｂ．「輸入民用核安全設備監督管理規定 （国家環境保護総局*令第 46 号） （HAF604）**」（2008

年 1 月 1 日施行）* 現生態環境部 ** http://www.mep.gov.cn/gkml/zj/jl/200910/t20091022_171855.html  

上記ａ．に基づき制定。さらに国家環境保護総局は 2008 年 3 月 13 日に「輸入民生用核安

全設備外国事業者登録･登記審査管理手続」を公布、外国事業者の認定と安全検証を規定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）なお中国での原子力発電の技術・設備の検収では、NNSA の認定以外に CNNC、CGN、SPIC

の原子力発電事業者が独自に「適格提供企業」資格を規定している。 

＜NNSA による認定事業者の推移＞ 

・2016 年末時点で認定を受けている中国国内事業者は 188 である。 

・日本のバルブメーカーでは、2009 年 5 月 26 日に岡野バルブ製造(株)とシーシーアイ(株)

が初めてこの認定を受けた。当時この認定を受けた企業は世界で約 60 社だった。（出典：

2009 年 8 月 4日岡野バルブ(株)ニュースリリース等）。 

・2013 年末にはこの認定･登録を受けた海外企業は 231。うち日本企業は以下のとおり。 

日本製鋼所（鋳鍛造品）、三菱重工業（圧力容器、ポンプ）、三菱電機（キャビネット、制

御パネル、表示計器）、富士電機製造（センサー、表示計器）、シーシーアイ（バルブ）、

岡野バルブ製造（バルブ）、新日鉄住金（配管・配管部品）、IHI(ゲート)、平田バルブ工

業（バルブ）、日本鋳鍛鋼（鍛造品）、東亜バルブエンジニアリング（バルブ）、太平洋製

鋼（鍛造品） 

2016 年 8 月時点では日本ギア工業（バルブ駆動装置）も記載（富士電機製造は登録更新は

未確認）。 

http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/haq/201603/t20160330_334458.htm http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/haq/201608/t20160803_361776.htm  
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また技術審査ではないが、国家発展改革委員会（NDRC）と商務部の「外商投資産業指導

目録」による海外事業者の投資案件での制約（ポンプ･バルブの製造等）もある。輸入

を奨励する技術・製品リスト（案）もある（2017 年 11 月 23 日に NDRC が公表）。 

（出典）2018 年 2 月テピア総合研究所刊「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」P411-412、P218、P223

参照。（AP1000、CAP1400 開発で SNPTC が直面した具体的技術問題も P241-259 に掲載）  

 

＜原子力設備設計・製造等事業に関わる違反者への警告条文＞ 

 

① 「民用核安全設備監督管理条例」には以下のような、違反者への罰金規定がある。 

ア．許可証をもたず活動を行ったとき：50 万元以上 100 万元以下 

イ．許可証が定めた以外の活動を行ったとき：10 万元以上 50 万元以下 

ウ．許可証の偽造、変造を行ったとき：2 万元以上 10 万元以下 

エ．許可証・資格をもたない部門・人員を使用したとき：10 万元以下 50 万元以下 

オ．重大な品質問題に適切な措置をとらなかったとき：5 万元以上 20 万元以下。 

さらにそれが指定期限内に是正されないとき（責任者に）：2 万元以上 10 万元以下 

カ．設計・製造・据付で基準以下の品質のものを合格としたとき： 

10 万元以上 50 万元以下 

さらにそれが指定期限内に是正されないとき（責任者に）：2 万元以上 10 万元以下 

キ．許可証をもたない部門に委託、あるいは重大な品質問題があったとき： 

50 万元以上 100 万元以下 

さらにそれが指定期限内に是正されないとき（責任者に）：2 万元以上 10 万元以下 

 

②「輸入民用核安全設備監督管理規定」では、次の規程もある。 

ア．中国に原発機器を販売する企業は品質保証システム等を提示せよ。 

イ．原発安全設備監督検査人員と安全検収人員は： 

－ 職権濫用で企業の技術や秘密を侵犯してはならない。 

－ 同じく金品を受領してはならない。 

－ 原発経営に参加してはならない。 

 

注）ここまで踏み込んだ記述からは、原子力安全確保の困難さに対する焦燥感・危機感と

ともに、長い歴史の中で監督する側とされる側がどういうごまかしをするかのパターン

を把握しきっていても実効が上がらないことへの諦念が感じられる。 

①のウ．オ．カ．の条項等は、「規定遵守に要する努力」と「罰金として支払う額」の

比較から「費用効果での合理性」（さらには法定罰金額よりも安くする非合法な解決）

を推奨（助長）する恐れすら感じる。 
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＜参考資料その５＞ 

中露の原子力平和利用協力枠組み契約：PWR と高速炉の国産化に多様性 

 

１．CNNC とロシア国営の原子力総合企業ロスアトム（ROSATOM）社は 2018 年 6

月 8 日、以下①～③を内容とする両国間の原子力平和利用協力では過去最大

級となる枠組み契約締結を発表した。 

 

① 「第三世代＋（プラス）」の 120 万 kW 級 VVER を田湾ｰ 7･8 号機として 2基、

また遼寧省徐大堡-1･2 号機として建設。 

・田湾では VVER が 3 基稼動中、1基が建設中。1･2 号機は各 106.0 万 kW、3･4

号機は各 112.6 万 kW。 

・新規立地点となる徐大堡（当初 100 万 kW 級 PWR×6 基を計画）は次の変遷を

辿った。 

－ 2006 年：CNNC は遼寧省政府と協力取極めを締結。 

－ 2009 年：CNNC は子会社「遼寧核電有限公司」を設立。 

－ 2011 年 1 月：国家発展改革委員会（NDRC）がＩ期工事の 1･2 号機の事

前作業実施を許可、起工式を執り行った。 

－ 2011 年 3 月：福島第一原子力発電所事故により、政府はこの計画を一

時凍結。 

－ 2014 年 4 月：NNSA は徐大堡のサイト承認を発給。 

－ 2016 年 10 月：2基分の土木契約締結（炉型は AP1000 を予定）。 

－ 2018 年 8 月：今回の中露契約で炉型を VVER に変更。 

 

② 高速実証炉計画では 2017 年 12 月に福建省の霞浦で着工した中国国産設計

の「CFR600」プロジェクトに露が機器・燃料・関連サービス等を供給。  

 

・中国の高速炉開発は、北京南部の原子能科学研究院（CIAE）の高速実験炉

「CEFR」（グロス電気出力 2.5 万 kW）で、2010 年 7 月 21 日に初臨界、翌年同

月同日に送電開始に成功している。その時点では、これに続く実証炉計画と

して次の 2つの路線が併走していた。 

 

ａ．ロシアから「BN800」（出力 80 万 kW）×2基を導入し改良する計画。 

2010 年末時点では、2013 年着工、各 2018 年/2019 年完成を予定（後 2014

年着工、2019 年/2020 年完成に変更）。 
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その後福建省三明市が積極的に誘致したが、露の提示価格が高いことか

ら難航。 

 

ｂ．60 万 kW 級の実証炉、次いで 100 万 kW 級商業炉を自主開発で建設する

計画。 

2010 年末時点では、実証炉の 2017 年着工、2022 年完成を予定（後 2018

年、2023 年に変更）。 

2017 年 12 月 29 日に福建省遼寧市霞浦県で実証炉 CFR600 の土木・建築工

事を開始。商業炉名は CFR 1000。 

 

・これらの動きと 2018 年 6 月 8 日の CNNC-ROSATOM の契約内容から、露の技術

協力を得ながら、自主開発を中心に高速炉開発を行う戦略と見られる。 

 

（以上の出典） 

－ 2018 年 6 月 11 日原子力産業新聞 https://www.jaif.or.jp/180611-a   

－ 2018 年 6 月 4日日中原子力産業セミナーでの趙成昆 CNEA 専門委員会常務副主任発表「中国核電発展の現状と展

望」。 

－ またテピア総合研究所 2018 年 2 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」は中国の高速炉開発（と

くに実証炉プロジェクトの具体的進展）を 14 頁にわたり紹介 

（参考 URL は http://www.tepia.co.jp/publication/index2018.html) 

 

③ 中国の月面探査機器用電源として放射性同位体熱電気転換器（RITEG）を露

が提供。 

  

２．これらの枠組み契約の総額は 200 億元（約 3,400 億円）だが、プロジェク

ト全体の費用は総計 1,000 億元（約１兆 7,000 億円）を超える。北京での契

約書署名式には、Ｖ．プーチン大統領と習近平国家主席が同席した。 

ROSATOM 社の A.リハチョフ総裁によると、田湾原子力発電所では中露両国の

専門家が共同で原子炉を設計・建設する枠組みができている。7･8 号機での露

との協力は、2016 年 11 月に両国政府が確認している。 

（出典）原子力産業新聞 2018 年 6 月 11 日 https://www.jaif￥.or.jp/180611-a 
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＜参考資料その６＞原子力・放射線安全センター（NSC） 

 

（Nuclear and Radiation Safety Center とも Technical Center for Nuclear 

Safety Equipment Regulation とも称する。略称は NSC) 
（NSC ホームページ英語）http://www.chinansc.cn/web/static/catalogs/catalog_264700/264700.html 

（同中国語）http://www.chinansc.cn/web/static/catalogs/catalog_eng/eng.html 

（MEP の HP）http://www.mep.gov.cn/gkml/zzjg/qt/200910/t20091023_180876.htm?COLLCC=2628203633& 

 

・環境保護省（MEP。現生態環境部 MEE）の直属事業部門。1989 年 3 月設立。 

・原子力・放射線や放射線環境の安全の監督・管理を専門とする中国の唯一の

技術支援機関（TSO）。  

所掌事項としては、民生用原子力施設の安全（含放射線防護）規制の政策、

計画、法律、規格、仕様の策定支援と研究開発、監督・管理実務（審査と検

査）。また原子力事故および放射線環境事故の緊急事態への対応・評価や技術

相談・情報サービス。 

 

(業務の具体例) 

民生用の原子力および放射線の安全に関わる以下の事項を担当する。 

－ 政策、計画、法律、規制、規格、仕様の策定支援 

－ 科学技術研究の実施 

－ 技術的な助言とサービスの提供 

－ 民生用原子力施設の敷地選択、建設、試運転、運転および廃止のさまざ

まな段階での許認可申請に関連する技術文書の安全審査の実施 

－ 民生用原子力施設のすべての段階での環境影響評価報告の審査 

－ 原子力安全設備の設計、製造、設置、非破壊検査、輸入原子力安全設備

の安全検査に関する技術的レビュー 

－ 原子力技術利用プロジェクト、ウラン（トリウム）鉱山、関連する放射

性鉱山、放射性廃棄物、放射性物質の輸送、電磁放射線発生装置と電磁

放射線環境の監督、核物質の管理と核物質防護の技術的レビュー 

－ 環境保護部（とくに国家核安全局 NNSA）と 6つの地域の原子力・放射線

安全監督ステーションが主催する原子力施設、原子力設備、原子力技術

利用プロジェクトのオンサイトの監督・検査への参加 

－ 原子力・放射線の緊急事態への日常的準備、緊急時対応等 

－ 核・放射能テロ事件の防止と対応 

－ 放射線環境や重要放射線源の監視・観測と緊急対応 
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－ 原子力安全技術者の技術的・事務的な資格管理 

－ 原子炉運転員、原子力専門技術者等の資格管理に関する技術的支援 

－ 原子力･放射線安全関連の申請技術文書のレビュー 

－ 原子力および放射線安全に関する啓蒙と訓練 

－ 国内外の技術交流・協力 

－ アジアの原子力安全ネットワークの建設と運営への参加 

－ 原子力や放射線の安全に関する国際条約の実施に関する技術支援 

－ 原子力・放射線安全監督の情報システムの開発、運用、保守 

－ 原子力・放射線安全技術類の報告・刊行物の編集、出版、発行 

－ 環境保護部（また NNSA）が指定するその他の事項の遂行 
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＜参考資料その７＞中国核工業集団公司（CNNC）構成企業  

http://www.cnnc.com.cn/cnnc/300545/300553/index.html  

１．CNNC の構成企業 

①中国原子能工業有限公司        ②中国同輻股份有限公司  

③中国中原対外工程有限公司       ④中国原子能科学研究院  

⑤中国核電工程有限公司         ⑥海南核電有限公司  

⑦中国核動力研究設計院         ⑧核工業第四研究設計院  

⑨核工業第五研究設計院         ⑩核工業北京化工冶金研究院  

⑪核工業西南物理研究院         ⑫中国輻射防護研究院  

⑬核動力運行研究所/中核武漢核電技術股份有限公司 http://www.rinpo.com/            

⑭核工業標準化研究所          ⑮核工業第八研究所           

⑯核工業地質局             ⑰核工業理化工程研究院         

⑱核工業計算機応用研究所        ⑲核工業二九〇研究所          

⑳核工業大連応用技術研究所       ㉑中核北方核燃料元件有限公司      

㉒中核（北京）核儀器廠         ㉓西安核儀器廠             

㉔西安核設備有限公司          ㉕核工業航測遙感中心          

㉖核工業無損検測中心          ㉗深圳中核集団公司           

㉘上海光華儀表廠            ㉙中核財務有限責任公司         

㉚上海中核浦原有限公司         ㉛福建福清核電有限公司         

㉜中核集団地礦事業部          ㉝建中化工総公司          

㉞中国核能電力股份有限公司（測試）   ㉟中国核科技信息与経済研究院      

㊱中核四０四有限公司          ㊲中核建中核燃料元件有限公司      

㊳江蘇核電有限公司           ㊴核工業総医院             

㊵核工業北京地質研究院         ㊶中核四川環保工程有限責任公司     

㊷中核遼寧核電有限公司        ㊸中核新能核工業工程有限責任公司    

㊹中国中核宝原資産控股公司       ㊺中核湖南桃花江核電有限公司      

㊻中核三門核電有限公司         ㊼中核匯能有限公司           

㊽中核深圳凱利集団有限公司       ㊾中核控制系統工程有限公司       

㊿陕西中核地礦油気工程有限公司 

 

２．中国核能電力股份有限公司（CNNP）傘下の企業 

・CNNC 集団の持株会社「中国核能電力股份有限公司(CNNP)」の企業群は以下の

とおり。CNNC の資産企業群である原子力発電所運転企業を網羅している。 

①（CNNP 構成企業） 
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－ 秦山核電/中核運行            － 三門核電有限公司 

－ 湖南桃花江核電有限公司          － 中核遼寧核電有限公司 

－ 中核国電漳州能源有限公司         － 中核浙能能源有限公司 

－ 江蘇核電有限公司             － 福建福清核電有限公司 

－ 海南核電有限公司             － 福建三明核電有限公司 

－ 中核華電河北核電有限公司         － 中核霞浦核電有限公司 

 

②（CNNP のその他子会社）持株子会社 25 社。合資会社 4社。関連会社 2社。 

－ 秦山原子力発電所             － 秦山第二原子力発電所 

－ 秦山第三原子力発電所           

－ 方家山原子力発電所（通称「秦山第Ⅰ期拡張工事」） 

－ 江蘇田湾原子力発電所           － 福建福清原子力発電所 

－ 浙江三門原子力発電工程          － 海南昌江原子力発電所 

－ 江蘇田湾原子力発電拡建工程 

 

CNNP の総資産は 3,000 億元。 

http://www.htnpc.com/col/col18/index.html  また http://www.cnnp.com.cn/col/col8/index.html 
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＜参考資料その８＞中国原子能科学研究院（CIAE） http://www.ciae.ac.cn/index.jsp   

 

・北京に所在。1950 年に中国科学院(CAS)と CNNC の前身機関で共同設立。 

国防関係を含め中国の重要原子力研究開発を担う。高速炉開発の中心でもあ

り、2011 年 7 月以来高速実験炉 CEFR（2 万 5 千 kW）では発電を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CIAE は中国の原子力科学技術の発症の地で、国防科学研究や原子力エネル

ギー研究開発・イノベーションの基地でもある。スタッフ数 6,000 名（う

ち高級科学研究・工学技術人員が 600 名）。国家級あるいは国務院の部・委

員会級の施設（中国核データ・センター、高速炉研究開発センター、タン

デム加速器実験室、核セキュリティ技術重点実験室、再処理工程部、放射

性廃棄物施設管理工程部、特殊材料工程部、廃止措置工程部等）をもつ。

CIAE に中国核学会核化学・放射線化学部会やアイソトープ部会、北京核学

会の事務局も置かれている。 

注）これらはテピア総合研究所 2018 年 2 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」から引用。 

 

 

 

＜CIAE では中国先進研究炉（CARR）による炉心関係先端技術も開発＞ 

 

・2018 年 7 月 25 日～8月 7 日にかけて、CIAE の「中国先進研究炉（CARR）」で 30MW の出

力レベルで 2週間の安定運転を達成した。CARR は中国の重要原子力プロジェクトに関わ

る照射や技術開発実験をしており、炉心･燃料部分、炉心格納容器、制御棒駆動装置、デ

ジタル制御・安全系、炉心遮蔽操作装置、燃料挿入・取り出し装置等、CARR の装置･部

品の 90%は国産製。 

・CIAE が炉型選択・設計・建設･起動・運営を担当、知的財産権も CIAE に属する。この 2

週間の安定連続運転で、高温・多湿の条件下での CARR の装置と運転の信頼性の検証が行

われた。(出典) 2018 年 8月 14 日の中国核工業集団公司（CNNC）発表。 

http://en.cnnc.com.cn/2018-08/14/c_262165.htm また同日の WNN  

http://www.world-nuclear-news.org/Articles/Chinese-research-reactor-sets-operational-record  

・なお、CARR は 1997 年 7 月に政府が許可、2002 年 8 月 26 日に着工、2010 年 5 月 13 日に

初臨界。2012 年 3 月 13 日に 72 時間の全出力運転を達成している。 
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＜参考資料その９＞中国広核電力股份（中広核電力。別称 CGN パワー)         

http://www.cgnp.com.cn/ 

 

・2014 年 3 月設立。中国広核集団有限公司（CGN）の持株会社で、中国最大の原

子力発電会社でもある。 

傘下の企業群の資産(含原子力発電所)の投融資・運営･管理を担当している。 

 

・＜沿革＞ 

－ 2014年 3月 14日、国有資産監督管理委員会は、CGN集団公司と桓健投資、

CNNC が中国広核電力股份（CGN パワー）を設立することを了承した（国

資改革（2014）123 号）。 

－ 2014 年 3 月 24 日、深圳大亜湾原子力発電所の長湾で CGN パワー設立大会

と第 1回株主総会を開催した。 

－ 2014 年 3 月 25 日、CGN パワーは深圳市市場監督局に登録された。 

－ 2014 年 4 月 28 日の午後、CGN パワーが成立、活動を開始した。CGN パワ

ー理事長は張善明。CGN の賀禹理事長が CGN パワーの高立剛総裁に企業法

人の営業許可証を発行した。 

－ 2015 年 12 月、上場から 1 年経ち CGN パワーの香港株式市場での純購入額

は 10 億元を超え、香港の上場企業の上位 5にランクインしている。 

 

・＜CGN パワーの子会社＞ CGN 傘下の原子力発電所運転会社も網羅する。 

－ 中広核核電運営有限公司 － 蘇州熱工研究院有限公司 

－ 中広核研究院有限公司  － 嶺澳核電有限公司 

－ 嶺東核電有限公司    － 大亜湾核電運営管理有限公司（DNMC） 

－ 陽江核電有限公司    － 広東核電合営有限公司 

－ 台山核電合営有限公司  － 遼寧紅沿河核電有限公司 

－ 福建寧徳核電有限公司 
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＜参考資料その 10＞AP1000 による西側第三世代炉技術吸収の経緯 

 

１．西側第三世代炉導入でのパートナー国の選択 

 

１） 西側諸国からの原発導入に至る経緯 

・中国は世界で PWR が主流となりつつある趨勢を踏まえ、早くから PWR 路線採

用を決定。また原子力発電と核燃料サイクルの商業化では米国企業との協力を

希望していた。 

 

・米国原子力産業界（ウェスチングハウス［WH：現 WEC］社やゼネラルエレクト

リック［GE］社等）でも、1974 年以来米国内での原発新規発注０のため、中

国市場に強い関心をもっていた。 

 

・仏はジスカールデスタン政権が、1970 年代後半に韓国とパキスタンそれぞれ

に「再処理技術＋原発」のセット輸出を試みた。中国へも 1978 年から FRAMATOME

製 90 万 kW 級炉×2基を売込んだが、中国内の経済状況等により中仏原子力協

力ははかばかしい進展を見せなかった。 

 

・1985 年初め、原子力学会ベースでの米中接近が表面化。同年 7月 23 日、原子

力協定調印により両国の原発ビジネスの条件は整った。しかし 1989 年の天安

門事件に伴うブッシュ(父)およびクリントン政権の一連の制裁措置で、原子力

協力は長期間凍結された。 

 

・原子力協力再開は、中国が対イラン核技術協力等を全面停止した 1997 年以降

になるが、今度は、中国の原子力損害賠償制度が米国の要求水準を満たしてい

なかったため、ビジネスの進展には結びつかなかった。 

 

・こういう経緯もあり、中国への西側原子力発電技術の導入では、仏製大亜湾

炉の契約が 1986 年 4 月、カナダ原子力公社（AECL）製秦山Ⅲ期 CANDU の契約

が 1996 年 11 月にそれぞれ締結されたが、米国製炉の初の契約は 2007 年 7 月

の WEC 製 AP1000（三門、海陽）まで待たねばならなかった。 
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２）その後の中国の炉型開発の展開 

・大亜湾での仏製原子力発電所の稼動実績により、西側技術の優位性は明らか

になった。 

しかし、コスト抑制には国産化が不可欠との観点で中国は秦山Ⅰ-1 号機、パ

キスタンのチャシュマ-1 号機（32.5 万 kW。1993 年着工、2000 年 9 月運転開

始）、秦山Ⅱ-1～4 号機等を経て、大亜湾炉技術をベースにした第二世代改良

型炉 CPR1000 やそれを改良した CNP-1000 等の準国産炉の開発をめざした。 

＊この間、中央政府は PWR を基本路線とする政策を確認していたにも関わらず、中国に有

利な融資条件の提示や、直面する電力需要への対応から、秦山Ⅲ-1･2 号機（重水炉。加

AECL 製の 72 万 kW 級 CANDU 炉×2 基）と、田湾-1･2 号機（各 106 万 kW 級ロシア型 PWR）

の導入を承認した。 

 

・上記の準国産炉建設は、差し迫った電力需要への対応とともに、中国の原子

力産業の世界レベルの技術習得への助走を目的とするものであった。 

 

・中国政府は 2003 年に、最終的な目標として「第三世代原子力発電自主化依託

（西側の第三世代炉技術の国産化）」を明確に打ち出した。 

＜米中間の本格的原子力協力凍結期間中の WH-中国側企業の提携＞ 

 

・1995 年 2 月、WH は中国原子能工業公司（CNEIC）*と、秦山Ⅱ期用の 65 万

kW 級蒸気タービン×2基納入の契約を締結した。 

*中国核工業総公司（CNNC。当時）の機資材･技術の輸出入担当部局。 

またWHは1981年以来中国側企業と火力発電プラント等でライセンス契約を

締結していたことから、ハルビン汽輪機廠有限公司と共同で蒸気タービンを

製造することになった。 

・1995 年 3 月、WH は CNEIC との協力を拡大し、秦山Ⅱ期計画 *の蒸気発生器

(4 基)、原子炉冷却ポンプ(三菱重工業[MHI]製。MHI は給水ポンプも供給)、

系列モーター等の供給を発表した。 

* 秦山Ⅱ-1･2 の圧力容器、主冷却ポンプならびに関連機器は、1995 年 1 月に韓国重工業

（Hanjung。現 Doosan）と高合（Gohap）グループが受注したが、その後韓国政府が約

束した信用供与が履行されなかったことで中国側が契約を破棄、1996 年 6 月に MHI が

受注し直した。これに伴い、MHI から上海鍋炉廠に秦山Ⅱ-2 の圧力容器製造で技術移

転がなされた。 
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・2006 年 2 月、国務院が「国家中長期科学技術発展規画概要（2006～2020 年）」

の中で大型先進PWRの開発を16件の重大科学技術特別プロジェクトに掲げた。 

 

・2006 年 9 月下旬、第三世代 PWR の選定に関する国内専門家会合で、「AP1000」

と「EPR」を対象に論議。 

AP1000 支持は 24 名、AP1000 と EPR の並行開発支持は 10 名だったといわれる。 

 

・国家発展改革委員会（NDRC）は、中国が導入・国産化する第三世代炉の候補

炉型を WEC 社の「AP1000」とする方針を打ち出し、2006 年 12 月 16 日に米国エ

ネルギー省（DOE）ボドマン長官と NDRC 馬凱主任が、その技術移転に関する覚

書に調印した。 

 

・2007 年 5 月 22 日、技術移転の受け皿として国家電力投資集団公司（SNPTC）

を設立。 

WEC、SNPTC、三門核電公司（三門原発運転者）、山東核電公司（海陽原発運転者）等の間の原

子炉設備購入契約は 2007 年 7 月 24 日に締結された。 

「AP1000」の知的所有権は WEC がもち、中国からの輸出はできない。しかし中国側が独自の設

計を行えば、その知的所有権を認める契約になっている。ここから中国国産版の AP を意味す

る「CAP1400」といわれる受動的安全性を備えた 140 万 kW の炉型が始まり、上海核工程研究設

計院（SNERDI）を中心に、2017 年の運転開始を目標にして WEC と共同開発を進めた。2009 年 4

月には、さらに大型の「CAP1700」の開発にも着手した。 

注）SNPTC は当初 CAP1000 の開発に着手したが、その後 CAP1000 をスキップして CAP1400 開

発から始める方針に変更した模様。CAP1400 の初号機は、現時点では山東省栄成石島湾

発電所で建設準備中である。なお CAP も米国と日本への輸出はできない。 

CAP1000/CAP1400 また「華龍」のパラメータ、開発参加企業と担当分野・装置、トラブ

ル例は次の刊行物に詳しい。テピア総合研究所 2018 年 1 月刊行の「躍進する中国の原

子力産業と世界覇権戦略」P240～269。 

 

・2007 年 12 月、米中政府が中国での AP1000 建設と技術移転に関する政府間協

定に調印。 

注）SNPTC への AP1000 の技術移転では、7つのカテゴリーの 34 のタスク･パッケージが対

象で、2011 年 8 月時点では、文書量にして 78%が中国側に渡されている。 

 

西側第三世代炉導入では AP1000 中核路線に決定と思われたが、大亜湾、嶺澳

等で仏 PWR 技術の経験を積んだ中国広東核電集団（CGNPC。現中国広核集団
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［CGN］）が仏技術の導入・国産化に積極的な意欲を見せた。 

そして 2007 年 11 月のサルコジ大統領の訪中時に、「EPR 炉」も中国が導入す

る第三世代炉の候補として広東省台山（腰古）にまず 2基の建設が決まった。

実質的には AP1000 中心路線を EPR が補完する位置づけとなった。 

 

・2009 年 3 月、SNPTC、CNNC、中国核工業建設集団公司（CNEC）間で、三門-1･

2 のエンジニアリング・調達・建設（EPC）契約を締結。 

WEC と米国大手エンジニアリング社 The Shaw Group Inc.（含 Stone & Webster

社）がこれらを監督することで合意。 

 

・2009 年 12 月 17 日、SNPTC と「華能核電発展有限公司」*が、CAP1400 開発・

建設・運転のための「国核示範電站有限責任公司（SNPDP）」（出資比率は SNPTC

が 55 %**、華能核電発展有限公司が 45 %**）を設立した。 

＊中国最大の電力会社「中国華能集団公司」の子会社。 

** SNPTC75%、中国華能集団 25%とする文献もある。http://www.snpdp.com/page/gongsijianjie.html  

 

・2010 年 11 月、AP1000(110～125 万 kW 級)から「CAP1400(140 万 kW 級)」への

出力増強国産化のため、WEC は SNPTC・上海核工程研究設計院（SNERDI）と技

術コンサルタント・サービスを含む技術移転の追加契約を締結（2015 年までに

CAP1400 の 100 %国産化達成をめざした）。 

SNPDP、SNERDI、「国核工程有限公司(SNPEC)」の協力も一層促進することとし

た。 

 

・2011 年 1 月 18 日、WEC と SNPTC が AP1000 の追加建設協定に調印した。 

海外市場の共同開拓もめざすことになった。 

同日、WEC は CNNC の子会社の「中核包頭核燃料元件股份有限公司（CBNF) 」＊

と、AP1000 用核燃料の設計、製造、燃料加工設備据付に関する契約に調印。

燃料加工設備は、内モンゴル自治区の包頭に設置する。 

＊CBNF は 2008 年 5 月に、SNPTC、「中核北方核燃料元件有限公司」、「中核建中核燃料元件有限公司（CJNF）」の共

同出資で設立。登録資本は 2億元。中核北方核燃料元件有限公司が 50％、SNPTC が 35％、CJNF が 15％を出資。 

 

・2011 年 6 月、WEC は中国側と AP1000×10 基の追加販売で交渉。 

建設協定で規定した「AP1000 の知的財産権は、中国側が CAP1400、CAP1700

の開発に成功すれば、SNPTC へ移譲する」ことを確認した。 
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3)三門ｰ 1･2 と海陽ｰ 1･2 の AP1000 への設備・サービス契約企業 

・2009 年 2 月時点での古いデータではあるが、ふたつの AP1000 プロジェクトへ

の参加企業がわかりやすく載っているので、改組・吸収・倒産企業名もその

ままながら収録する。 

 

＜参考資料その 10＞図表１：三門-1･2 号機建設プロジェクトの参加企業 

 

 

 

 

 

 

 

分野分野 契約企業 備考備考 

主契約者 WEC･SNPTC ･重要機器、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理、技術移転を担当 

A/E ｽﾄｰﾝ & ｳｪﾌﾞｽﾀｰ社（S&W） S&W 社は米国 The Shaw Group 傘下の企業  

1 次系 

供給 

NSSS 一括請負契約：WEC ･WEC は三門-1 用の圧力容器(PV)1 基＋蒸気発生器(SG)2 基を 1億 7,500 万

ﾄﾞﾙで韓の斗山重工業（DOOSAN）から購入（2007 年 4 月契約）。三門-2 用

の PV は中国第一重型機械集団（CFHI）、SG はﾊﾙﾋﾞﾝ動力設備（HPEC）に発

注。しかし SG は 2011 年にｽﾍﾟｲﾝの ENSA に再発注された。 

･計装制御機器：HPEC / MHI 

･計装制御設計：MHI / ESEPD 

燃料 WEC ・WEC からの供給以降は中核包頭核燃料元件股份有限公司(CBNF)で国産化 

2 次系 

供給 

･BOP:基本は三門核電

（SMNPC）が実施 

･ﾀｰﾋﾞﾝ発電機(TG)、復水

器、ﾎﾟﾝﾌﾟ：三菱重工業

（MHI） 

･蒸気系統：DOOSAN 

･発電機は三菱電機（MELCO）、ﾀｰﾋﾞﾝ車室・配管・付帯設備は HPEC、取扱は

三菱商事の共同応札(契約は 2007 年 9 月 28 日) 

注：海陽-1 と三門-1 の合計 4 基の TGは 5億 2,100 万ﾄﾞﾙで、2007 年 9 月と 2008 年初めに SMNPC

と SDNPC から MHI に発注された。発電機部分は MELCO が担当。 

･ﾀｰﾋﾞﾝ設計:MHI と華東電力設計院(契約は同上日) 

起動 WEC と Shaw Gr.  

ﾊﾞﾙﾌﾞ ﾌｨｯｼｬ･ｺﾝﾄﾛｰﾙ･ﾊﾞﾙﾌﾞ：

Emerson Process 

Management（EPM）社 

・EPM 社は、2011 年 2月 24 日、SNPEC から、海陽-2 と三門-2 用に同上ﾊﾞﾙ

ﾌﾞ（総額数百万ﾄﾞﾙ）を受注。 
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＜参考資料その 10＞図表２：海陽-1･2 号機建設プロジェクトの参加企業 

分野 契約企業 備考 

主契約者 WEC・SNPTC ・重要機器、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理、技術移転 

A/E S&W  

1 次系 

供給 

･重要設備：WEC 

･その他：SNPTC 

・設計は WEC と上海核工程研究設計院（SNERDI） 

・WECは、海陽-1用の圧力容器1基＋蒸気発生器2基を1億 7,500万ﾄﾞﾙで韓 DOOSAN

から購入（2007 年 4 月契約）。海陽-2 の圧力容器と蒸気発生器は上海電気集団で

国産化予定。 

・施工は SNPTC と中国核工業建設集団公司（CNEC） 

燃料 WEC ・WEC からの供給以降は CBNF で国産化 
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（出典）2009 年 2月 9-11 日の国際原子力機関（IAEA）の「原子力発電の経済性と資金調達ワークショップ」での

CNNC の Zhang Qinghua 氏の発表「NP Project Financing in China」） 

 

 

 

 

 

2 次系 

供給 

・TG、復水器、ﾎﾟ

ﾝﾌﾟ：MHI 

・設計は山東電力設計院と米国 The Shaw Group 

・TG ﾊﾟｯｹｰｼﾞは MHI。TG は MELCO、ﾀｰﾋﾞﾝ車室･配管･付帯設備は HPEC、取扱は三菱

商事との共同応札（2008 年 1 月 31 日契約。MHI の AP1000 受注は 2007 年 9 月の

三門-1･2 以来） 

・施工は CPI 傘下の工程建設管理分公司 

・ﾎﾟﾝﾌﾟの一部は中国二重集団の瀋陽送風機が製作。また配管を同集団の德陽の重

型装備で製造。 

土木 ？  

起動 ・WEC/Shaw Gr.  

ﾊﾞﾙﾌﾞ ・ﾌｨｨｯｼｬ･ｺﾝﾄﾛｰﾙ･

ﾊﾞﾙﾌﾞ：EPM 社 

。2011 年 2 月 24 日、SNPEC から海陽-2 と三門-2 用に同左ﾊﾞﾙﾌﾞ（総額数百万ﾄﾞﾙ）

を受注。 
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＜参考資料その 11＞「上海電気集団有限公司（SEC）」 
この参考資料部分は、中国の国内原発納入実績と上海電気集団の構成企業の詳細を追加採録したもの。 

注）SEC の持株会社は「上海電気集団股份有限公司」で同じ略号「SEC」を使い混同しやすい。 

また、下記のように更新状況が不明な多くの URL サイトがある。上からの順に新しいものと思われる。 

－ http://www.shanghai-electric.com/Pages/About/Index.aspx?Type=1 （2018 年版） 

－ http://www.shanghai-electric.com/Pages/About/GroupSubsidiaries.aspx 

また http://www.shanghai-electric.com/Pages/Companys.aspx  

－ http://www.shanghai-electric.com/PTD/Pages/Intro.aspx  

これらでは同じ「上海電気集団」のホームページながら、構成企業数が異なっている。 

 

・近年の SEC の営業収入は約 900 億元。 

2015 年の数字では SEC の総資産は 2千億元、従業員は 4万 8千人で、営業収入は 780 億元、集団の海外業務収入は

220 億元（海外投資収入、海外工事収入、輸出業務収入の合計）でこれは集団公司業務収入の 23 %を占めた。 

2017 年には、中国工業領域の最高栄誉賞である「中国工業大賞」の受賞、また「グローバル（全地球）製造業 500」

に選出、「財富（Fortune）」の中国優秀企業 500 に選出、米国の建設技術専門誌「ENR（Engineering News-Record）」

の国際請負業 250 社の第 141 位に選出、また上海電気集団のブランドの売上高（品牌價值）は業界第 2位の 602.78

億元であった。          http://www.shanghai-electric.com/Pages/About/Intro.aspx  

 

＜参考資料その 11＞図表１：0上海電気集団（SEC）の中国国内原発納入実績 

PVI：圧力容器炉内構造物、RPV:炉圧力容器、RCP:炉冷却材ポンプ、CRDM:制御棒駆動装置、SG:蒸気発生器、T:タービ

ン、G:発電機。 

－ 加圧器（PZ）は納入/受注の実績は 7/10 で、そのうちの第 3世代炉分は 2/11 である。 

燃料交換機（PMC）の全体の納入/受注の実績は不明だが、第 3世代炉分は 1/7 である。 

－ SEC は以下の知的財産権をもっている。 

HTGR の RPV と RVI / CAP1400 の SG / AP1000 の SG、RPV、RVI、PZ、CRDM / EPR の SG と RVI 

 

原発 納入コンポーネント（基数） 備考 ○O 運転中、○C 建設中、○P 計画ま

たは準備中。いずれも 2017 年 3 月現

在の SEC による区分 
PVI RPV RCP CRDM SG T G 

白龍 Bai Long  2   4   ○P AP1000×2 基 

昌江 Chang jiang 2 2 4 2 4   ○O CPR1000×2 基、○P 2 基 

防城港 

Fang Cheng Gang 

2   4  1 2 ○O CPR1000×2 基、○C 華龍×2 基、○P 華

龍×1 基 

福清 Fu Qing 4   4    ○O CPR1000×3 基、○C CPR1000×1 基＋

華龍×2 基 

海陽 Hai Yang 3 1  3 4   ○C AP1000×2 基、○P 同左 

紅沿河 Hong Yan He 6 2  2 9   ○O CPR1000×4 基、○C ACPR1000×2 基 

陸豊 Lu Feng 2   2  2 2 ○P AP1000×2 基 

寧徳 Ning De 4 2  3 12   ○O CPR1000×4 基 

方家山 Fang Jia Shan 

（秦山 QinShan-2･3） 

2   2 6   ○O CPR1000×2 基 

三門 Shan Men 3 2  3 4   ○C AP1000×2 基、○P 同左 

石島湾 Shi Dao Wan 2  4 2 2   ○P CAP1400×2 基 

石島湾 Shi Dao Wan 2 2  2  2  ○C HTR-PM×2 基 

桃花江 Tao Hua Jiang 3 1  3 2 4 4 ○P AP1000×4 基 

台山 Tai Shan 1   1 2   ○C EPR×2 基、○P ×2 基? 

田湾 Tian Wan 2 2  2 6   ○O VVER×2 基、○C VVER×2 基＋CPR1000

×2 基 

咸寧 Xian Ning  1   2   ○P AP1000×2 基? 

徐大堡 Xu Da Bao  

(Ku Da Pu) 

2 1  2 2   ○P AP1000×2 基 

陽江 Yang Jiang 6   6 6 6 6 ○O CPR1000×4 基、○P ACPR1000×2 基 

他を含む納入/受注の実績 
*()内は第 3 世代炉

（AP1000/CAP1400 や EPR）分 

37/67 

(3/24) 

8/19 

(1/9) 

4/8 

(0/4) 

34/57 

(3/18) 

43/80 

(6/22) 

13 

/24 

14 

/25 

 

(T+G のｾｯﾄ数で 0/8) 
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(以上の出典)2017 年 3 月 8日トルコでの「第 4回国際原子力発電プラントサミット」SEC 繆徳明総工程師発表 

○上海電気集団（SEC）の構成企業 

 

・SEC は以下のａ．～ｏ．を含む多数の企業集団群またさらに傘下の企業群で構

成されている。 
傘下の企業は http://www.shanghai-electric.com/Pages/About/Index.aspx?Type=1 を中心にまとめたが、本項目冒頭の注記のと

おり、SEC のホームページ自体に混乱する多くの新旧のデータが並存している。そのため、SEC 集団の傘下集団の企

業は、完全子会社、合弁会社、経営権をもつ投資企業、関連会社等の区分とともに、自動化、ロボット化、計装制

御を含む通信技術等の新会社の設立等で会社数も実態がわかりにくいため、下記は「目安」程度に受け止めていた

だきたい。 

ａ．上海電気電站集団：傘下に 13 企業 

－ 上海電気電站設備有限公司汽輪機廠  － 上海電気電站設備有限公司発電機廠 

－ 上海電気電站設備有限公司電站輔機廠 － 上海電気斯必克工程技術有限公司 

－ 上海鍋炉廠有限公司         － 上海電気集団上海電機廠有限公司 

－ 上海電気富士電機電気技術有限公司  － 上海電気電站工程公司 

－ 上海電気電站服務公司        － 上海電気風電設備有限公司 

－ 上海電気電站環保工程有限公司    － 上海電気海水淡化工程技術公司 

－ 上海電気電站設備有限公司臨港工廠 

ｂ．上海電気輪配電集団－上海電気輪配電集団有限公司：傘下に 17 企業 

1,000kV 以下の変圧器、電線ケーブル、低･中電圧開閉装置、スマート変電所等を製造。 

－ 上海人民電器廠           － 上海電器陶瓷廠有限公司 

－ 上海電気輪配電工程成套有限公司   － 上海電気輪配電試験中心有限公司 

－ 上海電気電力電子有限公司      － 上海南橋変圧器有限責任公司 

－ 上海納傑電気成套有限公司      － 上海飛航電線電纜有限公司 

－ 上海大華電器設備有限公司      － 上海南華蘭陵電気有限公司 

－ 上海捷錦電力新材料有限公司     － 呉江変圧器有限公司 

－ 上海華普電纜有限公司        － 上海資文建設工程咨詢有限公司 

－ 上海承広電力設備安装工程有限公司  － 上海上纜籐倉電纜有限公司 

－ 上海電気進出口有限公司 

注）http://www.shanghai-electric.com/PTD/Pages/Intro.aspx によると、この上海電気輪配電集団では 1990 年以降海

外との合弁企業を設立。上海西門子（シーメンス）高圧開關有限集団、上海電気阿爾斯通（アルストム）

変圧器有限集団、上海 MWB 互感器（相互インダクタンス）有限集団、上海 ABB 変圧器有限集団、上海西

門子開関有限集団，上海施耐德（シュナイダー）配電電器有限集団、上海施耐德工業控製有限集団等が

ある。 

ｃ．上海電気核電集団：傘下に 6 企業  http://www.shanghai-electric.com/np/Pages/default.aspx 

中国国内の大規模な原子力発電開発に対応するため、2007 年 1 月に SEC 傘下の企業から

原子力発電に特化した編成で「上海電気重工集団」を設立したが、2014 年 8 月にさらに

原発 1次系主要装置の製造中心に再編し「上海電気核電集団」を設立した。 

「上海電気核電集団」の本拠地は（上海自由貿易区と洋山深水港に近い）上海市南匯新
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城鎮重装備産業区＊にある。 

＊http://www.shanghai-electric.com/np/Pages/Intro.aspx?did=1では上海市浦東新区層林路 77 号との表示。 

その構成企業は以下のとおり。 

－ 上海電気核電設備有限公司      － 上海第一機床廠有限公司 

－ 上海電気凱士比核電泵閥（ポンプとバルブ）有限公司 

－ 上海核電技術装備有限公司      － 上海凱士比泵有限公司 

－ 上海電気上重鋳鍛有限公司 

（出典）http://www.shanghai-electric.com/NP/Pages/Companies.aspx?cid=2  

一方 http://www.shanghai-electric.com/Pages/Companys.aspx では「上海電気上重鋳鍛有限公司」

は「上海電気核電集団」に挙げられていないが、これは URL が古い時期に作られたと思われる。 

http://www.shanghai-electric.com/HIG/Pages/Intro.aspx はこのURLよりもさらに古いと思われ、

「上海重型機器廠有限公司、上海船用麯軸有限公司、上海市機械製造工藝研究所有限公司」ともに、

2014 年 8 月の「上海電気核電有限公司」設立に伴い「上海電気核電有限公司」に移管された「上海

電気核電設備有限公司、上海第一機床廠有限公司、上海電気凱士比核電泵閥有限公司、上海電気核

電技術裝備有限公司」がまだ「上海電気重工集団」として表示されている。 

「上海電気核電集団」の 100 万 kW 級原発の年産能力は次の通り。 

－ 圧力容器：4基           － 蒸気発生器：6基 

－ 燃料装荷・搬送装置：6 基      － 炉内構造物・制御棒駆動装置：8 基 

－ 主冷却ポンプ：12 台         － 2･3 級原子炉ポンプ：50 台 

 http://www.shanghai-electric.com/np/Pages/Intro.aspx?did=1   

注）この URL では「産品と服務」の中に、製品ごとの「核電集団の業界での位置づけ、技術的優位性、製造

能力と実績」が示されている。 

ｄ．上海電気重工集団：傘下に 3 企業  

－ 上海重型機器廠有限公司     

－ 上海船用麯軸（クランクシャフト）有限公司 

－ 上海市機械製造工芸研究所有限公司 

ｅ．上海電気風電集団：傘下の企業の詳細は不明 

ｆ．上海機電股份有限公司：傘下に 11 企業 

－ 上海三菱電梯有限公司               － 三菱電機上海機電電梯有限公司 

－ 高斯国際有限公司（ゴス･インターナショナル・リミテッド） 

－ 上海電気開利能源（キャリア・エネルギー）工程有限公司 

－ 上海電気液圧気動（油圧エア）有限公司 

－ 上海納博特斯克（Nabtesk）伝動設備有限公司 

－ 上海金泰工程機械有限公司            

－ 上海法維莱（Faweilai）交通車両設備有限公司 

－ 上海人造板機械廠有限公司 

－ 上海馬拉松·革新（マラソン・イノベーション）電気有限公司 

－ 上海日用－友捷汽車（Youjie）電気有限公司 

ｇ．上海環保（環境保護）集団：傘下に 6企業 
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－ 上海離心（遠心分離）機械研究所有限公司 

－ 上海市機電設計研究院有限公司       － 上海船研環保技術有限公司 

－ 上海電気環保熱電（南通）有限公司   － 上海電気南通水処理有限公司 

－ 上海環保工程成套有限公司 

http://www.shanghai-electric.com/Pages/companies/company.aspx?cid=43  

ｈ．上海機床廠有限公司：傘下に 3企業 

－ 上海機床廠有限公司     

－ 上海重型機床廠有限公司 

－ 上海第三機床廠有限公司 

ｉ．上海軌道交通設備発展有限公司：傘下に 2企業 

－ 上海阿爾斯通（アルストム）交通設備有限公司 

－ 上海阿爾斯通交通電気有限公司 

ｊ．上海電気集団股份有限公司中央研究院：傘下の企業の詳細は不明 

ｋ．上海電気自動化集団：傘下に 8企業 

－ 上海開通（Knitong）数控（数値制御）有限公司 

－ 上海電気泰雷茲（タレス）交通自動化係統有限公司 

－ 上海探真激光（探査レーザー）技術有限公司 

－ 德国（ドイツ）宝爾捷自動化公司 

－ 徳国 Manz AG 

－ 神華（北京）光伏（太陽光発電）科技研発有限公司 

－ 蘇州曼茲（マンジ）新能源裝備有限公司 

－ 上海電気自動化設計研究所有限公司 

http://www.shanghai-electric.com/Pages/companies/company.aspx?cid=46  

ｌ.上海電気金融集団：傘下に 3 企業 

－ 上海電気集団財務（ファイナンス）有限責任公司 

－ 上海電気租賃（レンタル）有限公司 

－ 上海電気保険経記（保険ブローカー）有限公司 

ｍ．上海電気国際経済貿易有限公司：傘下に 4企業 

－ 上海電気閥門（バルブ）有限公司 

－ 上海発那科機器人（ファナック・ロボット）有限公司 

－ 上海電気網絡（ネットワーク）科技有限責任公司 

－ 上海斯邁克（スメイク）実業有限責任公司 

注）http://www.smec.net/html/organise.asp では下 3つの企業は記載されているが、他は異同がある。 

ｎ．上海電気臨港重型機械装備有限公司：傘下の企業の詳細は不明 

ｏ．上海電気通訊技術有限公司：傘下の企業は０ 
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http://www.shanghai-electric.com/Pages/Companys.aspx 

 

＜参考資料その 12＞「中国東方電気集団有限公司（DEC）」 

集団の持株会社が「東方電気股份有限公司」でともに略称「DEC」を使用し混同しやすい。 

http://www.dongfang.com/data/l/133.html また http://www.dongfang.com/  

 

１．東方電気集団（DEC）の原子力発電開発の歴史 

－ 2000 年：中国初の 100 万 kW 級原発の蒸気発生器を製造、出荷。 

－ 2004 年 12 月 28 日：「東方電気（広州）重型器機有限公司」は、広州南沙開発区に中国

最大の原子力器機製造基地の建設を開始。 

－ 2008 年 5 月 12 日：四川大地震で東方汽輪機漢旺製造基地打撃。8月 1日に徳陽市で再建

開始。 

－ 2008 年 12 月 31 日：東方電気（武漢）核設備有限公司を設立。 

－ 2009 年 6 月：中国初の 100 万 kW 級原発の圧力容器を製造、出荷。 

－ 2013 年 8 月 24 日：世界最大の 175 万 kW 級原発の原子力発電機を製造、出荷。 

－ 2014 年 2 月 14 日：中国で初めて原発用低圧加熱器を欧州に輸出 

－ 2017 年 10 月 17 日：「「華龍」」の ZH-65 蒸気発生器を初めて国産化。 

－ 2017 年 11 月 6 日：東方電気集団東方汽輪機有限公司で福清 5号機「「華龍」」用のター

ビン発電機を初めて国産化。2018 年 4 月 20 日に出荷。280 トンの低圧タービン・ロー

タの開発では 350 トンの高速ダイナミックバランス試験装置を独自に開発した。 

http://www.dongfang.com/index.php?app=history また http://www.dongfang.com/data/v/201804/6475.html  

 

２．製造能力 

＜参考資料その 12＞図表１：中国東方電気集団（DEC）の原発装置製造能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）DEC の英文 HP では、「100 万 kW～180 万 kW の原発の年間生産能力は、2次系で 8セッ

ト、１次系で 6 セット」と記載。 

 機器 年産能力 納入実績 

Conventional Island タービン・発電機セット 6～8 18 

Nuclear Island 

原子炉圧力容器（RPV） 4～6 8 

蒸気発生器（SG） 12～18 45 

炉内構造物（RVI） 4 2 

制御棒駆動装置（CRDM） 4～6 2 

主冷却ポンプ（MCP） 12～18 49 

加圧器（PRZ） 6～8 14 
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http://www.dec-ltd.cn/en/index.php/business?subCategory=PowerEquipmentNuclear  

 

＜参考資料その 12＞図表 2：DEC のタービン＆発電機のセットでの契約実績 

（2005 年～2016 年） 

炉型 電気出力 プロジェクト名称 受注セット数 

 

 

 

CPR1000 

 

 

 

100 万 kW 

嶺澳Ⅱ(-3･-4) 2 

福清Ⅰ(-1･-2) 2 

福清Ⅱ（-3･-4） 2 

紅沿河Ⅰ(-1･-2) 4 

紅沿河Ⅱ(-3･-4) 2 

寧徳Ⅰ(-1～-4) 4 

田湾Ⅲ（-5･-6） 2 

方家山-1･-2（秦山Ⅰ拡張） 2 

華龍 115 万 kW 
福清Ⅲ（-5･-6） 2 

寧徳Ⅲ（-5･-6） 2 

 

AP1000 

 

125 万 kW 

彭澤Ⅰ（-１･-2) 2 

徐大堡Ⅰ(-1･-2) 2 

河北省海興Ⅰ(-1･-2） 2 

CFR600（高速実証炉） 60 万 kW 福建省霞浦（Xia Pu） 1 

CAP1400 150 万 kW 国家示範電站（SNPDP）-1･2 2 

EPR 175 万 kW 台山(-1･-2) 2 

合計 35 

 この 35 セットという受注数は中国では最大である。 

（以上の出典）2017 年 3 月トルコ INPPS での DEC 原子力部門 Li Wenhui 副 GM 発表をもとに当協会で作成  

 

３．東方電気集団（DEC）の構成企業 

・DEC の傘下企業：http://www.dongfang.com/data/l/133.html 

次の a．～c．の 3つのカテゴリーに区分される。その合計は 29 社だが、HP によっても記載

が異なり、正確なところは不明。 

ａ．持株会社「東方電気股份有限公司」とその傘下の上場企業群 9社： 

小計 10 社 

－ 「東方電気集団 東方電機（モーター）有限公司」（四川省徳陽 De Yang 基地） 

－ 「東方電気集団 東方鍋炉（ボイラー）股份有限公司」（徳陽基地、自貢基地） 

－ 「東方電気集団 東方汽輪機（蒸気タービン）有限公司」（徳陽基地） 
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2008 年 5 月 12 日の四川省大地震（M7.8）で大被害を受けた漢旺基地を移転。原発用タービン等を製造。 

－ 「東方電気（広州）重型機器有限公司（DFHM）」（広州 南沙 Nan Sha 基地） 

http://www.dfhm.com.cn/  

2004 年 12 月に中国最大の原発設備製造基地をめざし着工。圧力容器、蒸気発生器等を製造。 

－ 「東方電気（武漢）核設備有限公司」（湖北省武漢基地）炉内構造物等を製造。 

－ 「東方阿海珐（AREVA）核泵（ポンプ）有限公司」（徳陽基地） 

－ 「東方電気風電有限公司」       － 「東方電気（印度）有限公司」 

－ 「東方電気（印尼）有限公司」 

 

ｂ.非上場の「完全子会社 11 社また過半出資会社 5社」の小計 16 社 

－ 「東方電気集団国際合作有限公司」 

－ 「東方電気投資管理有限公司」 

－ 「東方電気集団財務有限公司」     － 「東方電気集団国際投資有限公司」 

－ 「東方電気成都智能科技有限公司」   － 「東方電気成都清能科技有限公司」 

－ 「東方電気＊（左はさんずい＋右は吉。潔の簡略体）能科技成都有限公司」 

－ 「四川東方電気自動控制工程有限公司」 － 「東方電気集団東風電機有限公司」 

－ 「東方電気（酒泉）新能源有限公司」  － 「東方電気集団大件物流有限公司」 

－ 「東方電気（四川）物資有限公司」   － 「東方電機廠」 

－ 「東方鍋炉廠」                       － 「東方電気集団東汽投資発展有限公司」 

－ 「峨嵋半導体材料研究所」 

 

ｃ.持株子会社（3社） 

－ 「東方日立（成都）電控設備有限公司」  － 「東方環晟光伏（江蘇）有限公司」 

－ 「衆和海水淡化工程有限公司」 

 

注）これらのホームページでは、「集団有限公司と持株会社の股份有限公司」やその英文略号がどちらを指すのか

が分かりにくい形で記述されている。また上記機関名は「中国東方電気集団有限公司」の機構図

（http://www.dongfang.com/data/l/133.html）から採ったが、同じ集団内の「東方電気股份有限公司」の機

構図（http://www.dec-ltd.cn/?app=about&act=show&id=1352）あるいはその「東方電気股份有限公司」だけ

に限っても機構図と機関・施設所在地図（http://www.dec-ltd.cn/?app=about&act=show&id=21）の間で機関

名･施設名の表記が違っている。 
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＜参考資料その 13＞ 

ハルビン電気集団（HEC）の炉主冷却材ポンプ（RCP）製造 

 

・HEC は 2011 年に操業を開始した原発用主冷却材ポンプ（RCP)とモーターの設計・製造のため

の専用基地をもつ。 

2017 年 3 月 8日トルコのイスタンブールで開催された「第 4回国際原子力発電プラントサミット（INPPS）」で、「ハ

ルビン電気動力装備有限公司」の Li Mingqi 副総経理が、HEC の RPC とモーター関係の技術開発に特化した詳細発表

をしている。 

品質保証（QA)システム、海外企業との提携、Canned Motor RCP 製造の重要プロセスでの改善（含部材等の自製）等、

HEC の技術レベルを高めるためになされた努力を以下に紹介する。 

なお、炉主冷却材ポンプ（RCP）では、Canned Motor Pump（液体無漏洩缶詰構造のポンプ）と Wet Winding Pump（湿

式巻線型のポンプ）が原文では頻発するが、煩雑なため省略できるものは筆者判断で省略した。 

 

１．HEC の主冷却材ポンプ（RCP)の製造能力と受注実績 

・RCP の製造能力と受注実績を 2つの表で示す。 

＜参考資料その 13＞図表１： HEC の原発用 RCP の年産能力 

 

 

 

 

 

 

＜参

考資

料そ

の13

＞図

表

2：

HEC の RCP 受注実績 

 

 

 

 

 

 

 

RCP の型 年産能力 対象炉の出力 

CAP1000 用の Canned Motor 12 台（CAP1000×3 基分） 125 万 kW 

CAP1400 用の Canned Motor 12 台（CAP1400×3 基分） 140 万 kW 

軸封（Shaft-Seal）型 9 台（右記対象原発×3基分） 30 万 kW～100 万 kW 

対象 RCP の型 炉出力 RCP 数量 稼動または製造等の状況 炉所在地 

100 万 kW 級軸封型 100 万

kW 

36 炉 6 基分（18 RCP）稼動中 

炉 6基分（18 RCP）製造中 

福清、秦山、田湾等 

30 万 kW 級軸封型 30 万

kW 

4 2016 年 7 月納品、稼動中 海外 

AP/CAP 1000 Canned Motor 125 万

kW 

42 製造中 海陽、三門、陸豊等 

CAP1400 Canned Motor 140 万

kW 

1+4 原型 RCPは 2016年 8月納品、

試験中。RCP×4 基製造中 

山東石島湾国核示範核

電（国家重大プロジェ

クト） 
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２．HEC の品質保証（QA)システム： 

・HEC の QA システムは、国家核安全局（NNSA）の QA、米国機械学会（ASME）の QA、国際標準化

機構（ISO）の QA である。 

・NNSA から「100 万 kW 級軸封型 RCP とモーター、また Canned Motor RCP に関する」設計・製造

のライセンスを得ている。 

・ASME では N、NA、NPT の各認証を得ている。 
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３．HEC の Canned RCP 技術国産化への努力： 

・CAP1000 の Canned RCP（以下 RCP と略記）技術の国産化 

－ 三門および海陽での AP1000 プロジェクトのために、米国の EMD 社（Curtiss-Wright Power 

Control Company EMD 社）＊から技術を導入した。 

＊ EMD は Curtiss-Wright 社(1952 年設立の原子力潜水艦等関係の国防産業)の Electro-Mechanical 

Division(EMD)。 

http://www.cw-ems.com/emd/markets-and-products/power-products-and-services/default.aspx 

－ HEC ではこの導入技術に、独自の分析ソフトによる研究開発を加え、製造、検査、試験で

の完全な国産化を達成した。 

・CAP1400 の RCP 技術の国産化 

CAP1000 の RCP と同様の方法で国産化を達成、知的財産権を確立した。 

・CAP シリーズの RCP 製造で HEC がマスターした重要プロセス 

－ コイル製造 

－ 固定子巻線集合体と真空プレス成形（Vacuum Press Infusion：VPI） 

－ Can の溶接と組み立て           － 固定子とロータの製造 

－ フライホイール（はずみ車）の製造     － 最終組み立て 

－ 試験                   － 他 

・HEC が機械加工、検査、試験等のために導入した先進設備 

－ HEC では多くの数値制御装置（CNC）を機械加工に用いている。 

－ 検査や試験のため、3次元測定装置、振り子式衝撃試験装置、レーザー光測定装置、直読

式スペクトロメータ、柔軟関節式測定装置等、多くの設備を購入している。 

CAP1400 の RCP のエンジニアリング試験や耐久試験も実施している。 

・HEC は CAP シリーズの Canned Motor 国産化に重要な部材やコンポーネントを自製化した。 

（部材） 

シェル鍛造品、主フランジ鍛造品、下部フランジ鍛造品、ロ－タ・シャフト鍛造品、Can 部

材、フライホイール部材。 

（コンポーネント） 

固定子コイル、Terminal Gland、外置き熱交換器、Thrust Runner。 
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＜参考資料その 14＞中国第一重型機械集団公司（CFHI） 

 

１．CFHI の原発設備製造：鋳鍛造品等の製造設備と技術向上への取り組み 
2017 年 3 月 8日トルコのイスタンブールで開催された「第 4回国際原子力発電プラントサミッ

ト（INPPS）」で、CFHI の上級工程師 Dr. He Yi が「中国第一重型機械（CFHI）の原発コンポ

ーネント製造能力と技術革新」とのタイトルで発表をした。その発表や HP での子会社の事業

紹介も加えて、CFHI の原子力分野での主力製品である鋳鍛造品の技術向上のための取り組みを

概略する。 

・CFHI の原発コンポーネント製造実績：総計 202 

＜参考資料その 14＞図表１：中国一重重型機械（CFHI）の原発装置製造数 

炉の世代 炉型 RPV SG PRZ CMT ﾎﾟﾝﾌﾟ･ｹｰｼﾝｸﾞ 主配管 

第二世代炉 30 万 kW 4 8 3    

M310+ 6    24  

CP600 1    9  

CPR1000 15 46     

第三世代炉 AP1000 13 28  12  1 

CAP1400 2   2   

「華龍」 6 6 1  12 1 

第四世代炉 FBR * 2 基 

総数 49 88 4 14 45 2 

* CFHI は中国高速実験炉（CEFR）のすべての鍛造製品を納入した。 

CFHI は石島湾の HTGCR 実証炉開発でも中国核工業建設集団公司(CNEC)と協力中。 

注）上の表は 2017 年 3月 8日 INPPS での CFHI 発表のまま。CFHI はすべてで知的財産権をもつと強調。 

CFHI はパキスタンのチャシュマ-1･2 への輸出実績もある。 

(1)CFHI の製造している原発装置に関わる鋳鍛造品 

－ 炉容器一体型蓋（CAP1400)        － 炉容器一体型ノズル・シェル   

－ 炉容器一体型下部ヘッド（CAP1400）    － 蒸気発生器格子板        

－ 蒸気発生器チャンネル・ヘッド      － 蒸気発生器円錐形シェル(AP1000)   

－ 蒸気発生器 楕円形ヘッド              － 加圧器の上蓋および下蓋         

－ 主配管 

最大 715 トンの鋳造部材塊から最大 600 トンの鍛鋼製品を造ることができる。 

(2)CFHI の製造施設 

・富拉爾基地 

－ 電気炉（EAF）：100 トン、80 トン、40 トン  

－ 精錬設備（LF）：160 トン、130 トン×2、40 トン 
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－ エレクトロスラグ溶融炉（ESR）：120 トン、10 トン  

－ 真空鋳造室（VCC）：14 基 

－ 鍛造施設：15,000 トン水圧機（マニピュレータは 6,300 トン用）、10,000 トン水圧機

（同 400 トン用）、6,000 トン水圧機（同 200 トン用）、4,500 トン水圧機（同 125 トン

用）、20 基以上の鍛造用熱炉。 

・大連基地 

（機械加工施設）：約 50 セットの先進機械加工装置 

－ 格子板用の 3軸の BTA＊ CNC 深孔ドリリング・マシンを 2 セット（SIRMU FCN 3/1100） 

* BTA（Boring & Trepanning Association）は中・大口径深孔穿孔加工。CNC はコンピュータ数値制御。 

－ Quincunx（5 点形の）CNC ブローチング（尖孔加工）盤を 2 セット（Varinelli BV-M 

VX25/2000/500） 

－ 格子板用の 6軸 CNC ドリリング・マシンを 1 セット（VARSIRMU GMD 6） 

（溶接施設）：最先端技術を自主開発（大連基地の「格子板と管(Tube Sheet & Tube)の自動

溶接ロボット」が代表例） 

－ 表面ストリップ加工機を 20 セット以上 

－ 狭い隙間を埋めるサブマージ・アーク溶接（SAW）＊機を 10 セット 

* 融剤と溶接ワイヤを使用する溶接方法。 

－ ホット･ワイヤー・ティグ＊溶接と J 字形グルーブ**溶接機を 10 セット 

* TIG（Tungsten Inert Gas）は電気を用いたアーク溶接方法のひとつ。 

** グルーブ（groove）は、溶接対象の鋼管と管継手の間にできる V字型の「溝」。「開先」とも呼称。 

(3)CFHI の原発装置製造での技術向上のための取り組み 

・鋳鍛造技術 

－ 高純度・均一化 

－ 一体型鋳造（溶接と供用期間中検査の低減に効果） 

－ 最終製品形状に限りなく近づける鍛造法（Near-Net-Shape Forging Technology）。 

（これによりノズル･シェル等の製造では、鍛造特性を確保し、加工を削減できる） 

・溶接技術 

－ （ノズルをノズル・シェルに溶接する等)サドル（鞍）形状物質の溶接自動化。 

－ ホット・ティグと INCONEL 690 材を用いたセーフ・エンド*溶接技術。 

* Safe-End は材質や寸法の異なる金属継手部を溶接するため介する小調整材。 

－ 炉容器の「PWHT（溶接後熱処理）」後の最終加工。 

－ 水圧試験自動測定システム。 

(4)CFHI で採用している 2種類の独立した品質保証システム 

・冨拉爾では、ニュークリア・アイランドとコンベンショナル・アイランドの鍛造品製造に関

しては、米国機械学会（ASME）の材料組織承認証に基づく鍛造品質保証システムを適用。 
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・大連では、原子炉容器（RV）、蒸気発生器（SG）、加圧器（PRZ)、炉心補給水タンク（CMT）

等のコンポーネントに、RCCM スタンダード（仏）、ASME（米）の N、NPT、NS の承認証に基づ

く品質保証システムを適用。 

(5)CFHI での基礎科学と製造工程の研究 

・基礎科学と製造工程の研究は、研究開発センターと研究・設計研究所が担当している。 

・製造工程に関しては、製鉄、固体科学、鍛造、精鉱等に細分化し、次の研究をしている。 

－ 508-3 鋼の微細構造の透過型電子顕微鏡（TEM）による解析     

－ 原発装置の溶接模擬実験 

－ 鋳造現場での溶鉄流の注入制御（Tundish Flow）の模擬実験    

－ 600 トンの鋳鉄鋼塊の凝固化プロセス 

－ 蒸気発生器（SG）の水室＊ヘッド（Water Chamber Head）の鍛造の模擬実験 

＊高度情報科学技術研究機構刊 ATOMICA の図等を参照。

http://www.rist.or.jp/atomica/data/pict/02/02080103/02.gif 

その原典は原子力安全研究協会編集の「軽水炉発電所のあらまし」（平成 4年 10 月刊）。 

－ 水室ヘッドの鍛造の熱処理の模擬実験 

(6)CFHI の製造･試験センターに設置されている先端的な試験・測定装置 

注）用途や先端度は不明ながら、発表者が「CFHI はこれほどの装置を揃えている」と紹介

したので列記する。 

－ Phased array automatic scanner   － 7060 UT SCANNER     

－ ZR-100 Robot            － FARO Arm Platinus 

－ INFCON UL1000            － API T3Laser Tracker 

－ MIZ-90 Eddy current detector        － Mechanical properties testing 

－ Gleeble 3500                        － SEM          － TEM 

（以上の出典）2017 年 3月 8日のイスタンブール INPPS での CFHI の He Yi 上級技師の発表 

２．CFHI 傘下の構成企業： 

・CFHI の構成企業は以下のとおり。http://www.cfhi.com/yzjt/channels/263.html  

①中国一重銷售（販売）総公司 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/7056.html  

2016 年 5 月設立。特殊設備、原子力設備、石油化学器機、新素材、先端器機、サービス

業の 6部門に分かれる。 

②中国一重鋳鍛鋼事業部 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1216.html  

前身は黒龍江第一重工股份有限公司で、2010 年 2 月の CFHI の上場により、同年 8月に「中

国一重鋳鍛鋼事業部」として設立。 

－ 年産量は、溶鋼 50 万トン、鍛造品 24 万トン、鋳造品 6 万トン。 

－ 最大製造能力は、溶鋼 700 トン、鋼塊 715 トン、鋳造品 500 トン、鍛造品 400 トンで

世界一（注：中国一重鋳鍛鋼事業部 HP による）。 
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－ 製鋼では、100 トン、80 トン、40 トンのアーク炉、160 トン、130 トン、40 トンの鋼

包精煉炉、10 トンと 120 トンのエレクトロスラグ炉、600 トンの真空インゴット炉、

1.5 万トン、1､0 万トン、6千トンの鍛造水圧プレス、4,500 トン高速鍛造油圧プレス

をもつ。 

③中国第一重型機械集団大連加氫（水素）反応器製造有限公司 

（中国一重大連加氫公司） http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1227.html   

1994 年設立、1998 年生産開始。PWR や第四世代炉 CFR600 高速炉の圧力容器を製造。100

万 kW 級原発のニュークリア・アイランドなら年産 5セットの製造が可能。「華龍」実証プ

ロジェクトの最初の圧力容器も製造。 

④中国第一重型機械股份公司検測中心 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1229.html  

2013 年 2 月、中国第一重型機械集団公司検測中心（齊齊哈爾市）、天津重型装備工程研究

有限公司材料検測中心（天津市）、中国第一重型機械集団大連加氫反応器製造有限公司検

測中心（大連市）を統合して設立。 

約 2億元をかけ以下のような 150 以上の機器・設備を保有。 

電子万能試験機、金属振り子衝撃試験機、ドロップハンマー試験機、永久クリープ試

験機、熱シミュレーション試験機、振動衝撃試験機、各種硬度試験機、焼入れ相変化

機器、 X 線回折装置、熱膨張計、金属材料導電率計、レーザー熱伝導率計、同期式

熱分析装置、直流磁気特性測定装置、万能材料顕微鏡、走査電子顕微鏡、表面層抗水

素ストリッピング試験装置、誘導結合プラズマ発光質量分析装置、蛍光 X線分光器、

酸素窒素水素分析器、スパーク光電直接読み取り分光器、拡散水素分析器、 9MeV 線

形加速器 、Co ｰ 60γ線装置、Ir-192γ線装置、8チャンネル TOFD 、フェーズドアレ

イ超音波等。  

米国 LECO、Thermo、MPM、MTS、PerkinElmer、独 ZEISS 、島津製作所等と技術協力してい

る。  

⑤一重集集団天津重工有限公司 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1226.html  

2007 年設立。鍛造装置、海水淡水化装置、トンネリング装置等を製作。 

主要設備は以下のとおり。 

2500 トン油圧プレス、前処理ライン、板曲げ機、せん断機、320 トン鋼曲げ機、サン

ドブラスト室と噴射塗装室、立体倉庫、NC 式平面掘削機、NC 式のフレーム切断機・

プラズマ切断機・175 トンの変位器、鋼鈑レベリング機、３ローラー曲げ板機、熱処

理炉 4台、NC 式火炎切断機 10 台、NC 式プラズマ切断機 2台、各種溶接機、200 台以

上のカッティングマシン。 

先端設備製造工場では、NC 式ポータルフライス盤 11 台、大型垂直旋盤 3台、クレー

ン持ち上げ装置 29 台、自動化立体倉庫がある。 
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⑥一重集団大連工程技術有限公司 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1225.html  

1957 年設立。エネルギー、鉱業、輸送、冶金、原子力、石油化学等の分野で先端機器の

設計、製造、プロジェクト管理等でエンジニアリング・サービスを提供。 

⑦一重集団大連国際科技貿易有限公司 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1224.html  

2004 年 4 月設立。内外の冶金、化学、土木等を中心とする重要エンジニアリング・プロ

ジェクトの設計・調達・建設（EPC）総合請負を担当。 

⑧一重集団国際有限責任公司（ドイツ）http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1223.html 

2010 年 10 月に設立されドイツのマンハイムに資本金 20 万ユーロで登録された中国第一

重型機械股份の 100%子会社。CFHI の欧州代表窓口。 

2017 年 5 月から「一重集団大連工程技術有限公司」の管理下に移管した。 

⑨天津一重電気自動化有限公司 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1222.html  

2006 年に設立。冶金プラント、自動車プレスライン、風力発送電等でのシステムの開発、

設計、据付、保守の装置やインテリジェント技術サポートを提供。 

2016 年 7 月から「一重集団大連工程技術有限公司」の管理下に移管した。 

⑩上海一重工程技術有限公司 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1221.html   

2003 年 10 月、上海の宝山区に設立。機電製品の設計、製造、据付、サービスと新製品開

発を担当。冶金関係等で年間売上高 2億元。 

⑪天津重型裝備工程研究有限公司 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1230.html  

2004 年 9 月に天津経済技術開発区に設立。機械や電気の工学的内容に関わる技術サービ

ス、調査、材料の物理的・化学的な試験・研究、販売・据付・試運転を担当。 

300 以上の数値制御等プロジェクトに関与。 

とくに「973 計画（国家重点基礎研究発展計画）」「863 計画（国家ハイテク研究発展計画）」

といった国家プロジェクトの原子力発電関連でも実績。 

注）973 計画や 863 計画は 2016 年に「国家重点研究開発計画」として統廃合された。

http://j.people.com.cn/n3/2016/0218/c95952-9018445.html 等を参照。 

⑫中国一重重型裝備事業部 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1228.html  

黒龍江省齊齊哈爾市富拉爾区に所在。中国第一重型機械股份公司の主要製造拠点で、前身

は 2010 年 12 月 6 日に発足した「中国第一重型機械（集団）有限責任公司」であった。 

重型装備製造工場、原子力発電加工工場、軍事工場、大型装備製造工場、金属構造工場、

中型装備製造工場、設備保守工場、表面パイプライン製造工場、中型機械製造工場、保管・

輸送の 10 事業単位と、生産設備、品質保証、部品調達、規画財務、管理の 5つの機能部門

をもつ。 

（保有製造設備） 

大型冶金・鍛造・特殊装置の専門製造拠点として、巨大機械加工、溶接、設備組み立て、

試験に優れた技術をもつ。 
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機械加工装置 621 台、5軸連動 6000mm×18000mmNC ポータルフライス盤 112 台がある。

金属構造関連では 9ローラー精紡機、4ローラー曲げ機、NC 切断機、噴射溶接装置、大

型溶接ドラグローラ、機械ポジショナー、熱処理噴砂装置等の先進装置がある。 

設備組み立てでは、吊上げで定格荷重 250 トンの単一ブリッジクレーン、最大持上能力

500 トン超の複合クレーンがある。非破壊検査では、3mm〜400mm の鋼溶接部 X線検査装

置 8台、ロータ中心穴超音波走査装置、超音波検査データ検査装置等もある。 

（製品の納入実績） 

冷･熱間圧延機の系列化・標準化・量産化を達成。鞍山製鉄所 1780mm 冷間帯鋼圧延機、

国際的先端水準の鞍山製鉄所 2150mm 熱河原子力連続圧延、世界最大、最高精度の 5.5m

幅の鋼鈑圧延機等の大型冶金設備を製造、米国、韓国、ブラジル等に輸出。 

国内の 500 万トン以上の鋼鉄企業ほとんどに製品を出荷している。 

年間の生産高は、金属構造製品 10000 トン、フラット鍛造機 12 セット、水素添加小型

部品 1200 数点、原子力発電の大型加工品 160 数件。 

＜参考＞鞍山製鉄所の圧延機性能は、2008 年 JETRO アジ研選書 15「中国:産業高度協力協定の潮流」第 3章鉄

鋼業の高度化―その飛躍的成長と産業再編に詳しい（P100）。 

https://ir.ide.go.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_main_item_detai

l&item_id=31977&item_no=1&page_id=39&block_id=158 「本文」をクリック 

⑬一重集団常州価値華冶軋輥有限公司 http://www.hyroll.com/About.Asp?Esms.html  

2011 年 5 月に、民営企業の「常州華治恒基（ヘンダーソン）軋輥機械（圧延ロール）有

限公司」と「中国第一重型機械股份公司（中国一重）」によって設立。先端鍛造鋼圧延

ロールの研究開発、設計、開発、製造、サービスを担う。 

（保有製造設備） 

圧延ロールの熱処理設備（ダブル周波数表面焼入れ、加熱、冷間処理）、加工設備（切

削・研磨・旋盤・中ぐり旋フライス盤）、検査測定設備（UT/MT の探傷機、分光器、大

型部品金属顕微鏡）等をもつ。 

国内のみではなく、台湾（中鋼、燁聯）、ヨーロッパ（オーストリの Sieｍns VAI、Danieli、

フランスの ArcelorMart、イギリスの ABB）、アジア（インドの National Steel）等で

も販売実績がある。 

⑭一重集団紹興重型機床有限公司 ＊一重集団のホームページにも事業等の説明はない。 

⑮一重新能源発展集団有限公司 http://www.cfhi.com/yzjt/contents/263/1217.html   

資本金 1 億元。新しいクリーン・エネルギー源を組み合わせて産業化を促進。 

事業内容は、新エネルギー電源設備の製造、新エネルギー源普及に関わる物流の整備、

天然ガス利用に関わる液化設備等の製造・販売、パッケージでの提供サービス、インタ

ーネットでの情報サービス、企業管理の相談サービス等。 

⑯一重集団蘇州重工有限公司  ＊一重集団のホームページにも事業等の説明はない。 
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＜参考資料その 15＞中国法院網による二重集団と二重重装の破産更生案報道 

 

・最高人民法院を情報源とするもので、次の内容を報じている。 

 

－ 中国第二重型機械集団公司と二重集団（徳陽）重型装備股份有限公司は 2011 年以降、経

営、従業員給与、社会保障で借金がふくらみ、2014 年末の時点で負債総額はすでに 200

億元を上回り、両集団の破産更生案が浮上した。 

 

－ 国有資産監督管理委員会（SASAC）等の承認の下、農業銀行、中国銀行、光大銀行、30 社

近くの債権者が金融債権者委員会を設立して二重側の株主と法廷外再編交渉を開始した。 

 

－ 2015 年 9 月 11 日、債権者（機械工業第一設計研究院等）は四川省の徳陽市中級人民法院

に二重集団、二重重装の破産更生の申請を行った。 

 

－ 2015 年 11 月 27 日、債権者会議と出資会議はそれぞれ「二重再編計画案」を承認した。 

 

－ 11 月 30 日、徳陽市中級人民法院は民事裁定を下し、「二重再編計画案」を承認、また二重

集団と二重重装の破産更生手続を停止した。 

 

－ 二重再編計画により、120 億元の金融債権は「現金決済」と「債務の株式への交換」で全

額を返済。非金融債権は、「各債権者への 25 万元支払、残りは 2～5年内の返済」で合意。

この時点で、「二重再編計画」は負債の 90%の返済を終了した。 

 

- これは、（2集団で 210 億元の総資産をもつ）大企業の経営行き詰まりを破産更生法によ

り処理するか、法廷外での再編計画で債務決済･復興へつなげるのかのモデル・ケースに

なると「中国法院網」ではコメントしている。 

 

－ NNSA は 2017 年 3 月 1日、二重重装に 2022 年 3 月 31 日まで有効な「民生用原子力安全

装置製造許可」の継続通知を出した。これにより、「二重重装」が企業として原子力発電

関連事業を継続できることになった。

http://www.mep.gov.cn/gkml/sthjbgw/haq/201703/t20170303_398135.htm 
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＜参考資料その 16＞中国の高速炉の研究開発の歴史 

 

・1968 年：周恩来首相が、「将来のウラン燃料の有効利用上 FBR 開発が不可欠」と提唱・指導。 

・1985 年 8 月：「1985～2000 年と第 7次 5ヵ年高速炉発展規画」策定。 

・1986 年 3 月：第 7次 5ヵ年計画（1986～1990 年）に入り、鄧小平の指導下に、王大珩、王淦

昌、楊家墀、陳芳允の 4 人の科学者が「国家ハイテク研究開発発展計画（863 計画）」

を提案。 

・1986 年 7 月：核工業部計画司の指導下に「高速中性子増殖炉 2000 年規画の制定」とりまとめ。 

・1987 年 2 月：FBR 開発が「863 計画」の 163 の事業に入り、FBR 開発が本格的に動き出した。 

・1988 年～ ：中国原子能科学研究院(CIAE)、西安交通大学、清華大学、核工業第一院、核工業

404 廠、上海交通大学、湖南大学鋼鉄研究総院、鄭州機械研究所等で FBR 研究開発

が始まる（約 500 人強が従事）。 

・1898 年 6 月：「863 計画」で「中国の高速炉発展戦略・技術路線」とりまとめ。 

・1990～1992 年 7 月：中国高速実験炉（CEFR）概念設計。 

・1990 年 11 月 19 日：CEFR の起工式典。 

・1992 年 3 月：国務院で CEFR を「863 計画」のエネルギー関係プロジェクトとして承認。出力

等決定。 

・1993 年 4 月：ロシアと CEFR 建設協力覚書に署名。 

・1994～1995 年：ロシアと CEFR を共同設計（44 項目。中国が 22 項目、ロシアが 22 項目を分担。

ロシアの設計と比較し、慎重を期して進めた）。 

・1995～現在：フランス原子力庁（CEA）と FBR 研究開発協力(隔年に技術検討会を開催)。 

・1995 年 12 月：国務院の国家計画委員会等で CEFR 建設を承認。 

・1996～1997 年：CEFR の予備設計。 

・1996 年 11 月：国務院の国家科学技術委員会で CEFR の F/S 報告書を承認。 

・1997 年 11 月：中国の CEFR 設計が審査を通過。 

・1997～2004 年：CEFR のコンポーネント発注。 

・1998～2003 年：CEFR の詳細設計。 

・1998 年 10 月：CEFR のニュークリア・アイランド部分の掘削工事開始。 

・1998 年 5 月～2000 年 5 月：CEFR 予備安全解析報告書レビュー。 

・2000 年 5 月：CEFR の建設許可発給。着工。 

・2000 年 7 月 18 日：中国とロシアで CEFR の建設・運転協力覚書調印(国営原子力企業 ROSATOM、

機械試験設計局 OKBM、オブニンスク物理エネルギー研 IPPE、ポドルスク実験機械設

計局 ZioMar、核燃料製造販売社 TVEL、ディミトロフグラード原子炉研 NIAR 等９機

関と）。 
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・2001 年 3 月～2002 年 8 月：CEFR 建屋建設。 

・2004～2007 年：CEFR 主要装置据付。 

・2004 年 8 月 27 日：胡錦涛共産党総書記と温家宝国務院総理が中国の原子力開発 50 周年で CIAE

を来訪。 

・2006 年：CEFR 運転前試験開始。 

・2006 年 2 月：「国家中長期科学技術発展規画要綱（2006～2020 年）を公表．その中で FBR の設

計と核燃料、構造材料、Na 循環等の関連重要技術の習得方針を掲げた。 

・2006 年 9 月 13～20 日：中仏高速炉試験運転経験技術人員交流会開催（CEA と）。 

・2006 年 11 月 25 日：福建省投資開発集団有限責任公司と三明市政府が「三明原子力発電プロ

ジェクトｎ前期作業の協力推進協定」を締結。 

・2007 年 1 月 31 日：CNNC と三明市政府が「福建三明原子力発電プロジェクト建設の協力開発枠

組み協定」を締結。 

・2007 年 11 月：「原子力発電中長期発展規画（2005～2020 年）」公表。その中で高温ガス炉、固

有安全 PWR、FBR の自主開発と試験・実証プロジェクトの適時の促進を謳う。 

・2008 年 7 月 7日：福建省発展改革委員会と CNNC がそれぞれ、三明原子力発電プロジェクⅠ期

工事の提案書を国家発展改革委員会（NDRC）に提出。 

・2008 年 10 月 16 日：CNNC と福建省発展改革委員会が共同で、国家能源局（NEA）に高速炉発電

プロジェクトの実施要求書を提出。 

・2008 年 10 月 25 日：第 13 回中露首相定期会合で高速炉発電技術の協力強化で合意。 

・2008 年 12 月 21 日：CEFR 装置完成。 

・2009 年 5 月 30 日：CEFR のシステムに Na を充填。 

・2009 年 9 月：CEFR 燃料装荷許可発給。 

・2010 年 2 月 10 日：中露両国政府が「中国での高速炉実証炉野設計・建設・運転の協力協定」

を締結。 

・2010 年 3 月 23 日：CNNC と露 RASATOM が BN800×2 基の中国国内での建設の覚書を締結。 

・2010 年 4 月 28 日：福建省三明市での高速炉実証プロジェクトを進める「福建三明核電有限公

司」設立。（CNNC 傘下の） 中国核能電力股份有限公司（CNNP）51%、福建省投資開

発集団有限責任公司 40%、三明市国有資産投資経営公司 9 %の共同出資。 

注）「福建三明核電有限公司」は当初福建省将楽県高唐鎮上訪村に 100 万 kW 級原子炉×4基の建設を

計画。第Ⅰ期として BN800×2 基を計画したが、露側提示価格が高いとして 2013 年、CNNC が自主

開発の CFR600 採用に方針転換。 

・2010 年 6 月：CEFR 燃料装荷許可再発給。 

・2010 年 6 月 9 日：第 2回中韓高速炉技術交流会開催（KAERI と）。 

・2010 年 7 月 21 日：CEFR 初臨界達成。 

・2011 年 7 月 21 日：CEFR が送電網併入。 
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・2011 年 7 月 23 日：CIAE は、高速炉技術・産業発展の中長期目標を発表。 

2025 年までの 2～3 基の高速炉発電プラント、商業規模の MOX 燃料製造プラント、

PWR 使用済核燃料再処理プラントの建設等を含む。 

・2011 年 9 月 15 日：福建三明核電有限公司と露アトムストロイエクスポルト社（ASE）が技術

設計契約仮調印（費用関係は含まず）。 

・2012 年 10 月 24 日：三明原子力発電所サイトが「原子力発電中長期発展規画」の重点開発サ

イトにリスト・アップ。 

・2013 年 9 月 11 日：NEA が福建省に対して、中露協力に従い三明サイトの確保を指示。 

・2013 年 11 月 18 日：CNNC が「CFR600 が技術実行可能性調査の審査を通過した」と発表。 

・2014 年 8 月 22 日：中国長江三峡集団公司と CNNC は戦略協力協定を締結、高速炉実証炉の研

究開発、建設、普及での協力で合意。 

・2014 年 12 月 15 日：CEFR が全出力運転を達成（同 18 日までに 72 時間全出力運転を達成）。 

・2014 年 10 月：高速炉実証炉プロジェクトの全体計画を政府が承認。 

・2015 年 7 月 23 日：福建省霞浦に CFR600 を建設・運転する「中核霞浦核電有限公司」設立。 

（CNNC 傘下の）CNNP 55 %、福建福能股份有限公司 20 %、華能核電開発有限公司 10 %、中国長江電力股

份有限公司 10 %、寧徳市国有資産経営有限公司 5 %の共同出資。 

・2016 年 9 月 1 日～3 日：CNNC（含 CIAE)の技術者が CFR600 の装置製造企業＊を視察。 

* 東方電気集団（蒸気発生器、中間熱交換器）、四川普什寧江机床有限公司（燃料交換機）、四川華都核

設備製造有限公司（制御棒駆動装置）。 

・2016 年 10 月 19 日：CEFR の「国家国防科学技術工業局の竣工検収」合格が公表。 

・2017 年 1 月 6 日：CFR600 実証炉の重要装置「1次系 Na 循環ポンプ」原型機が完成。 

・2017 年 12 月 29 日：福建省寧徳市霞浦(Xiapu)県で高速炉実証炉 CFR600 の土木・建築工事開

始。 

・2018 年 6 月 8 日：CNNC と露 ROSATOM 社が原子力平和利用協力では両国の過去最大級の枠組み

契約締結。その中で「CFR600」プロジェクトに露が機器・燃料・関連サービス等供

給を謳う。 

 

（以上の出典）2010 年 11 月に中国原子能科学研究院（CIAE）に徐銤総工程師を訪問したときの入手情報等、当協会デ

ータが主。 

また中国の高速炉開発の複雑な経緯の解明ではテピア総合研究所 2018 年 2 月刊「躍進する中国の原子力

産業と世界覇権戦略」の詳細情報を参考にした。（同書の出版案内 URL は 

http://www.tepia.co.jp/publication/index2018.html ) 
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＜参考資料その 17＞中国におけるモジュラー式小型軽水炉（SMR）開発の現状 

 

・世界の各社で競ってモジュラー式小型炉（SMR）を開発中だが、中国には次の

炉型がある。 

ACP100 (多目的炉) / ACPR100 (同左) / CAP200 (浮遊炉) / HTGR (中国が世

界に誇る高温ガス炉。第四世代炉) / DHR400 (低温熱供給炉) / 他。 

 

・中国は、長年の PWR 運用経験から、国際協力にも関心を示しながらも中国の

独自性を出したい意向をもっている。また SMR のニーズが国内でも多い＊こと

から、国もその開発では積極的な支援をしている。 

* 中国では都市部を中心に、熱供給が原因で深刻な炭素排出と大気汚染が起きている。

とくに中国北部の広範な地域では 1 年間のうち 5～6 ヶ月、ところによっては 7 ヶ月以

上も暖房が必要で、大量の化石燃料消費に換えるものとして SMR が期待されている。ま

た小型炉は水供給問題も解決できる。 

このため、中国では元々原子力の規制当局と開発側は良好な関係にあるが、SMR を新し

い技術として安全に開発するためにこれまでの炉の研究開発基準との違いを規制側と

開発側の双方の知見・経験もちよって明確化することが必要との認識から、両者は密接

に協力している。（出典）日中原子力産業セミナー2018 での討議。 

 

その成果の一例が 2016 年 1 月 5 日の NNSA の通知（国核安発[2016]1 号）「小型圧水堆核

動力廠安全審評原則（試行）」（小型 PWR 原子力発電プラント安全審査原則（案））で、

都市近郊での建設が予定されることから従来の大出力炉との安全審査の原則を明らか

にした。浮遊炉には適用されない。 

http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/haq/201601/t20160111_324674_wap.shtml   

 

・ACP100： 

中国核工業集団公司（CNNC）傘下の中核新能源有限公司が開発。12 万 5 千 kW

の出力。電力（含島嶼発電）、熱（含熱併給、海水淡水化）供給の多目的利用。

海外展開も視野。ブランド名「玲龍一号」。 

注）大亜湾原発(1994 年運転開始)をベースに中国が時間を掛けて開発した第三世代炉が

CNNC の「ACP1000」と CGN の「ACPR1000+」で、両炉の設計を統合したのが「「華龍」」

である。このうち ACP 炉の電気出力が 10 万 kW 級のものが ACP100 である。 

－ ACP100 の特徴は、一体化してすべてを圧力容器の中に収めて安全性を高めたこと（16

個の蒸気発生器も、4 個の主冷却ポンプも、制御棒駆動装置も圧力容器の中に入っている）。 
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－ ACP100 は 2003 年に研究を開始、2010 年に概念設計に着手、2011 年に福島第一原子力発

電所事故を受けて安全面の多くの教訓をフィードバックして設計を変更した。 

国家核安全局（NNSA）とも緊密に連携し、2011～2014 年にかけ主要 7装置の検証を終え、

現在追加の試験･検証を実施中。「SMR の安全性評価の標準」作りを進めている。 

IAEA の包括的炉安全評価（GRSR）に合格済み。 

取得特許数は 340。 

－ CDF（炉心損傷頻度）は 10－５、また LRF（大規模放出頻度）は 10－６を達成。設計寿命 60

年、燃料サイクル 24 ヶ月、冷却材平均温度は 303℃、運転時圧力は 15.0M パスカル、燃

料集合体は華龍と同じものを 57 体装荷する。耐震性は 0.3g。受動的水素結合システムも

採用している。 

－ 中国最初の SMR の原型炉を新サイト海南島で 2019 年早々に建設開始するため原子力・放

射線安全センター（NSC）と安全性を確認中。 

注）海南省は元々他の原子力発電プラントの建設予定地だったので、それによるコス

ト節約効果も期待されている。2018 年 6 月初めの時点では、海南島での ACP100 の

建設は遅れが報じられている。 

－ ACP100 は発電所の形としてツイン・ユニットにすることもシングル･ユニットにするこ

ともできる。 

－ ACP100 は受動系と能動系の採用で第三世代炉の安全性を満たし、経済性も用途（電気、

熱、蒸気、海水淡水化）の選択性も高めている。稼動率 90%以上。半地下建設で、都市

近接立地ができる。大型設備はすべて実証済みのものを使っている。 

－ 事故時でも技術的にはサイト外での避難等の対応は不要である。 

それまでの炉に比べて ACP100 では、非居住区域（Exclusion Area Boundary）は 500m

→300m、規制区域（Limiting Planning Zone）は3km→800mに、緊急時対象区域（Emergency 

Planning Zone）は 5km→600m に縮小されている。 

－ 装置が小型で輸送しやすいこともあり、40 数ヶ月での建設が可能である。 

 

・ACPR100： 

中国広核集団有限公司（CGN）が開発した「ACPR1000+」シリーズのうち電気

出力 10 万 kW 級の小型多目的炉。定置式で電熱併給も可能。海上浮動式のモ

デルとしては「ACPR50S」がある。 

 

・CAP200：国家電力投資集団公司（SPIC）/ 国家核電技術公司（SNPTC）が開発。

浮遊炉。 

 

・HTGR：中国核工業建設集団公司（CNEC。本年 1月 CNNC に統合）が開発。 
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・DHR400：CNNC 傘下の中国原子能科学研究院（CIAR）が開発。スィミングプー

ル型低温熱供給炉。ブランド名「燕龍」。 

 
（主な出典） 

・2018 年 6 月 4 日の当協会と中国核能行業協会（CNEA）共催の「日中原子力産業セミナー2018」での中国核電工程

有限公司（CNPE）劉巍（LIU Wei）総経理発表「中国における SMR 開発の現状」 

・テピア総合研究所 2018 年 2 月刊行の「躍進する中国の原子力産業と世界覇権戦略」 

588 頁の大著だが、そのうち 123 頁を SMR（35 頁）、高温ガス炉（35 頁）、高速増殖炉（14 頁）、トリウム溶塩炉

（11 頁）、進行波炉（11 頁）、先進燃料重水炉（5 頁）、超臨界圧軽水冷却炉（4 頁）、鉛冷却炉（5 頁）、加速器

駆動未臨界システム（3頁）に割いている。 

とくに SMR、高温ガス炉では個別プロジェクトの技術仕様、政府･地元政府の支援、審査・試験・建設等の進展

状況、参加機関間の分担、海外との提携等の膨大なデータを網羅。価格は 25 万円弱と高いが、わが国のこれら

分 野 の 研 究 ・ 開 発 機 関 や 企 業 に は 貴 重 な 文 献 で あ る 。（ 同 書 の 出 版 案 内 URL は

http://www.tepia.co.jp/publication/index2018.html ） 
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＜参考資料その 18＞使用済核燃料の貯蔵・輸送容器の国産化への中国の関心 

 

2018 年 2 月 2 日の人民網に「中国は核燃料貯蔵・輸送の材料国産化を達成」と

いう記事がある。http://energy.people.com.cn/n1/2018/0202/c71661-29802398.html  

その大要は以下のとおり。 

 

・中国の使用済核燃料の貯蔵・輸送容器の開発には、国家重大特別プロジェク

トで中国科学院金属研究所が、また中国核工業集団（CNNC）が科学技術特定プ

ロジェクト「竜船-CNSC：使用済燃料輸送容器開発」に関わっており、CNNC の

輸送容器での原型容器が先日検収をパスした。 

 

・輸送容器の主要材料国産化で、金属研究所は炭素ホウ素強化アルミニウム

（B4C/Aℓ）中性子吸収材料の開発で重要な貢献を果たしている。 

 

・核燃料/使用済燃料の高密度の貯蔵・輸送では、ここ数年来世界では従来のホ

ウ素ステンレス鋼などの中性子吸収材料に代わって、B4C/Aℓ 中性子吸収材料

が大量に使われ出している。 

 

・中国は原子力発電の商業化が比較的に遅いため、中性子吸収材料の研究開発

も当然立ち遅れ、B4C/Aℓ 中性子吸収材料は長期にわたり輸入に依存しており、

わが国の原子力発電国産化と輸出の発展戦略を大きく制約している。  

 

・ここ数年来、CAS の金属研究所の馬宗義課題チームと中国核電工程有限公司

（CNPE）の協力で、関係する作業で大きな成果が挙がっている。 

 

・大きいサイズのビレット（坯錠）の製造過程では、高含有量 B4C/Aℓ シートの

ローリング成型でボトルネック部の製造に成功。また複合材料溶接では溶接に

適したツールとプロセスを開発し、材料開発からデバイス成型までのすべての

チェーン技術の基礎を打ち立てた。 

 

・現在すでにB4C含有量15～35wt%の一連の中性子吸収板材を開発し、加速腐食、

高温劣化、加速放射線照射とホウ素均一性テスト（中性子吸収法）等の実験が

完了し、材料性能が全面的に達成された。耐腐蝕性等は明確に国外産の類似品

より優れている。 
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・また、金属研究所は世界初の高温ガス冷却炉新燃料要素の輸送・貯蔵容器で

の中性子吸収材料のニーズから、中性子吸収材料の巻板操作と攪拌摩擦溶接で

板形構造から筒状構造にすることに国内で初めて成功した。現在の華能山東石

島湾の高温気冷炉核電站実証プロジェクトでは新燃料要素の輸送、貯蔵の容器

はすでに正式に量産段階に入っており、金属研究所はこの容器のすべての中性

子吸収板の供給の任務を担う。 
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